


















































































—
イノベPになるために
—

イノベPの舞台裏

中小企業の持続的な成長を支援するイノベPになるためには、手

法を学ぶだけでなく、それらの手法の活用を可能にする普段の努

力やマインドセットを意識し、身につけることが必要です。

このパートでは、イノベPがイノベーション・プロデュースの 表

舞台では見せていないが実は裏側で行っている、

●日頃から行っている取り組み

●独自の価値観や姿勢

について説明します。

将来的にイノベPを目指す方の参考になれば幸いです。
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第２ 新事業の事業化までの支援内容 

 １ 医療機器研究開発の実施フロー 

イノベーションプロセスは、しばしば、下記のような順次・段階的に進むフェーズとし

て整理される。 

 

 

出所：「大阪商工会議所 次世代医療システム産業化フォーラム 医療機器事業化支援

サービス」を元に作成 

 

ただし、実際の開発現場では、下記のとおり、反復・増加的（アジャイル的）な開発プ

ロセスに沿って進められる。 

 

 

 

イノベ Pによる支援活動は、こうした実際の開発プロセスの進め方に対応して、時期

的に固定されるものではない点に留意が必要である。 

 

 ２ イノベ Pの支援活動 

⑴ イノベ Pによる支援活動の概要 

イノベ Pによる支援活動は、イノベーションの各フェーズで、開発当初から最終プロセ

スを意識しながら実施される。支援活動の主な目的として、①議論の活性化、②早期のリ

スク対処が挙げられる。 

 

⑵ プロセス別支援内容 

本事業中にイノベ P として実施したプロセスごと、開発製品ごとの具体的な支援項

目は以下のとおりである。なお、案件 A～案件 D以外の開発プロセスで確認した支援項

目は「その他」としている。 
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第４ イノベ Pの担い手拡大に向けた取り組み 

１ 担い手拡大における課題 

⑴ 本事業における担い手拡大の取り組み 

本事業においては、複数の医療機器研究開発案件を同時並行的に進めながらイノベ Pの担

い手拡大に取り組んでいる。育成対象のイノベ P 候補生としては、医師、大学院生、医療従

事者、企業の開発担当者を想定しているが、育成の現場では様々な課題に直面している。 

 

⑵ 形式知化の必要性 

イノベ P の育成にあたっては、もっぱら OJTによる指導を実施している。OJT の際、形式

知化されたマニュアルを基に指導することが理想的であるが、現在はマニュアル整備と並行

しながら、指導を進めているのが現状である。イノベーションの現場においては、時として

臨機応変な判断が求められる以上、実践知獲得の場としての OJT の重要性に疑いはない。し

かしながら、体系的、効率的育成という観点からは、現場のノウハウを形式知化したマニュ

アルも欠かせない。 

 

⑶ ネットワーク力継承の困難性 

医療機器研究開発においては、必要な知識、経験を有するメンバーが開発チームに加わっ

ていることが望ましい。イノベ P 主導で開発チームを編成する場合、組織・業種を超えて人

材を募ることができる幅広い人脈・人的ネットワークを有しているかは、開発結果に大きな

影響を与える可能性がある。 

人的ネットワークの形成には多くの時間や経験が必要となるため、イノベ P 候補生には、

ネットワーク力の醸成が期待されるものの、こうした力は他者から教えられるものではなく、

人脈自体を誰かに渡すこともできない。いかにして自らネットワーク力を築いていくかにつ

いては、担い手拡大における重大な課題となっている。 

 

２ 担い手拡大のための実施内容 

⑴ 本事業における担い手拡大のための取り組み 

担い手拡大の具体的な取り組みとして、本事業においては、下図のとおり、イノベ Pのノ

ウハウ、経験の形式知を進めるための調査業務の実施とイノベ P 候補生に対する OJT を実施

した。 
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 第５ イノベ Pの領域拡大に向けた取り組み 

１ 活動領域拡大の対象製品 

⑴  サクションボール・コアギュレーター 

サクションボール・コアギュレーター（以下「サクションボール」という）は、イノベ P

が山科精器、株式会社アムコとの共同開発を主導し、2015年に上市した外科用吸引凝固処置

である。2023年 3月には販売累計 10万本を達成した。既に韓国、台湾、シンガポールへは展

開済であるが、現在北米へのビジネス展開を検討中であり、サクションボールを活動領域拡

大の対象製品とすることとした。 

 

 

 

 

 

⑵ ラパホットⓇ 

ラパホットⓇはイノベ Pが大衛株式会社と共同開発し、2022年に上市した腹腔鏡用ス

コープ・ウォーマ兼クリーナーである。発売２年で 100医療機関に正式採用され、年間

数万個の売上が計上されている。現在、ヴェトナムを中心とする新興国へビジネス展開
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中であり、ラパホットⓇを北米への活動領域拡大の対象製品とすることとした。 

 

 

 

 

 

 ２ 活動実績 

⑴ 活動領域拡大の取り組みに関する実施内容 

活動領域拡大の取り組みとしては、対象製品について、株式会社ニチオン（以下「ニチオ

ン」という）が日本側総代理メンバーとして参画した Alliance of Surgical Distributors

（米国医療機器販売連合、以下「ＡＳＤ」という）を通じて、北米マーケットへの展開を図

る支援を行うこととした。 

 

⑵ サクションボール 

サクションボールの北米展開にかかる活動実績は、以下のとおりである。 
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⑵ サクションボールの現況 

サクションボールについては、日米間の規制の違いが原因で追加試験が必要であるこ

とが判明した。追加試験を受けるにあたって多額の費用負担が発生することが見込まれ

るため、ASD側と引き続き交渉していく予定となっている。 

また、この種の吸引凝固関連機器の使い方、考え方が日米の外科医間で微妙に異なる

ことも明らかとなったため、イノベ Pが北米における外科医のネットワークを活用し

て、実際のユースケースに基づく製品の特徴を専門医向けに周知する等、側方からビジ

ネス展開を支援する「アカデミック・セールス」的な取り組みも継続している。 

 

⑶ ラパホットⓇの現況 

ラパホットⓇは日本においては非医療機器と認定されているが、イノベ P がアメリカ側関

係者と協議する中で、現行仕様のままではアメリカではクラスⅡの医療機器に分類される可

能性があることが明らかとなった。クラスⅡ医療機器と認定されることになれば、生物学的

安全性試験を含め、許認可取得のための検査試験費用が高額となるため、イノベ P がさらな

る検討を進めたところ、国内製品の仕様を一部見直すことで、クラスⅠ医療機器への引下げ

が可能となることが判明した。また、FDA登録業者として活動するには巨額の施設登録費を支

払う必要があるため、イノベ P は関係者らと調整を繰り返し、ラパホットを「製品」として

ではなく「部材」として輸出することで、施設登録費の支払いを回避することに成功した。

現在、将来の拡販に向けて展示会の準備を進めている状況にある。 

イノベ Pは、中小企業が北米へビジネス展開するうえで問題となり得る（主として制度面、

コスト面での）課題それぞれに真摯に向き合い、関係者との調整を通じて問題解決に努める

必要がある。 

以上 
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本報告書は、1.支援先の事業概要、2. 新事業の事業化までの支援内容、3. イノベーションプロデュ

ーサーのマインドセットと価値観、4. イノベーションプロデューサーの担い手拡大に向けた取り組みに

よって構成される。なお、上記 1.については支援先毎に、それぞれの項目に分け記載している。 

 

1. 支援先の事業概要 

1-1.A社 

● 支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用された具体的なリソース。 

祖業の下請加工部門で培った精密加工・溶接技術と、自社製品開発(産学官連携)で得た流体制御およ

び超音波加工の技術とノウハウ。 

● 支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要。 

様々な液体の流体制御ニーズに対応。従来事業は自動車産業との取引中心。新たな分野への拡大。 

精密加工の分野では、超精密加工や難削材への対応。 

● その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリューション（製品やサービスのアイデア）。 

同社自社製品の本質的機能である「流体制御」に付随する工程を付加し、ソリューションとして市場に

提案。顧客の要求に応じて、サンプルテスト・分析結果レポート提供を行なう。 

● 支援開始前の企業の状況（準備段階や抱えていた課題、前提条件・制約など）。 

従来事業は自動車産業との取引中心。流体を扱う新たな産業全般に拡大する上で、自社の強みをどうや

って市場に訴求すべきかを整理する段階であった。 

 

1-2.B社 

● 支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用された具体的なリソース。 

青果・物流・醸造事業を展開。本事業ではフードサプライチェーン・アップサイクルに焦点。 

● 支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要。 

自社工程内のニーズを起点として出口を検討。 

 

1-3.C社 

● 支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用された具体的なリソース。 



 社会インフラ系の電源装置・パワーエレクトロニクス関連製品の設計・生産・品質体制。 

● 支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要。 

 世界の電力使用量は今後も増加の見通し。一方で法律や規制は使用抑制の流れ。その流れを踏まえた

製品開発が重要。 

● その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリューション（製品やサービスのアイデア）。 

 同社とは異なる市場に向けた設備の開発を進めている大手企業を紹介し、共同製品開発について協議。 

● 支援開始前の企業の状況（準備段階や抱えていた課題、前提条件・制約など）。 

 目先の業績は安定しているものの、特定企業への依存率が高く、リスクヘッジの課題を有する。一方で

既存事業が安定しているため、従業員の新事業創出に対する興味・関心が薄い。 

 

1-4.D社 

● 支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用された具体的なリソース。 

 メーカー(ODM)と商社の機能を持ち、年商規模は各々50%程度の規模である。現地ヒアリングを通じて、

ODMで培われた製品開発力・品質力が強みであることがわかった。 

● 支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要。 

 業界全般の景況と特徴、商流等を、各メーカー別にセグメント分析した結果、発注者は内製化を強化す

る流れにあり、待っていても仕事の依頼は来ない。一方で同社製品に焦点を充てると、最終製品の一部分

という捉え方が一般的であり、同社製品そのものに対するニーズを持ち合わせていない。 

● その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリューション（製品やサービスのアイデア）。 

 現地ヒアリングにより、直近で高級品を受注した成功体験談を聴き、高級感のある商品化と耐久性で

差異化できるのではないかと仮説。 

● 支援開始前の企業の状況（準備段階や抱えていた課題、前提条件・制約など）。 

 当初は、先方担当者の危機感を共有できる者が不在であった。現在は人事異動と新規採用を通じて、計

3 名がプロジェクトを主導。 

 

1-5.E社 

● 支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用された具体的なリソース。 

 祖業は採石、砕石、運送、土木解体工事、産業廃棄物処理 

 平成 25年よりガラスリサイクル工場開設、人工軽石製造事業開始 

 令和 6年度より「アップサイクルゲート事業部」を発足 

● 支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要。 

 住宅、インテリア、エクステリア関連商材における SDGsの潮流、防犯性 

● その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリューション（製品やサービスのアイデア）。 

 防犯砂利、園芸・エクステリア商材、インドア製品 

● 支援開始前の企業の状況（準備段階や抱えていた課題、前提条件・制約など）。 

 従来と異なる納品形態に、以下にして対応できるか。従来はダンプカーで現場へ納品(トン単位)であ

ったが、これからは kg単位(袋詰め)、何個入りの箱で提供するなど。 

 



 

2. 新事業の事業化までの支援内容 

● 支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況の変化。 

○ 支援内容を決定した背景や意図。 

 各社のおかれている状況を踏まえ、経営者の意向を確認した上で、現場担当者と協議しながら推進し

たプロジェクト(トップダウン型)と、問題意識を持つ現場担当者主導で進めたケース(ボトムアップ型)

に分かれる。なお、当初は F社、G社に対しても、本事業での支援先候補に入れていたが、令和 6年度の

Go-Tech事業に採択され、同事業に傾注することとなった。以上の 7社を分類すると、下記の通りである。 

トップダウン型 A社※  

B 社  

C 社  

E 社 事業部新設。将来は分社化を目指す。 

 ボトムアップ型 D社 メーカー機能の強化 (そのためのテーマ発掘) 

E 社※ 

F 社※ 

R6年度 Go-Tech事業に採択 

 

○ 支援中に発生した課題と、その解決方法。 

 支援を通じて、B 社内の工程課題が明らかになり、A 社が持つソリューションが、B 社のニーズ解決に

寄与できるのではないかと考え、マッチング面談を実施。現在サンプルテストを実施中である。 

また、本テーマの事業化を検討するにあたり、有用性を検証する必要があり、大学との個別面談を実

施。NDA締結・サンプルテストを至急対応することとなった(現在進行形である)。 

 

○ 支援中に行われた議論の内容や方向性。 

 C社では、既存の分野以外の市場が見えていなかった。本事業では、第三者による客観的な市場調査・

分析結果を示し、世界の電力使用量は今後も増加見通しである点、一方で法律や規制は使用抑制の流れ

にある点、その流れを踏まえた製品開発が重要である点、国内・海外における市場規模の将来動向などを

示し、新分野への展開が必要であることを認識いただいた。 

そののち、同社とは異なる市場に向けて製品開発を行なっている大手企業を紹介するとともに、現在共

同製品開発についての協議をはじめたところである。 

 

 本事業では、一貫して「経営デザインシート」「ビジネス 4脚」「4 機能の能力向上」といったフレーム

ワークを用いて、各社の現状および将来の方向性を確認し合った。※フレームワークについては後述 

 

● イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支援活動とその詳細。 

支援先企業に対しては、原則月 1回以上の企業訪問によるヒアリングを実施。 

また、ビジネスフレームについては、「経営デザインシート」「ビジネス 4脚」「4 機能の能力向上」の

3 点セットを作成ならびにブラッシュアップ。市場調査レポート等を適宜提供した。これら 3つの基本フ



レームは、作成したら終わりではなく、支援先企業との対話を通じて、随時更新されるべきものである。

本来ならば経営者や部門責任者の自らが作成することが理想であるものの、相手先企業の規模(リソー

ス)にもよるが、現状自前でできるところは少ない。そのため、IPの担い手はチームで協力し合いながら、

基本フレームの原型を仕上げるところを注力し、企業は頭でっかちにならず現場の実践・行動を最優先

とし、IPは企業のイノベーション創出に専念できる環境を整えることを心掛け、支援を行なった。 

 

● 支援活動の成果と評価： 

○ イノベーションプロデューサーの活動目標に照らした達成度。 

ビジネスフレーム 3点セットを作成 5社(7部門) 

1-1.A社(3部門)、1-2.B社、1-3.C社、1-4. D社、1-5. E社 

経営デザインシート作成 2社 

 1-6.E社、1-7.F社  

ビジネスマッチングを実現 

 1-1. A社に台湾企業の N社を紹介 

(2025年に台湾で開催される工業見本市にて製品デモ展示を予定) 

1-2. B社に A社および Z大学を紹介 ※前述の通り 

1-3.C社に Y社を紹介 (共同開発に向け協議継続中) 

1-4.D社に X社を紹介。(防災をテーマに協業検討) 

1-5. E社に物流関係の W社・V社を紹介。(条件合わず) 

E 社にインテリア・エクステリア商材メーカの U社を紹介。(協議継続中) 

 

○ 支援対象企業のイノベーション活動の現状。 

 これまでに記載したような活動を通じて、各社にイノベーション創出に向けた環境整備や体制の強化

が図られている。 

A 社では、台湾企業 N社とのマッチングを通じ、半導体市場参入の足掛かりを得た。また、支援期間中

に事業再構築補助金にも採択され、社屋の新設も含めた大規模な設備投資を行なう計画である。 

C 社は Y社との共同開発に向け協議継続中であり、これが実現されると新たな市場への活路が見い出す

ことが可能となる。また、実施期間中にプロジェクトメンバーも増員され、社内におけるイノベーション

推進体制も強化された。 

B 社では、醸造部門における課題解決手段として A社とのマッチングを実施。アップサイクルビジネス

をテーマとした、産産連携ならび産学連携(Z大学他)のプロジェクト構築に向け、協議継続中である。 

D 社では、支援開始当初は技術部門役員(ひとり)の問題意識であったが、一事業部の話を超え、社内で

一丸となり売上高 100 億円を目指すべき事案であることを社長にも認めてもらい、新規採用・人事異動

等で社内の体制を強化しつつある。 

E 社は、2024 年 4 月に新設されたアップサイクル部門責任者に社長室長が就任。数名の部下が配置さ

れ、ホームセンター向けに自社製品の展開を図りつつ、大手インテリア・エクステリア商材メーカーへの

ODMの提案を継続実施。製品開発・量産・物流の面から協業体制構に向け推進中である。 

 



○ 期待通りの成果が出なかった部分と、その原因分析、解決方法。 

 IPの担い手の動きに偏りが見られた(ポテンシャルスキルや、直面する日常業務の負荷状況等、個々の

事情も否めない)。 

 一方、中小企業側の動きとしては、期待したほどのスピード感が得られなかった部分がある(停滞はし

ていないものの、速度が思ったよりもゆっくりであった)。イノベーションに前向きな考えを持つ経営者

と、後ろ向きな考え方を持つ現場担当者のギャップも把握できた。支援者側からすれば、企業の現場に入

り込んだ結果、そのことがわかったので、見方を変えれば成果とも言えるが、OJT受入候補に選定した会

社は、本業が比較的安定していることから、現場担当者が日々危機感を募らせることも少ないのではと

推察する。 

 

3. イノベーションプロデューサーのマインドセットと価値観 

● 支援を通じて明らかになった、イノベーションプロデューサーに求められる重要なマインドや価値観

について。 

多くはサラリーマン出身の方々が多く、ついつい「解釈する人」になってしまいがちである。イノベー

ションプロデューサーとは「変革する人」であるため、解釈することばかりに時間と労力をかけるのでは

なく、変革することに心血を注いで欲しい。座学研修・ワークショップ・事例研究では、「変革する人」

になってもらいたいというメッセージを発して取り組んだ。 

 

● イノベーションプロデューサーとして特に大切にすべき姿勢や考え方。 

「一次情報」への拘り(現場・現物・現実を自分の目で確かめる)。 

成功の秘訣は、成功するまであきらめないこと。(企業の経営者・担当者、支援者の双方にこの考え方

はあてはまると思っている) 

こだわるのは自分に対してではなく、相手に対してである。相手が喜ぶこと、困っていることを解決す

ることに知恵を絞り、相手のお役に立つことを考える。 

色々なものに興味を持つこと。IP の担い手育成においては、本人が興味を持つテーマでなければ、能

動的なアイデアは湧いてこないとの仮設のもと、本事業では、担当したいプロジェクトを 7 社(9 プロジ

ェクト)の中から、第三希望までを自己申告してもらい、本人の希望を考慮の上、担当決めを行なった。 

 

4. イノベーションプロデューサーの担い手拡大に向けた取り組み 

● イノベーションプロデューサー候補者の選定方法と基準 

候補者については、以下 3つの候補より選出した。上期は弊協会常勤職員を中心に選出し、下期は弊協

会ホームページ・メルマガの発信らより公募ならびに説明会を実施し、その後、応募締切までに自主的に

応募した候補者を対象に選出した。3つの候補は以下の通りである。 

① 弊協会でサポイン・Go-Tech事業管理機関を担当する職員・コーディネーター 

② 金融機関職員  

③ 本事業の主旨に賛同する人材を、登録会員の中から選出  

 

上期対象 計 7名を選出 



事務局次長 鈴木 直仁 ①③ 

ものづくりビジネスプロデューサー 松尾 徳人 ①③ 

産学官連携コーディネーター 岩崎 盛夫 ③  

デジタルビジネスプロデューサー 小川 直樹 ③ 

産学官連携コーディネーター 笠井 俊介 ①③ 

産学官連携コーディネーター 堺 奈都 ①③ 

カーボンニュートラル推進プロジェクトリーダー 平田 知之 ②③  

産学官連携コーディネーター 石川 稔也 ②  

 

下期対象 計 7名選出 

 TAMAコーディネーター T.I氏 ③   

 TAMAコーディネーター Y.I氏 ③ 

TAMAコーディネーター K.O氏 ③ 

TAMAコーディネーター K.H氏 ③ 

TAMAコーディネーター R.M氏 ③ 

TAMAコーディネーター K.H氏 ③ 

TAMAコーディネーター M.M氏 ③ 

 

● 実施した教育・育成プログラムの内容とその実施意図 

<人材育成の方法> 

本事業では、主に IP の担い手を対象に、①MURAMATSU メソッド座学講義、②OKAMURA メソッ

ドワークショップ、③先行事例研究を、それぞれ 180 分 1 コマとして前期(4～8 月期)と後期に

4 回ずつ集合研修の形式で行ない、必要に応じて支援企業にも参加していただくプログラムを

提供した。 

OJT については、前期(6～9 月)・後期(10～12 月)に分け、前期は IP・講師・候補者にてチー

ムを編成し、支援先中小企業への伴走支援を開始する。その際に IP より 4 脚ビジネス化の基本

フレームを対話の共通言語として用いることを説明した上で、現状をヒアリング。中期は候補

者を中心とした伴走支援を継続し、適宜 IP・講師が双方をフォロー。後期は支援先企業の成果

目標が達成されているか、前期同様のチームで個別訪問を通じて実施した。なお、後期から参画

した IP の担い手についても、適宜企業訪問に同行するなど、OJT を併行して行なった。 

 

求められる成果(アウトプット)は、支援先企業との対話

を通じて、政府(内閣府)が推奨している「経営デザインシ

ート」を用いた価値デザイン経営の考え方に基づく、将来

の価値創造メカニズムの言語化と、それを実現するための

移行のための戦略を、MURAMATSU メソッドを用いて、

「Keep/Deep/Wide/Change/Catch」と「4 脚ビジネス化」を

深堀りし、実行までを支援するプロセスをマスターするこ



とである。 (右図「経営デザインシート」) 

 

 【現状把握・中長期視野の共有】企業の大小を問わず必要とする中長期経営計画の考え方を１

枚に要約。横軸を Keep・Deep・Wide・Change/Catch とし、会社の現状(いま)、3 年・5 年・10 年

後にはどうなりたいか？という展望を、ビジネスと機能

の面から整理する。 多くの場合、現状維持の流れにな

りがちだが、進化をしなくては生き残れない。そのため

には、中小企業であっても進化を継続する風土をつく

り、進化を実行する人財の育成が重要である。 (右図 

「4 脚ビジネス化フレーム」) 

 

【4 機能の能力向上】ビジネスの視点では、自社製品、OEM、中古品、サービスがあり、自社

製品だったら何を Keep し、何を深化(Deep)させるの

か、何を広くするのか(Wide)、何を変えていくのか

(Change/Catch)を考えていく必要がある。要するにビ

ジネスいうのは４つあり、多くの会社はそのうちの一

個しかやっていないことが多い。すなわち、この絵を

描いていないと経営計画が立てられないので、イノベ

ーション・プロデューサーは、まずこのヒヤリングか

ら始めることが第一歩である。(右図.「4 機能の能力向

上フレーム」) 

 

<人材育成計画の全体像等> 

OJT の現場では、経営デザインシート、ビジネス 4 脚のフレームワークを対話のツールとして

用い、経営者と対峙するのであるが、OJT の前後に、実際に 10 億円から 50 億円、100 億円企業

へと成長を遂げた企業の先行事例を映像コンテンツと解説により、事例研究を行ない、経営者

との対話の模擬演習(ロールプレイ)等も、集合研修方式で実践し、IP の担い手にメソッドのノ

ウハウを伝授。事例研究および演習については、イノベーション・チーム・プログラムでの実践

指導に定評ある岡村氏に講師を依頼した。 

企業の先行事例研究については、ドキュメンタリー形式の番組制作で社員教育に定評のある

(株)ブロックスと連携し、実際に成功した会社の事例を、商品への向き合い方、社員同士の関

係、現場が動き出した瞬間、といった切り口でそれぞれ 3 社程度ピックアップし、講師による

解説、演習を通じて、定着させることを狙いとして実施しした。また先代からの事業承継により

年商 80 億円へと成長させた経営者の体験談(支援される側の生の声)も、プログラム内に折り込

んだ。 



 

上図 人材育成計画の全体像 

 

● 育成活動の結果と評価： 

○ 育成目標に対して、何が習得されたか、その判断基準、習得に至らなかったスキルや知識 

「経営デザインシート」「ビジネス 4 脚」「4 機能の能力向上」の 3 点セットを用いた企業分析と対話を

通じ、主体的に OJT支援を行なった者。 

 鈴木 直仁(C社)、岩崎 盛夫(B社)、平田 知之(D社、A社)、石川 稔也(E社、A社)、松尾 徳人

A 社) 

→ 会議の議事進行及び講師を交えた経過報告会議において、支援責任者として資料の取り纏め、発表

を行なったことにより、市場調査や社内外の関係者の巻き込み(例えば、講師を現地に同行させる等)を

主体的に行なうことで、座学研修で講義した内容が支援の実践で活かせたと思われる。 

 

上記のプロジェクトに副担当として参画し、補佐を行なった者。 

 笠井 俊介(A社)、堺 奈都(E社)、小川 直樹(D社、B社)、Y.I氏(A社)、M.M氏(A社)、K.O氏(B社) 

→ 主担当ほどの学びは得られないまでも、副担当として支援先企業を理解し、主担当を補佐する役割

を学んだと思う。但し主担当不在の際に、それをカバーできるまでには至っていなかった。 

 

 座学研修のノウハウを実践に活かすべく、新規案件の発掘を行なった者。 

 K.H氏(H社)、堺 奈都(I社) 

→ IP で大事な観点のひとつに変革することがある。解釈で終わらず、新たなニーズを発掘するという

体験を行なえたことは、IPとして重要である。(頭で考えるだけでなく、行動が伴うか) 

 

座学研修を実践で活かす機会が得られなかった者。 

 T.I氏、K.H氏、R.M氏 

→ 下期の担い手は中小企業診断士等、他の仕事を抱えての参加が多く、支援先企業との日程に合わせ



られなかったなどの要因もあったものの、せっかく得られた座学の知識を体験に移行できなかったこと

は残念である。 

 

全体を通じて、●●業界の全体俯瞰やロードマップ等(たとえば自動車、半導体、医療、ロボット、航空

宇宙産業といった切り口)のレクチャーは行っていなかった。 

結果として、D社を担当した平田知之のように、自ら主体的に特定の産業をテーマに国内および欧米等の

市場調査を行ない、企業に提案するなど、担い手および受入企業の双方に役に立つ動きが見られた事例

にも遭遇できたと思う。 

 

○ 引き続き育成が必要な課題や領域 

まず原則論があって、段階を整理した上で、実践するというのが、組織で行動する上では重要と考える

が、どうしても実践から入ってしまいがちである。 

たとえば、本事業においては「MURAMATSUメソッド」の要素が多く注入された結果、本来なら最初に取

り組むべき「経営デザインシート」が途中から思い出したように作成することとなってしまったことは、

反省点である。 

今後は、まず「経営デザインシート」でビッグピクチャーを描き、実践論(移行のための戦略)に移すた

めのツールとして「MURAMATSUメソッド」のフレームを用いるようにしたい。 

また、必要な領域については、首都圏西部地域の状況を鑑みながら、新たな分野をテーマとして取り入

れることも視野に検討したい。 

 

以上 
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　R6年度に支援対象とした12社に対しては、2.1に記載した方法に基づき個別に実施
体制を構築し、支援を実施した。
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３．実施内容 

（１） 支援対象企業の選定 

本事業における支援対象企業を下記の手順で選定した。 

 

① 一次スクリーニング【昨年度】 

当財団が蓄積した企業情報をもとに、平井イノベ Pが示した下記基準に沿って 47社をリストアップし 

た。 

▽できれば一定の規模があり、研究開発の部隊も抱えており 

▽自社製品（必ずしもエンドユーザー向けとは限らない）の開発に積極的だが 

▽次の展開に悩んでいる 

 

② 二次スクリーニング【昨年度】 

上記リストをもとに、平井イノベ Pが示した下記基準にできるだけ当てはまる 8社を絞り込んだ。 

▽一定以上の従業員数などの規模があり、開発部隊が存在する 

▽トップと社員に「新規開発」への意欲があり、新規事業展開を模索している 

▽自社製品の開発事業の経験（例えば Go-Tech等の補助事業）がある 

▽県の『リーディング企業』や『リーディング育成企業』に選定され県の研究開発補助金制度に提

案・採択されている 

▽県工業連合会の会員企業やクロスイノベーション協議会のメンバー企業 

▽大学や公設試と密接に連携している 

▽特徴的なシーズを保有している 

 

③ 最終選定【今年度】 

上記 8 社を候補・見習いが訪問、面談を実施し、平井イノベ P と候補・見習いが、各社の課題、問

題意識、ポテンシャル等について検討を行った上で、本事業にて実証する支援手順書に基づく事業

企画書策定等のニーズが特にあると思われる 2 社を選定し、下記体制で支援することとした（両チー

ムを株式会社電通総研が支援）。 

 

■2社の支援体制 

 

 

 

 

 

《A社》 

支援チームメンバー： 平井イノベ P ＋ 池室長、河津課長、本田参事、松枝参事 

《B社》 

支援チームメンバー： 平井イノベ P ＋ 宮部室長、那須課長、大村参事、竹ノ内参事 
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（２） 新事業の事業化までの支援内容 
 

【支援の実施フロー】 

本事業は、昨年度作成した下記の支援手順書の実施フローに従って支援を実施し、本年度は全フロー

のうち「事業企画書作成」まで（下図の赤枠部分）を行うこととした。 

 

【支援の目標】 

2社への支援における本年度の目標は、次のとおりとした。 

❶手順書に沿って支援を実施するプロセスを経験することで、支援対象企業（の担当者等）が主体性を

もって新規事業企画を検討できるだけの素地が社内に涵養される 

❷検討の最終アウトプットとして、支援企業の経営陣が検討継続を承認するレベルの「事業企画書」が

作成される 

❸下請け事業に頼らず、自社のポテンシャルを活用して新規事業開拓に挑戦する社内風土が醸成される 

 

【支援活動内容】 

平井イノベ P による支援活動は、支援手順書を基本としながら、対象テーマと企業の状況に応じてカ

スタマイズし、以下のスケジュールで実施した。 

 

図 3-1 支援の実施フロー 
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（2）シーズ分析 
 A 社の研究開発状況を踏まえてシーズを洗い出し、優位性や効

能で整理を実施 

（3）新事業テーマ創出 

 深堀したニーズと整理したシーズの掛け合わせを行い、「アイデ

ア検討シート」にまとめ、新規事業テーマのアイデア発掘実施 

 深堀したアイデアを実行可能性等で多面的に評価し、数テーマ

に絞り込み 

 上記の数テーマにてファイブフォース分析、競合分析、市場分析

を実施し、更なる絞り込みを実施 

 絞り込んだテーマについて、ビジネスモデルキャンバスによるビ

ジネスモデル整理とビジネスモデル構築を実施 

 アプローチ可能な市場規模を踏まえた収益計画策定を実施 

（4）事業企画書作成 

 上記をまとめた事業企画書の策定 

 事業企画書に対して経営層の合意を得たため、事業立上げ計

画を策定 

 

 

【支援活動の成果と評価】 

 

イノベーション・プロデューサーの活動目標に照らした達成度 

 

❶手順書に沿って支援を実施するプロセスを経験することで、支援対象企業（の担当者等）が主体性をも

って新規事業企画を検討できるだけの素地が社内に涵養される 

【評価】 両社とも支援機関等のサポートを受けながら主体的に新事業企画を検討できるレベルに到達

した。 

 

❷検討の最終アウトプットとして、支援企業の経営陣が検討継続を承認するレベルの「事業企画書」が作

成される 

【評価】 両社とも今回作成した「事業企画書」に基づき経営陣が検討継続する意思を示しており、十分

目標を達成した。 

 

❸下請け事業に頼らず自社のポテンシャルを活用して新規事業開拓に挑戦する社内風土が醸成される 

【評価】 両社とも下請け事業依存からの脱却を図りたいと考えており、自ら新規事業開拓に挑戦する社

内風土の素地はあった。上記①の成果も踏まえ、このような社内風土がますます強くなった。 
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（３） イノベーション・プロデューサーのマインドセットと価値観 
 

ａ．支援を通じて明らかになった、イノベーション・プロデューサーに求められる重要なマインドや価

値観について 
 

今回の支援事業では、地場の中小製造業企業 2社を、それぞれ約 7 カ月、WS形式によるインタラク

ティブで参加型の支援を行った。その過程では、企業に入り込んで、そのイノベーションを創発し牽引す

る役割を担う者として、国が提示する下記のケイパビリティのベースとなる 3 つのマインドセット・価値観

が重要と感じた。 

 

 

＜イノベーション・プロデューサーに求められる重要なマインドや価値観と考える事項＞ 
 

① アントレプレナーマインドを持った支援者たらんとすること 

企業の困りごとに関する相談に受け身で対応するだけでなく、企業のポテンシャルを見極めた上でそ

の企業を更に成長させられるような新たな事業の提案ができること。いわばアドバイザーやコンサルタ

ントにとどまらず、自らプレーヤーになれること。 

すなわち「新しい価値を生み出したい」というアントレプレナー的な意識と思いを持っていること。従来

あるものの価値を漸進的に高めるに止まらず、新しい価値をどうやって創出するのかという方向にもっ

と意識がシフトしていること。 

 

 

 

図 3-  国が示す「イノベーション・プロデューサーが備えるべきケイパビリティ」（国資料より） 
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② 「高度成長期からの世界の工場としての日本」を脱する新しい日本の産業観を持つこと 

高度経済成長期のパラダイムから一歩抜け出し、人口減少時代のパラダイムに身を置くこと。そのよ

うな視座から、日本がこれから世界の中で何をし、どのような価値を世界に提供するべきかを考える必

要がある。第一次産業革命以降、かつて「世界の工場」だった国や地域が時代とともに新しい国や地域

に取って代わられてきた。このような歴史の流れの中で、戦後の高度成長を経て目覚ましく発展し「世

界の工場」になった日本も現在、中国・アジア諸国にその立場を譲る時代になっている。しかし、日本よ

り以前に発展し「世界の工場」だった欧米諸国は、それぞれ新しいビジネスモデルを創出して新たな価

値を世界に提供することで、その存在感を維持発展させてきた。今では「世界の工場」としての立場を追

われている我が国も、これまでにない新しい価値を世界に提供することで、「世界の中で、なくてはなら

ない国」としてのポジションを確立していくべき。そのための新しいビジネスモデルが必要だが、まだ日

本では作れているとは言えない。そのような「世界の中で、なくてはならない日本」になるために必要な

ビジネスモデルの創出にチャレンジし続ける、というパースペクティブを持つべき。 

 

③ 企業に独り立ちを促す姿勢を持つこと 

支援者として、企業を独り立ちさせる支援を行う意識を持つこと。企業が支援者にいつまでも頼り切る

ような状況は望ましくない。ここでいう独り立ちとは、企業が「どうしたらいいかわからないから助けて」で

はなくて、「ここをこうしたいので助けてください」と言えるぐらいになること。何から何まで企業の中で全

部やるのは無理だが、企業が自ら「どうすればいいか」を考え、「何が足りないか」がわかって、それを

支援者に求めることができるようになることが、地域中小企業に最低限必要な「独り立ち」だと考える。 

今回は、そのような意識で支援した結果、成果を得たと考えている。支援先の 2 社も、自らワークショ

ップの主役となって、ディスカッションを重ねていった事は非常に勉強になったと話しているし、「今回の

ワークショップの資料は一式全部ください」という要請があり、提供した。その資料を見ながらであれば、

同様の検討は今後、かなりの部分を自分達だけで進めることができると思う。 

 

ｂ． イノベーション・プロデューサーとして特に大切にすべき姿勢や考え方 
 

① 従来型の「倒れない支援」ではない「伸ばす支援」の実装を行うこと 

熊本県では、「リーディング企業育成事業」という成長可能性のある地場中小企業を選択的に支援し、

地域の産業・経済を引っ張っていける企業として育成する事業を平成 22 年に全国に先駆けて開始した。

しかし、同事業の支援の中身は、例えば経営の効率化であるとか品質管理・QCD といったものがほと

んどで、新しい事業やビジネスを起こすような支援にはなっていないように感じた。このような支援事業

の発想自体は素晴らしいのに、インプリメンテーション（実装）がうまくできておらず、従来型の「倒れない

支援」が中心となり、「伸ばす支援」が現場でやりきれていなかったと感じた。しかし、今日本が取り組む

べき中小企業支援は、企業の付加価値を高め、生産性や売上、企業規模などを成長させる「伸ばす支

援」だと考えている。 
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「伸ばす支援」とは、単純に経営効率を上げますとか不良を減らしますとかではなく、「新しい市場を

開く」くらいの意気込みが必要なはずであり、それは、いわゆるハイテクベンチャーのような、ビジネスモ

デルのレベルにまで踏み込んで、新しいチャレンジをしていくのを支援すること。当然リスクもある話な

ので、そのようなリスクも踏まえての支援手法の実装が必要であり、そのような事をずっとやりたい、や

るべきと思っていた。このイノベーション・プロデューサー事業ではそのような支援ができるのではない

かと考え、是非やろうと思った。  

 

② チャレンジングな目標を示すこと 

いわゆるベンチャーキャピタルからの出資を受けるようなベンチャー企業には、急成長型のビジネス

モデルが求められていて、基本的には数年後に上場することで出資者にリターンをもたらすことが求め

られているし、それが可能なビジネスモデルを考えて起業している。しかし、実際にそれだけの急成長

が実現できるケースは極めて稀（いわゆる「千三つ」）なのが現実である。23年前に産総研でベンチャー

開発戦略研究センターを立ち上げたときに上司から言われたのは、「最初からじわじわ低空飛行するよ

うな事業計画が、突然ブレークして大きく成長する、などということはまずあり得ない」という事。志を高く

持ち、急成長型の絵を描いていても、実際に高い成長を実現することはおぼつかない。150％増とか

200％増を目指しても、せいぜい数十％増位にしかならないことがほとんど。 

また、日本の産業の生産性が上がらず、一人当たり GDP が韓国にも抜かれた背景には、今までの

延長、すなわち「今やっていることをミスなく行う」程度のことしか考えてないので、そこから伸びないとい

う事があると考える。よって、まずチャレンジングな成長イメージを持ち、従来のビジネスの延長ではな

い新しいビジネスモデルを作ろうとする取り組みが必要。そもそも今まで世の中に全くないという所まで

は行かなくても、「今までその企業のビジネスにはなかったようなチャレンジ」でもよい。そういった必ずし

も成功するとは限らないという挑戦を企業が行う事が、企業自身がチャレンジマインドを持つ事にもなる

し、それを支援する側がアントレプレナーマインドを持つ事にもつながる。 

 

③ 既存中小企業の第二創業をアントレプレナー的立場で入り込んで促すこと 

23 年前に産総研でベンチャーセンターを作ったときに感じたのは、「会社をゼロから作るのではなく

『第二創業』つまり、既にある会社に新しいビジネスモデルを提供し、新しい事業を始めることが、その

企業の第二の創業になる」というやり方も進めるべきということ。日本の中小企業では経営者の高齢化

が進んでおり、世代交代で経営者が若返るタイミングは第二創業する非常にいい機会にもなると思う。

そういう場面にアントレプレナーマインドを持った人材が一緒になって新しい事業にチャレンジするような

仕組みを作ってはどうか、と以前から考えていた。 

一方で、実際のアントレプレナーと既存の中小企業の経営者をいきなりマッチングさせても、経営者と

しての意識が違いすぎてそりが合わない事が多くあり、必ずしもうまくいかないことも経験した。これは、

アントレプレナー（これから起業する人）は失うものがなく、自分の人生をかけてやるので結構強引に進

めたりするが、既存企業の経営者は既に社員など守るべきものをたくさん持っているので、アントレプレ
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ナーほどチャレンジングにはなりきれないからである。 

これらのことから、必ずしも実際のアントレプレナーが既存の会社に入り込んで新しいことをするので

はなく、支援する立場の人間がアントレプレナーマインドを持って既存企業のチャレンジを促す事の方

が有効と考えている。イノベーション・プロデューサー事業が、そのように機能するようになれば、非常に

良い事であると思う。 
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（４） イノベーション・プロデューサーの担い手拡大に向けた取り組み 

ａ． イノベーション・プロデューサー候補の選定方法と基準 

本事業のイノベーション・プロデューサー候補及び見習い 8 名には、くまもと産業支援財団の中堅職

員を選んだ。具体的には、候補は 15 年程度以上（室長級以上）、見習いは 10 年程度の実務経験を有

することと、企業支援のプロフェッショナルとして高い意欲があることという、2点を基準に選定した。その

結果、イノベーション・プロデューサー候補には、候補ではなくプロデューサーと言っても構わないくらい

の力量の者も複数含まれている。 
 

表 3-  イノベーション・プロデューサー候補者リスト（40代の室長級職員４名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

池室長      宮部室長    河津課長     那須課長 

 

表 3-  イノベーション・プロデューサー見習いリスト（30代の一般職員４名） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

松枝参事     大村参事     本田参事    竹ノ内参事 

 

ｂ． 実施した教育・育成プログラムの内容とその実施意図 

●実施意図 

昨年度、イノベーション・プロデューサー候補にインタビューを行った結果、強化すべきスキルのポイ

ントとして次のような点があげられた。 
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これらのスキルの習得とともに、マインドセットの醸成も含めて、次のような方向で候補と見習いの育

成を行う事とした。 

 

＜イノベーション・プロデューサー候補と育成の方向性＞ 
 

① 支援機関職員への意識付けを行う 

都道府県の支援機関、支援センター等の職員がイノベーション・プロデューサーになり得るかにつ

いては、企業をどのように支援していくかの意識の問題と考える。支援機関では「倒れない支援」を待

ちの姿勢で行いがちだが、これを攻めの意識を持って「伸ばす支援」を行うのが、本イノベーション・プ

ロデューサー事業だと考える。今回の事業を共に行う事によって、そういう意識を醸成できればよいと

考えていた。  

 

② 支援対象企業に応じた戦略的な対応を行えるようにする 

今回の 2 社については、元々持っているシーズや事業があったので、それを全く変えてしまって、

今までにないようなビジネスモデルにチャレンジする、という事はできないが、社内のシーズや事業環

境、これまでの担当者の経験等を踏まえて、ビジネスモデルレベルから一緒に考えて支援していこう

と考えた。 

結果として、2社それぞれの特性・状況に応じた妥当な支援を行うことができたと考える。 

 

③ スキルの共通ベースを作る 

イノベーション・プロデューサー候補および見習いの知識やスキル、得意分野等がそれぞれ異なる

中で、各人のカラーを踏まえながら、共通ベースをいかに作るかがポイントと考え、今年度はビジネス

モデルキャンバスの作成やこれを用いた事業性、課題等の検討、市場調査の基本、ファシリテーショ

ン、カーボンフットプリント算定の研修を行った。その結果、例えばビジネスモデルキャンバスは各人

かなり使えるようになり、今回の支援の中でも積極的に活用するなど成果があった。 

 

●プログラムの内容 

上記の方向性と令和 5 年度作成の「候補者へのスキル伝承手順書」に基づき、（ａ）OJT、（ｂ）座学

の 2つの内容とした。 
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ア．ビジネスモデルキャンバス研修 

○日時：令和 6年 7月 11日（木）、同 22日（月）、8月 6日（火）の 3日間＜各 2時間＞ 

（※欠席者は後日録画を視聴して学習） 

○場所：Pre-UXイノベーションハブ（熊本県上益城郡益城町） 

○講師：宮嵜 智昭氏 

熊本県よろず支援拠点 コーディネーター  

合同会社マーケティングデザイン研究所 代表 

エンパシーライティングⓇ 認定コーチ 

経営寺子屋 熊本支部 主催  ほか 

○目的：企業の新製品やサービスの内容を検討するツールとして重要なビジネスモデルキャン

バスを作り、使いこなせるようになる事で、イノベーション・プロデューサーとして必要な

「ビジネスモデルの構想力」や「新規事業構想検討時の課題発見力」、「ビジネスモデル

の検討に有用な様々なツールの活用力」等を高める。 

○概要： 

【第 1回】 7月 11日（木）13:30～15:30 

・ビジネスモデルキャンバスの概要説明（9つの要素の考え方等） 

・自分が支援に関わってよく知る企業についてビジネスモデルキャンバスのたたき台を作る 

【第 2回】 7月 22日（月）10:00～12:00 

・バリュープロポジションキャンバスを使って顧客セグメント、価値提案を深める 

・寄り添いマップを使って顧客、商品・サービス、ベネフィットを洗い出す 

・以上を参考に各自が第 1回で作成したビジネスモデルキャンバスをアップデートする 

【第 3回】 8月 6日（火）10:00～12:00 

・ChatGPTの活用方法 

・ペアワーク（研修受講者がペアを組み、互いにヒアリングを行いながらビジネスモデルキャ

ンバスを作成する実習） 

・グループ内発表（作成したビジネスモデルキャンバスをプレゼン） 
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イ．市場調査及びニーズ分析研修 

○日時： 令和 7年 1月 20日（月）13:00～15:00 

（※欠席者は後日録画を視聴して学習） 

○場所： くまもと産業支援財団 会議室 

○講師： 杉山 直樹氏 

合同会社シー・アンド・ピー創造研究所 代表社員 

○目的：様々な市場調査及びニーズ分析の手法を知り、使いこなせるようになる事で、イノベー

ション・プロデューサーとして必要な「マーケティング能力」を高める。 

○概要： 

１. 市場調査について・市場調査とは(広義) 

・市場調査とは(狭義) 

・市場調査における調査設計 

・市場調査方法の選定 

・セカンダリー調査(二次調査)方法、プライマリー調査(一次調査)方法 
 

２. 市場調査の実施・(製品開発)マーケティングプロセス 

・市場規模の推定方法 

・トップダウンアプローチ、ボトムアップアプローチ 

・フェルミ推定 

・ケーススタディ (金剛（株）) 

・セグメンテーションの把握 

・競合・ポジショニング把握 

・市場シェアの把握 - クープマンの目標値 
 

３. ニーズ分析・仮説設定方法 

・BtoBマーケットにおけるカスタマーニーズ 

・カスタマーニーズ調査方法 

・アンケート調査 

・デプスインタビュー調査 

・ケーススタディ(（株）KELK) 

 

 

 

 

 

 



19 

 

ウ．ファシリテーション研修 

○日時：令和 7年 1月 10日（金）9:30～10:30 （※欠席者は後日録画を視聴して学習） 

○場所：Pre-UXイノベーションハブ（熊本県上益城郡益城町） 

○講師：株式会社電通総研 高橋 季大氏 

○目的：企業の新製品やサービスの内容をワークショップなどの参加型で検討する際に、それら

を効果的に運営するために必要不可欠なファシリテーション能力を体得・向上する事で、

イノベーション・プロデューサーとして必要な「牽引力」「伝える力」等を高める。 

○概要： 

１ 論理的思考について（ロジックツリー、MECE） 

２ コミュニケーションについて（CCP、視座・視野・視点、質問スキル） 

３ ファシリテーション（会議の準備と実施） 

 

 

 

 

 

 

 

エ．製品カーボンフットプリント算定研修 

○日時： 令和 7年 1月 16日（木）13:00～15:00 （※欠席者は後日録画を視聴して学習） 

○場所： Pre-UXイノベーションハブ（熊本県上益城郡益城町） 

○講師： 株式会社電通総研 江口 正芳氏 

○目的： イノベーション・プロデューサーとして必要な「技術的知見」を高める一環として、製品カ

ーボンフットプリントの考え方や社会動向を理解するとともに、具体的な製品カーボンフ

ットプリントの算定方法を理解し、Scope 1、2、3の CO2排出量算定に取り組めるように

なる。 

○概要： 

１．製品カーボンフットプリント算定・削減の意義と目的 

２．製品カーボンフットプリント算定方法 

３．製品カーボンフットプリント算定の演習 
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ｃ． 育成活動の結果と評価 
 

ｃ-1．育成目標に対して、何が習得されたか、その判断基準 
 

●育成目標 

① 「伸ばす支援」をシステマティックに進める能力を身に着ける 

企業支援を行おうとして陥りがちなのが、企業の話を聞いて、「だったらこうですよね」とアドホックに

（場当たり的に）その場で解決してしまうこと。そうではなく、「伸ばす支援」のゴールの全体像をきちんと

イメージした上で、計画的にスケジュールを立てて支援していく事が重要であり、これが身につく事を目

標にした。 

言い換えると、イノベーション・プロデューサー候補および見習いが日々の支援活動で身に着け、意

識して整理することなく我流かつ暗黙知的に使っていたスキル群を、形式知化し、順序だてて使うことが

できるようになることを目指した。 

中小企業も同様に自らの強み等を形式知化していない場合が多く、このように順序だてて、企業の経

営者や従業員の頭の中身を解きほぐしていくことで、自らの頭の中にある思いやアイデアをすくい取る

ことができるようになると考えられる。 

 

② 共通スキルを身に着ける 

各人が「構想力」、「マーケティング能力」、「技術的知見」、「熱意」、「伝える力」、「牽引力」等イノベー

ターの素養として既に身に付けている能力を伸ばしていくことに加え、令和 5年度に作成した「候補への

スキル伝承手順書」に沿った伝承支援を受けることにより、「イノベーションの基礎知識」、「ビジネスモ

デルキャンバス（BMC）作成・活用能力」、「市場調査」、「ファシリテーション」などの共通基盤的なスキ

ルの向上を目指した。 

 

●何が習得されたか 

① 「伸ばす支援」をシステマティックに進める能力 

今回、電通総研の協力もあり、非常にシステマティックに順序だててワークショップを行うことができ、

ニーズ・シーズの洗い出しなど手順を踏んで進めるやり方を各人が身につけることができた。また、各

WS やビジネスモデル研修での演習、ファシリテーション研修等を通じて、ブレーンストーミング的にアイ

デアを出したり揉んだりするスキルも身につけることができた。これらは、企業による新規事業構想の検

討を効率的に支援するうえで有効なスキルであり、大きな成果と考える。 

 

② 共通スキル 

昨年度に引き続き実施してきた各種研修および実際の企業支援の OJT により、「イノベーションの基

礎知識」、「ビジネスモデルキャンバス（BMC）作成・活用能力」、「市場調査」、「ファシリテーション」など

の共通基盤的なスキルを各人が一定のレベルで身に着けることができた。 
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●判断基準 

① 上記のプロセスを自律的に進められる事。 

② 座学研修を理解し、実践へのイメージを形成できる事。 

 

ｃ-２．習得に至らなかったスキルや知識 

習得に至らなかった事としては、技術的な面が挙げられる。特定の技術分野における専門性の習得

には、どうしても一定以上の時間がかかるので、すぐにはできない。中長期的な習得の方向としては、

まずは、興味のある分野を見つける事。もともと文系のスタッフにはハードルが高くはあるが、例えば知

財や、食品分野など特定の技術分野で興味のあるテーマを見つけて、書籍・雑誌・論文・セミナー、Web

情報（近年では生成 AI も）等を活用して自主的・継続的に勉強し、深堀していく必要がある。自信が持

てる専門分野を一つ持っていれば、それが本人の得意分野となり、また必然的にその周辺分野の情報

を得たり勉強したりすることで、自然と幅広い技術的知見が身についていき、Ｔ型人材やπ型人材に成

長できるのではないかと考えられる。 

 

ｃ-３．引き続き育成が必要な課題や領域 

基本的な素養として、これからはデータサイエンスと AIを使いこなすスキルが必須と考える。 

データサイエンスには、いくつか切り口があるが、一つはデータをどういうふうに処理するのかという

統計処理、あるいは統計処理されたデータをどう読むのかという、基本的なリテラシーが必要。もう一つ

は、そもそもどんなデータがどこにあるか知っている事。それだけでニーズ分析等のクオリティが大きく

変わってくる。RESASや e-Statといった政府統計などの既に公開されている膨大なデータを眠らせず、

使いこなすスキルとしても、是非身に着けていただきたい。 

また、AI を使う上で、AI がどういう仕組みで働いているのかとか、データの信憑性などの、基本的な

バックグラウンドを理解できていないと、AI の答をどこまで信じていいか、使っていいか判断ができない。

これからはAIを使うことが当たり前の世の中になるので、ちょっと使いの場面等では、データソースその

ものは知らなくても、AI がどういうストーリーで動いて結論を出しているのか、だからどういうところに注

意しなければいけないか等は、最低限押さえておく必要がある。ブラックボックス的に使っていては、ハ

ルシネーション等のもたらす弊害に対処できない。 
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【補記】 

＜補記１＞ 地方で支援機関職員と公設試職員が組んで、それぞれイノベーション・プロデューサー

を目指す方向性も考えられる 

くまもと産業支援財団職員の今後の課題としてあげられた技術面の補強として、公設試（熊本県産業

技術センター）職員と組んで対応する方向性も考えられる。 

技術的な支援が必要な場合は特によいと思う。現状では、両支援機関の役割が違うので、なかなか

支援機関同士が担当者レベルで緊密に協力して支援するという話になりにくい。熊本県の場合、両機

関が地理的に離れているのも不利な点。その結果、「自分達にできる事はここまでです」で終わってしま

っている場面もあると思う。そうではなく、「技術の事だったら、産技センターに聞きましょうか」と言って、

繋いで一緒に支援することで、より効果的な支援にできる。来年度以降のイノベーション・プロデューサ

ー候補育成の方向性として検討したい。 

なお、以下は全国の企業支援の仕組みが抱える問題でもあるが、支援の組織がそれぞれ縦割りで

分かれてしまっているという問題がある。本来、企業は一気通貫で支援されることを望んでいるはずな

ので、支援側との期待値のギャップが生じることになる。また、このように組織が分かれてしまっている

と人事交流も難しいし、産業支援財団と産業技術センターでの兼業等もしづらい。そういうところから変

えていかないと効果的な企業支援はなかなかできない。県機関の組織論になるので簡単ではないし、

もっとギリギリまで困った状況にまでならないと必要性が目に見えてこないのかもしれないが、是非解決

していくべき課題と考える。 

 

＜補記２＞ ＴＳＭＣが進出した熊本県における半導体分野でのイノベーション支援についてのア

イデア 

TSMCの工場が熊本にでき、その関連投資による経済波及効果は年間約 1兆円、10年で約 10兆円

とも言われている。しかし、このような大きな経済波及効果を実際に県内の経済発展に結びつけるため

には、地域企業によるサプライチェーンへの参入など、ハードルの高いチャレンジに取り組まなければ

ならない。また、経済波及効果の 3 割は半導体関連以外の分野に及ぶので、地場企業はそこにも目を

向けるべきだと考えている。 

半導体のデバイスそのもののイノベーションを中小企業が実行するのは困難なので、半導体デバイ

スを「使うところ」でのイノベーションを目指し、半導体を使う産業を興すことも重要と考える。そのために、

現在熊本では TSMCの本拠地台湾に倣い「サイエンスパーク」構築を目指しているが、これを「サイエン

スシティ」へと発展させ、そこに住んでいる人たちが半導体を使うことによる新しい価値を享受するような

構想を是非検討するべきと考える（これは、九州経済調査協会の岡野常務理事も提唱している事であ

る）。 
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４．今年度の実施内容と成果（まとめ） 

今年度の本事業では、支援対象企業を 2 社選定し、それぞれイノベーション・プロデューサー候補 2 名

と見習い 2 名からなるチームを組織し、イノベーション・プロデューサーの主導のもと、イノベーション・プロ

デューサー協力者（電通総研）の協力も得ながら、昨年度作成した「支援手順書」に沿って「事業企画書」

を作成するところまでを目標として、支援対象企業のプロダクトイノベーションを目指した支援に取り組ん

だ。その結果、以下のような成果が得られた。 

 

(1) イノベーション・プロデューサー活動の領域拡大 

「『半導体』、『脱炭素』に係る支援対象企業のプロダクトイノベーションの創出」については、もともと地

域の中小企業にはハードルの高い目標であり、必ずしも「半導体そのもの」、「脱炭素そのもの」のプロダ

クトイノベーションが達成できたとは言い難い。しかし、いずれの支援案件も「半導体」および「脱炭素」に

関連する事業であり、一定の成果が得られたと考える。 

また、これらの支援活動を通じた「イノベーション・プロデューサーの持つ支援手法・ノウハウ等の活用

可能性の実証」については、イノベーション・プロデューサー候補/見習いおよび支援対象企業の担当者も

十分な手ごたえを感じており、その有効性は確認できたと考える。今後は、本手法・ノウハウを他の企業

支援案件にも展開活用することで、可能性の確実な実証に繋げたい。 

 

(2) イノベーション・プロデューサー活動の担い手拡大 

本事業のイノベーション・プロデューサー候補および見習いは、既に企業支援に関する実務経験を相当

程度有しているが、多くはそれぞれの知識や経験に基づくアドホックな支援に止まっていた。また、支援企

業を大きく成長させよう（「倒れない支援」ではなく「伸ばす支援」をする）という意識が必ずしも明確であっ

たとは言えない。 

本事業に取り組むことで、イノベーション・プロデューサー候補および見習いは、ファシリテーションやフ

ァイブフォース分析、ビジネスモデルキャンバス作成、カーボンフットプリント算定方法などの新たなスキル

を習得したほか、「伸ばす支援」のゴールの全体像をイメージしたうえで、新規事業の企画構想に向けて

スケジュールを立てて計画的に支援することを、実践的に学ぶことができた。これにより、これまでに培っ

た経験に基づく手堅いスキルに、さらにイノベーション・プロデューサー等が有する先端的・体系的なスキ

ルや思想を上乗せすることで、次代を担うイノベーション・プロデューサーへと大いに近づいたと評価でき

る。 

 

(3) 支援対象企業における成果 

 「支援手順書」に沿って支援するプロセスを企業側から経験することで、企業の担当者らが主体性

をもって新規事業企画を検討するための一定の素地が社内に涵養された。 

 今年度の支援の成果物である「事業企画書」が 2社とも、経営陣が検討継続を承認するレベルのも

のとして受け入れられ、引き続き具体的な事業化に向けて検討が続けられることになった。 
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 これらの活動を通じて、下請け事業に頼らず自社のポテンシャルを活用した新規事業開拓に挑戦

する社内風土を強めることができた。 
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A. 地域起点のイノベーションモデルの実証

2. 市場導入

2025年1月17日 簡易宿所許可取得
民泊サイトに掲載しサービスを開始
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1.1背景と目的
本事業実施の背景と、課題認識は以下の通り

4

事業背景の理解

■ 我が国の中小企業の経済活動を活性化し、日本経済活性
化につなげることは、大企業やスタートアップの支援に
並んで極めて重要。中小企業は日本の企業数では9割以上、
従業者数では7割と大多数を占める一方、付加価値額では
4割程度にとどまる。企業数と人数の多さを鑑みると、中
小企業の付加価値額を如何に向上させるかが、賃上げ原
資の確保や次なる中堅・大企業を生み出していく土壌整
備として、我が国の経済基盤を再び強化するために重要。

■ 支援策としての大規模補助金は多数・多額で打たれてき
ており、経営安定化には寄与するが、ゾンビ企業を生み
出すといった弊害も指摘されている。もの補助やIT補助金、
Go-Tech事業など、より積極的にイノベーションを起こし
ていくための支援策も多数打たれてはいるが、現実とし
て中小企業数は減少の一途を辿り、イノベーションに関
する活動も国際的には活発ではない。

■ 「中小企業のイノベーションの在り方に関する有識者検
討会中間とりまとめ報告書」ではリソース補完型アプロ
ーチが限界を迎えており、イノベーションをプロデュー
スする能力が不足していることを挙げている。そのため
にイノベーション・プロデューサー（以下IP）を発掘・
実証・育成する本事業の意義は、長年中小企業のイノベ
ーションをプロデュースする事業に携わってきた者とし
ても同意するところである。

課題認識
◼ 現場ではすでに多数の産業振興機関が中小企業のイノベーショ
ンをプロデュースしようと日々奮闘しており、リソース補完ア
プローチを越えた支援がすでに全国規模で長年行われている。
商工会議所、商工会、よろず支援拠点、経産局、発明協会、地
域金融機関、大学の地域連携部、自治体の産業振興系部局や下
部団体などには多額の予算が配分され、全国で多数の支援者が
中小企業の経営相談や新製品開発をサポートしている。

◼ 一方で中小企業の数は減り続け、支援策が目覚ましい成果を挙
げているとは言えない。その真因が産業振興機関の現場の支援
者の能力不足であれば、IPを配置する試みは重要であろう。成
功例を示し、IPのノウハウを視覚化・体系化してガイドライン
として普及させることには一定の意義はある。しかし、そうし
たノウハウ整理は過去にも盛んに行われていつつも、積極的に
勉強して自身の支援活動に活かすかどうかは支援員個人のモチ
ベーションによる。その源泉を強化するには、支援員個人・支
援機関のインセンティブ設計が重要。

◼ 多くの支援機関の財源は国や自治体からの予算であり、予算消
化の側面がどうしても発生する。そのために相談件数といった
アウトプットベースのKPIを設定せざるを得ず、支援員の多く
の人事評価も成果を挙げたからといって賞与が増えることもな
い。官公庁事業では①成果を挙げることへのインセンティブ設
計がなされにくく、現場は受け身の支援になりがちである。②
官公庁事業は長くても数年で終了し、設計時の理念が継続しに
くいことも課題。





©
A

ll R
ights R

eserved
, R

evitalize C
o., L

td
.

1.2実施内容
先述の課題解決につなげるため、以下の事業内容で実施した

6

課題①「成果を挙げること自体へのインセンティブ
設計」に関して

解決策A：イノベーション・プロデューサーを投入し、成功
事例を見せて支援者・産業振興機関に手本を示してモチベー
トする

■ 株式会社H、株式会社A、M株式会社、株式会社Kの4社に
対して、新製品開発ブラッシュアップや新事業開発、販
路開拓等の支援を実施した

解決策B：イノベーション・プロデューサーのノウハウを視
覚化・体系化
◼ 一部の秀でた者しか真似できないようなものではなく、
産業振興機関の現場の多くの支援員に参考になるように
かみ砕いたものを示した

解決策C：産業振興機関における既存の支援員個人の人事評
価制度の課題抽出、振興機関の組織KPIの課題抽出
◼ イノベーション・プロデューサーのノウハウを活用する
モチベーションを向上するための策を検討した

課題②「支援自体を官公庁事業ではなく産業化する」取り
組みとして、

解決策D：ビジネスとしての中小企業支援の成立する要件の整理
◼ 中小企業とイノベーション・プロデューサーの間で、官公庁か
らの予算措置がなくとも、ビジネスとしての中小企業支援が成
立する必要があるため、その成立要件を調査分析した

解決策E：中小企業イノベーション支援市場の推計
◼ 一部の秀でたイノベーション・プロデューサーと企業の間だけ
でしか成立しないビジネスモデルではなく、多くのイノベーシ
ョン・プロデューサー候補が参入できる「中小企業イノベーシ
ョン支援市場」が成立した場合の市場を推計した
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解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：増山達也氏、支援先企業１：株式会社A

10

1. 支援先の事業概要

マイナス120℃の超低温冷凍技術を応用して、医療・健康・環境分野で貢献できる製品・サービス開発を行っていく。

②支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要
■ コールドチェーン分野におけるドライアイスの代替品として
の可能性

■ ワクチン等の医薬品開発や再生医療分野の発展に伴う超低温
保存のニーズの増加

■ 産業分野における液体窒素の代替としてのニーズ
■ 脱フロンを達成できる次世代冷凍機のスターリングエンジン
への注目

■ 健康分野における超低温治療の広がり

④支援開始前の企業の状況(準備段階や抱えていた課題、
前提条件・制約など)
■ 超低温冷凍分野における技術・製品開発力は高い一方で、認
知度が低い。

■ 研究・開発段階の依頼が多い一方で、広く普及される製品が
なく、効果的なマネタイズができていない。

■ 医療・健康分野で試験導入はされるものの、効果、人体への
影響などのエビデンスが少なく正式導入に至らないことが多
い。

①支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用され
た具体的なリソース

■ 技術的に難しい-120℃の超低温冷凍分野では先駆け的な事業
者となっており、同業他社に比べて技術・開発力で高い優位
性がある。

■ 大型化が難しいとされるスターリング冷凍技術で、大型製品
の実現化をしている。

■ -120℃の超低温技術が使える分野として医療・研究機関やス
ポーツ関係、物流関係などで共同研究をおこなっている。

③その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリュ
ーション(製品やサービスのアイデア)
■ スターリングエンジン分野における製品開発、実用化
■ 大学駅伝競技、プロバスケットボールチームにおける低温療
法の活用⇒選手の体メンテナンス、疲労回復に使用

■ 建設業等の夏場熱中症対策として冷凍技術を活用
（医療・健康機器としての活用）
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解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：増山達也氏、支援先企業１：株式会社A

11

2. 新事業の事業化までの支援内容

超低温分野において多くの高度な技術をもっており、その技術を活かした新製品・サービス開発のための支援を行っ

た。

②イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支
援活動とその詳細
■ 支援先の担当役員から事業内容・保有技術についてヒアリン
グを実施

■ ヒアリングをもとに、技術を応用できる分野とマッチングし
そうな企業を紹介

■ 協業が可能な企業・団体等について商談を設定。

①支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況
の変化
■ 支援先事業が持つ高度な技術のうち、どの分野でイノベーシ
ョンを進めていけるのか、詳細なヒアリング実施し、現状の
課題共有と方向性を決定した。

■ ヒアリングを行ったなかで、技術を応用できる分野を提案。
それに合わせた協業先・取引先候補を紹介。双方のニーズや
技術ついて議論を行い、進みそうなもの技術的に実現が難し
いものがある。

■ 今後、協業に向けて、より具体的な技術レベルで抗議し、連
携内容を検討していく。

③支援活動の成果と評価
今回の支援活動によって、連携することで新たな製品・サービスの開発につながる連携先を提案し、その中で3つが具体的に進んで

きそうである。
支援先事業者は、マイナス120℃の超低温冷凍技術、ダイヤモンド成膜技術など日本を代表する高度な技術を多数持ち合わせており、

何を重点的に取り組んでいくのかを決めるのが難しかった。マイナス120 ℃の超冷凍技術を始めとする支援事業者の専門分野は、ま
だ広く浸透していない領域であるため、あらゆる活用の可能性について提案していくことが、イノベーションにつながると感じる。
今回、ＩＰからの幅広い技術の活用の提案があり、実現できそうなこと、難しいものもあったが、支援事業者にとっても自社の技術
の可能性について再発見できる機会になったのではと感じる。
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解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：増山達也氏、支援先企業２：株式会社H

12

1. 支援先の事業概要

医療用鋼製器具を医療機関とともに開発してきたが、手術等のロボット化・内視鏡化等による市場の変化により今後

の方向性を模索中である。

②支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要
■ 手術のロボット化、内視鏡化により従来型の手術用器具の市
場は縮小傾向にある。

■ 医療用鋼製器具は、海外製の安価ものを使っている医療機関
が多い。一方で精度を求められる分野では日本製が重宝され
ている。

■ 医療鋼製器具を製造する会社は職人の高齢化により、大幅に
減少している。

④支援開始前の企業の状況(準備段階や抱えていた課題、
前提条件・制約など)
■ 県内の医科大学や総合病院と連携して手術用鉗子の開発・製
造を行ってきたが、営業に力をいれていなく、売上は伸びて
いない。

■ 医療用鋼製器具市場の今後の見通しがわからず、どの分野に
力を入れていくべきなのか定まっていない。

■ 複数分野の領域で鉗子等の開発の照会を受けるが、現状のリ
ソースでは対応できない。

①支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用され
た具体的なリソース
■ 医療鋼製器具分野で活用できる金属加工技術と職人
■ 医療用鉗子製造のノウハウ
■ 複数医大との共同開発を通した信用
■ 医師の細かい要望に対応できる製品開発力、加工技術

③その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリュ
ーション(製品やサービスのアイデア)
■ 岐阜県の内視鏡手術用鉗子を製造している企業と販売・製造
面で協業し、医療機関のニーズに対応できる分野を増やす。
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解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：増山達也氏、支援先企業２：株式会社H

13

2. 新事業の事業化までの支援内容

支援事業者が積極的に市場開拓を行っていく意思があまりなく、市場調査や協業の可能性先を紹介するにとどまった。

②イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支
援活動とその詳細

支援先の医療鋼製器具事業の課題についてヒアリングを行い支
援内容を提案した。医療関係者からのインタビューを含む医療鋼
製器具の市場調査を行い、支援事業者に説明を行った。製品の販
売ルート開拓の提案し、具体的な連携先・取引先の候補を紹介し
た。

①支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況
の変化

支援者側に医療鋼製器具事業を伸ばしていこうという意欲がま
り感じられず、市場調査・分析のみのサポートで終わるところで
あった。
医療鋼製器具の市場調査の第３弾で説明した際に、専門領域が
異なる同業者を紹介したところ、その会社と協業して医療機関の
幅広いニーズに応えられるようにしたいとの希望をいただいたた
め、今後は協業に向けた支援を行っていく。

③支援活動の成果と評価
今回のご支援をすすめるなかで、支援事業者の意向もあり、イノベーションを推進するというところにまでは至らなかった。
医療用鋼製器具事業に進出して10年近くたっているが、まだ、手探りの状況が続いており、大きく一歩を踏み出すという経営判断

に至っていないというのが現状である。
主な原因として医療用鋼製器具の市場の現状と見通しがはっきりしていなかったことにあるかと思われる。今回の支援の中で医療

の手術などが今後どのように進歩し、その中で医療用鋼製器具がどのようになっていくのかを市場分析を通して示すことで今後の方
向性が少し見えてきたのではと感じる。その一つの成果として、同業者で他分野の医療鋼製器具を製造しているメーカーと連携をし
たいという意向をいただき、今後、事業者の新たなビジネス展開につながっていくと感じている。
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解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：黒田氏、支援先企業３：M株式会社

14

1. 支援先の事業概要

生成AIの活用で非クリエイティブ業務の効率化を進め、支援先の強みである動画品質の向上を図る

②支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要
■ 動画撮影前の取材や、動画撮影後の編集作業など、細かい繰
り返し作業に工数が多く掛かっており、動画の質を上げるな
どの本来の工程に工数が多く掛けられない現状を変え、他社
と差別化を図りたい

■ テレビ局や番組によって、必要とされる取材や必要とや編集
ルールが異なり、個別対応で工数が掛かる上に、画一的な学
習・経験にならないため、人によって時間や品質が異なって
いる現状を解消したい

④支援開始前の企業の状況(準備段階や抱えていた課題、
前提条件・制約など)
■ テレビ局キー局から番組制作の受注はあるが、労働集約型の
働き方に頼るところが大きく、動画の品質向上に多くの時間
を費やすことができていない

■ 経験に頼るところが大きく、人によって作業時間や品質に差
があり、情報やノウハウの共有があまりできていない

■ ビジョンなどの社内共有がされておらず、会社として目指す
方向性が統一されていない

①支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用され
た具体的なリソース
■ 強み

品質の高い動画制作技術
大手テレビ局からの受注実績

■ 活用されたリソース
今までの受注実績におけるノウハウや資料
得意な専門領域と実績を持つ部長職メンバー

③その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリュ
ーション(製品やサービスのアイデア)
■ 取材時間や動画編集時間を短縮するなど業務効率化のための
生成AIの開発、サポート、または活用できる人材の育成

■ 前提として、USPや強みの言語化、社内外への浸透促進
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2. 新事業の事業化までの支援内容

USPを設定し、会社として目指すべき方向を定めた。その上で開発の優先順位を決定。IPがパートナーを紹介し、生

成AIを活用した番組企画の事前リサーチやテロップ原稿の作成サポートによる業務効率化のデモ版を作成した

②イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支
援活動とその詳細
■ プロデューサー、ディレクターからヒアリングし、ニーズや
課題を把握、全体像を描き、その中から、効果、時期、コス
トなどを勘案して優先順位を明確にし、改善策を提案

■ 全社員からUSP案を募集、課題の明確化と共有を実施。社内
外への浸透方法についても指示し、社内についてはディレク
ターより説明実施済。今後の社外向けアナウンスについても
具体的な時期を決めて行うよう助言

■ 開発に適したパートナーをIPの人脈から紹介、開発打ち合わ
せにも入り、開発の優先順位を決定

①支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況
の変化
■ 動画編集時間の生成AI活用に向けて、プロデューサー、ディ
レクターからヒアリング実施し、課題共有と方向性を決定

■ 動画品質向上に向け、全社員からUSP案を募集、プロデュー
サー陣との打ち合わせを通じてUSPを決定、会社全体で目指
すべき方向性を決定

■ 開発に適したパートナーをIPの人脈から紹介し、打ち合わせ
を複数回実施。開発の方向性と優先順位を決定

③支援活動の成果と評価
■ 支援開始当初は生成AI活用による業務効率化、取引拡大がメインであったが、社員ヒアリングを通じて、USPの設定が必要である
と判断、全社員に現状の課題の共有とUSP案収集、役職者と打ち合わせを重ね、USPを決定した。USPの浸透については、社内
外での浸透が必要であり、全社員への周知と人事評価への組み込み、役職者の率先した行動など、見える化の重要性を指導。社外
周知についても、顧客アンケートの実施やWebサイト改修などを助言。現在、支援先繁忙期につき全社員への周知のみに留まって
いるものの、支援先より継続したサポートを求められている。

■ 生成AI活用による業務効率化については、担当者からヒアリングを実施し、ボトルネックを選定。その中から時間、コストなどを
勘案し、優先順位を設定。開発に適したパートナーをIPの人脈の中から紹介。開発打ち合わせにも参加し、デモ版を作成。デモ版
の利用を通じたブラッシュアップを早急に図るために、支援先とパートナーとの契約締結に向けて現在進行中。

解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：黒田氏、支援先企業３：M株式会社
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1. 支援先の事業概要

超高精度金属加工技術を活かした、磁界式センサーとAIを組み合わせた新しい短時間判定技術について、開発の目処

とテストマーケティングによる販売可能性を特定すべく、訴求ポイントの特定を図る

②支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要
■ 超高精度金属加工技術を生かした事業から生まれてきた新た
なイノベーション、磁界式センサーとAIを組み合わせた新技
術開発について事業化の目途をつけたい。金属加工分野だけ
でなく、農業における土壌の無機物成分分析への活用も図り
たい。

④支援開始前の企業の状況(準備段階や抱えていた課題、
前提条件・制約など)
■ 販路開拓ができていない、テストマーケティング先が少ない
■ 短時間判定技術の有用性を確認する必要がある
■ 顧客開拓において人員不足で、営業体制の強化が必要である

①支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用され
た具体的なリソース
■ 強み
磁界式センサーの高度な技術とノウハウ、高い世界シェア
超高精度金属加工技術を活かした多業種展開

■ リソース
今までに培ってきた金属加工開発力と信頼力
多業種への製品提供によって構築されたネットワーク

③その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリュ
ーション(製品やサービスのアイデア)
■ IP人脈の紹介も含めた想定顧客のリストアップと、契約締結
に向けた支援を実施。モニタリング先を紹介し、新技術によ
る分析を実施。フィードバックによるブラッシュアップを図
っている。また、大手企業との協議にも参加し、要件の調整
なども図っている。

解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：黒田氏、支援先企業４：株式会社K/HM
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2. 新事業の事業化までの支援内容

開発力を活かした新技術の事業化目処を立てるべく、販路開拓を実施。IPの人脈を紹介するなど、契約に向けた活動

を複数社にて展開。モニタリングを実施し、有用性の確認や、新技術のブラッシュアップを進めている

②イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支
援活動とその詳細
■ モニタリング先を既存の人脈から紹介、または開拓をし、連
携先、協力先を増やした

■ 協業先による土壌分析を実施した
■ 複数の大手企業との協議に向けた面談を実施し、協業に向け
て要件の調整や連携を図っている

■ 販路開拓に向けた組織体制の構築について助言した

①支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況
の変化
■ 短期的実施事項と中長期的実施事項とに分けて、短期的実施
事項として土壌分分析、金属加工サービスにおける有償・無
償での実証を打診する先・業界、方向性を決定、大企業との
協議を調整。モニタリング先を既存の人脈より紹介、または
開拓。引き続き、連携に向けての協議を行っている。

③支援活動の成果と評価
■ 提携先、モニタリング先などの紹介、および開拓を複数実施することで、新技術の有用性を確認する分析の開始ができた
■ 大手企業との協議も複数継続しており、今後も要件を詰めていく方針である
■ 販路開拓に向けて、営業専任者の採用をするなどの組織体制づくりについて助言をし、方針を決定した

解決策A IP投入による成功事例づくり
IP：黒田氏、支援先企業４：株式会社K/HM
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解決策B ノウハウを視覚化・体系化したガイドラインの普及啓発
IPのノウハウを視覚化体系化すべくIPにインタビューを実施

18

3. IP増山氏のマインドセットと価値観

IPの専門家ネットワークを活用することで、深く幅広い提案を行うことができ、企業の考え方が変わってきている。

②イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支
援活動とその詳細
■ IPのネットワークを活用して、技術、業界の最適な専門家と
ともにヒアリング、提案を実施

■ 支援先企業の技術活用について、今までと全く違った視点か
ら連携の可能性がある企業を紹介

①支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況
の変化
■ 支援先の課題やニーズを確認するために、時間をかけてヒア
リングを行い、支援先の意向にそった形で支援内容を決定。

■ あらゆる可能性を活かせるように様々な分野の専門家と連携
し、より技術面で詳しい内容を引き出すとともに、事業化を
促進できるよう多面的な提案を行った

③支援活動の成果と評価

本支援事業では、当初考えていたようなイノベーションの方向に進まなかった企業、新たな製品・サービス開発、顧客開拓に向け
て動きだした企業とあったが、どちらの支援企業ともミーティングでの対話を通して、企業が積極的に動くきっかけになったと感じ
る。
支援企業が自社の技術や製品の活用について、新たな業界や用途などをIPから提案したことで、今まで考えなかった分野での連携

も図っていくことにつながった。
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3. IP黒田氏のマインドセットと価値観

支援先の課題解決に向けて、支援先社員の自主性・自発性を促しながら、IPの保有する経験やノウハウ、人脈などを

最大限活用し、広い視野で適切な解決策を提案しすることで、支援先の自走化に向けてサポートしている

②イノベーションプロデューサーが具体的に実施した支
援活動とその詳細
■ IPが保有する人脈の紹介により、効果的な提案を実施
■ 支援先と共に営業先との協議に参加し、契約に向けて交渉を
実施

■ 社長のトップダウンだけに頼ることなく、マネージャー陣や
全社員へ働きかけるなど、より効果的な支援を実施

■ 短期施策と中長期施策の両方を立てて実施

①支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況
の変化
■ 支援先の課題やニーズを特定すべく、ヒアリングを実施。解
決に向けたロードマップを支援先の自主性を重んじたうえで
決定した。

■ 打ち合わせの都度、次回までのタスクを明確化（誰が、何を、
いつまでに）し、事業化を促進した。

■ 押し付けることなく、支援先の課題を都度拾い上げ、解決へ
の道筋を示した。

③支援活動の成果と評価
■ 支援先の明確なニーズと、IPの持つ知識やノウハウ、人脈を活かした、より効果的な支援を実施した
■ 効率化など目先のニーズ支援だけでなく、効率化した上で何をしたいか、どんな会社にしたいかなど中長期的な目線を投げかける
ことで、より効果的な施策へと結びつけた

■ IPが押し付けることなく、その都度、誰を巻き込むか、どの企業と話を進めるかなど、支援先の社長、社員の自発的な行動、思考
を引き出すとともに、協議にも参加し、支援を促進した

解決策B ノウハウを視覚化・体系化したガイドラインの普及啓発
IPのノウハウを視覚化体系化すべくIPにインタビューを実施
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解決策C ガイドラインを取り入れたくなるようなインセンティブ設計
ガイドラインを参考にするかは職員次第という現状をどう打破するか？

職員個人のモチベーションを高める方法について 組織としてのモチベーションを高める方法について

現状の課題認識
■ そもそも組織として「相談件数」「補助金申請件数」な
どのアウトプット指標がKPIとなっているが、本来は「中
小企業の売上が上がったのか」といったアウトカム指標
をKPIとすべき

■ トップの任期も3年程度であり、中長期的な取り組みが難
しいという課題もある

解決策の案
■ 「その施策で中小企業の売上が上がったのか」「地域経
済活性化につながったのか」を定量的に評価する第三者
機関を設置し、各種産業振興機関を横並びで定量的に評
価してはどうか

■ トップの任期を延ばし、やはり「地域経済活性化に貢献
したのか」の観点でトップの成績を定量的に評価しては
どうか

課題認識

産業振興機関職員向けのガイドラインはこれまでも多くの事業で作成されてきているが、それらを参考にして自身の

活動に活かすかどうかはその職員個人個人のモチベーション次第という現状があると認識している。この背景にある

課題を深掘りするため、本事業に協力いただいた産業振興機関職員にもインタビューを行い、解決策を探った

現状の課題認識
■ 多くの産業振興機関は公的機関であり、働く職員の意識
は公務員である。成果を挙げても賞与や表彰などで評価
されることはなく、モチベーションは個人次第

■ 外部委託の産業振興コーディネーターも1年更新の嘱託契
約であり、同じく成果を挙げても成果を挙げても賞与や
表彰などで評価されることはなく、モチベーションは個
人次第

解決策の案
1. 金銭で報いる方法：公務員であるため「業績連動賞与」
といった仕組みの導入は馴染まないため、第三者機関が
成果を測定し報奨金をプールして配分する方法はあるの
ではないか？

2. 表彰や処遇で報いる方法：多くの機関は50人前後の小所
帯であり、人事評価制度がない。小規模な公的組織向け
の人事評価制度の導入は効果があるのではないか
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解決策D IPと個社の間でビジネスとして成立させるビジネス条件
中小企業支援自体を官公庁事業ではなく産業化するために
課題認識

中小企業支援は多くの中小企業診断士はじめとした支援者からすると大きくは儲からない仕事であり、それゆえに活動予算の

多くが官公庁予算で賄われている。成果を挙げないと生き残れないという必死さで行われる民間企業同士のビジネスの本気度

とは遠く、極端に言えば成果を挙げなくても次の予算が来るがために成果が挙がりにくい現状がある。

一方で官公庁予算に頼らずに企業からの顧問料やコンサル料だけで生計を立てている「猛者」的な支援者もおり（弊社からは

今回そのようなIPをアサインした）、そうした支援者にどの程度の契約条件と本数で個社との契約を成立させているのか、イ

ンタビューを行い、IPと個社の間でビジネスとして支援を成立させるビジネス条件を整理した。

インタビュー結果

5人の支援者にインタビューを行った結果、平均契約件数は7件、平均月額報酬は26万円であった。この程度の件数と単価を獲

得できれば、官公庁予算に頼らずとも生計を立てられるというラインの1つとして参考になる結果であった。

インタビュー先 顧問契約件数 月額報酬レンジ クライアント

元上場企業社長
現ビジネスプロデュース会社社長

5件 30万円 中堅企業、中小企業など

元大手外資系投資銀行ファンドマネージャー
現ビジネスプロデュース会社社長

7件 25万円 中堅企業、アトツギ企業特化

元大手国内会計ファームシニアマネージャー
現個人会計事務所所長、公認会計士

13件 27.5万円 農業、メーカー、Sierなどの中企業

元大手国内会計ファームシニアマネージャー
現ブティック系コンサルファーム社長、公認会計士

5件 18万円 大企業、中小企業、行政、学校など

元大手国内コンサルティングファームシニアマネージャー
現ブティック系コンサルファーム代表、中小企業診断士

6件 30万円 製造業系の大企業、中小企業など

平均値 約7件 約26万円
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解決策E 「中小企業イノベーション支援市場」の形成
IPとなる候補者は日本にどれくらいいるのか？

課題認識

中小企業支援自体の産業化に向け、そもそもIP候補者はどれくらい日本に存在するのかを推計する必要がある。これまでの弊

社の中小企業支援の経験から、IP候補者に必要な素質を挙げ、その素質を有する人の割合を各種統計数値から引用し、IP候補

者数の推計を行った。

推計結果

「35歳以上の現役ビジネスパーソン・イノベーション関連業務についており・役員クラスの実力を有する」人物をIPと定義し

た場合、2.6万人程度ではないかとの推計結果に至った。

推計

日本全体の就業者数
6,756万人

35～64歳の人数
4,154万人

イノベーション活動実行
企業の従業員割合
48.7%
イノベーション関連業務
従事割合
13%

役員クラスの割合
1%

イノベーション・プロデ
ューサーの人数

考え方

推計の出発点、2023年度平均

ある程度の社会人経験が必要、かつ
体力も必要なので高齢すぎないこと

なんらかのイノベーション活動を実
行している企業の割合を従業員ベー
スで示した

企業内でイノベーション関連業務に
従事している人数の割合（自社、オ
ープンイノベーション担当者の合
計）

ビジネスパーソンとして役員クラス
の実力は必須（約3万社の従業員人数
に対する取締役人数割合）

1. 35歳以上の現役ビジネスパーソン
2. イノベーション関連業務についている
3. 役員クラスの実力

数値根拠

総務省「労働力調査」
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200531&tstat=000000110001&cycle=8&year=20231&month
=0&tclass1=000001040276&tclass2=000001040277&result_back=1&tclass3val=0

総務省「労働力調査」
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/pdf/index1.pdf

2023年中小企業白書「第1節 中小企業におけるイノベーシ
ョンの実態」
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2023/shokibo/b1_4_1.html

パーソル総合研究所「企業の新規事業開発における組織・人
材要因に関する調査」
https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/assets/New-Business-Development.pdf

経済産業省企業活動基本調査
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550100&kikan=00550&tstat=000001010832&cycle=7&tclass1=000001023579&tcla
ss2=000001218360&tclass3val=0

6,756万人

4,154万人

2,023万人

263万人

2.6万人

2.6万人
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解決策E 「中小企業イノベーション支援市場」の形成
「中小企業イノベーション支援市場」の市場規模の推計

課題認識

「中小企業イノベーション支援市場」の規模感を提示することで、産業化に向けた議論がしやすくなることを期待し、前項ま

でのビジネス条件、IP候補者数の推計結果を用いて、その市場規模を推計した。

推計結果

およそ5兆8千億円程度の「中小企業イノベーション支援市場」を創出できるのではないかと考えられる。この規模感は訪日外

国人消費市場や国内飲料市場、国内コンテンツ海外市場、国内建設市場と同程度の規模感であり、新たな産業創出ターゲット

の1つとして有望ではないかと考えられる。

推計 考え方 数値根拠

1件当たり月額顧問契約料平
均
26万円

年間
12か月

月額顧問料ヒアリングの結果、
平均値であった26万円を採用

1年分に換算

ヒアリングから推計

パラメータから算出

26万円/人件月

312万円/人件年

イノベーション・プロデュー
サー1人当たり件数平均
7件

1人のプロデューサーが年間で何
件顧問契約を獲得しているか

ヒアリングから推計2,184万円/人年

イノベーション・プロデュー
サー人数
2.6万人

前項で推計した人数を掛け算 パラメータから算出5兆7,840億円/年
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解決策E 「中小企業イノベーション支援市場」の形成
担い手の拡大に向けた補論

25

課題認識

IP候補者の有力な母集団の1つとして中小企業診断士が考えられる。社会人経験を積んだ受験者が多く、一定程度以上のビジネス知見が

担保されているため、将来の布石として本事業では2名の中小企業診断士に「IP補佐」としてOJTで加わっていただいた。以下、その2

名から、担い手拡大に向けて思うところをインタビューした結果を掲載した。

インタビュー結果

両名共通して、企業面談における幅の広さと対応力・信頼感の獲得スキルの違いを学び、これを体得するための経験値の増強が必要で

あるとの結論に至っている。人間の成長の7割はOJTでしか得られないと言われることもあり、IP候補者を増やしていくためには前項ま

でのガイドライン作成による知識の普及やモチベーションを上げる報償以外にも、トレーニー制度などの導入も有効であろう。

インタビュー先 インタビュー項目 インタビュー内容

中小企業診断士
勝又氏

IPから学んだこと

支援企業のヒアリングを通じ、支援企業の製品や技術の展開可能性を瞬時に考え、連携先企業を提
案するコンサルティング対応力を学んだ。この対応力が企業との信頼関係構築につながっていると思
った。

自分のスキルギャップ

との埋め合わせ

様々な業界に関する幅広い知識を瞬時に引き出すスキルが違った。特に私が全く関係性を持ってい
ない大企業関連の知識は埋めがたい。一方でローカルの中小企業関係、地元行政関係や医療・介護
の特定の分野に関しては、OJTを続ければIPを補佐できるレベルに達することができると思った。

中小企業診断士
今村氏

IPから学んだこと

支援先の社長だけでなく社員も巻き込み真のボトルネックを特定する取り組み方、論理的思考と的確
な提案だけでなく、わかりやすい説明をすることで支援先の納得感を引き出す力。短期と中長期目標
を設定し、課題解決に向けた提案や人脈の紹介で、支援先から信頼を得る姿を学んだ。

自分のスキルギャップ

との埋め合わせ

論理的思考力とその場での思考の速さと深さ、状況に応じた説明力やファシリテーションスキルなどを
身につけるために、幅広い業界、多くの企業のコンサルティング経験を積む必要があると感じた。より
効果的にギャップを埋めるためには、受け身ではなく、自身の専門性を特化すべく、積極的に経験と
人脈を築いていく必要があると感じた。
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まとめ
IPを増やし、中小企業のイノベーションを活性化するために
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課題認識

「イノベーションプロデューサーをいかに増やすか？」を中心テーマとして、本事業を通じて検証を行ってきた結果として、下記の解

決策を順次打っていくことが有効と思われる。

今後に向けて

一方で本事業による仮説検証に用いたサンプル数は4社、IP2名、中小企業診断士2名など大変少ない実験的な規模である。今後はこの

サンプル数を増やし、解決策の確度や優先順位、粒度を上げていくことが重要であろう。

課題 解決策分類 解決策

①「成果を挙げ
るインセンティ
ブ設計」

A：イノベーション・プロデューサーの投入によ

る成功事例づくり
◼ 引き続き件数と規模を拡大し、普及啓発する必要がある

B：ノウハウを視覚化・体系化したガイドライン

の普及啓発
◼ ブラッシュアップを続け、普及啓発を拡大する必要がある

C：ガイドラインを取り入れたくなるようなインセ

ンティブ設計

◼ 個人のモチベーションを引き出すための報酬制度や人事評価制度の導
入の検討

◼ 組織のモチベーションを引きだすための客観的かつ定量的な組織評価
制度の導入の検討

②「支援自体を
産業化」する

D：イノベーション・プロデューサーと個社の間

でビジネスとして成立させる

◼ 取引条件の継続的改善と件数の増加
◼ 官公庁予算に頼らずとも生計を立てられる支援者の増加

E：「中小企業イノベーション支援市場」の形成

◼ 市場創出を推進する取り組み（政府による宣言、IP個人のスキルアップ、
成功事例の例示、市場予測の発表など）

◼ IP母集団の1つとして期待される中小企業診断士のスキルアップ





１．支援先
の事業概要

• 4社の支援対象企業と当初想定していたソリューション

目次

２．支援内容

３．マインド
セットと価値観

• 磯部イノベーション・プロデューサーの下で展開された「組織戦」での活動
• 「安全保障ビジネス」という特殊な分野に求められるマインドセットと価値観

４．担い手
の拡大

• 「組織戦」での強みを活かした、アジャイルな担い手拡大に向けた取り組み
• 支援スキームの組織化に向けた動き

• 支援をつうじてどう成果に結びついたのか、また結びつかなかったのか
• 活動を展開していく中で、さらに複数の企業への支援も拡大



１．支援先の事業概要

当初想定していた支援対象企業の業種

A社 精密加工 B社 電磁波吸収フィルム

C社 小型人工衛星 D社 無人航空機



航空機やロケットなどの精密部品の加工
メーカーとして高い技術力を有しており、
ここ5～6年で防衛関連での受注も急激に増
加しているが、従来の製造方法では対応で
きず、現状プロセスの効率化・高度化に苦
慮している。

のケース：支援開始前の状況A社 精密加工

また、サイバーセキュリティ対策や、まし
てやイノベーション創出というプラスアル
ファのフェーズにはなかなか到達できずに
いる。







コーティング技術を開発する中で、高周波
の電磁波を吸収するEMC対応フィルムが誕
生した

のケース：支援開始前の状況B社 電磁波吸収フィルム

ステルス技術として安全保障分野への展開
も考えられるが、その具体的な用途を見い
だせていない







• 海外とのネットワークを構築したいが、思うように進んでいない

• 申請段階では、上記の状況に鑑み、海外とのネットワーキングをメインに支援を模索し
ていたが、同社についてはその後、2024年5月に防衛省から大型受注を獲得した中で、
安全保障ビジネスへの参入を名実ともに成功させたということもあり、今年度は具体的
な支援は行わなかった

のケース：支援開始前の状況C社 小型人工衛星



大学発のベンチャーであり、大型ドローン
を活用した災害情報収集・解析などを手が
け、長距離無人航空機などに強みをもって
おり、経済産業・防衛両省によるスタート
アップとの意見交換会にも参加している

のケース：支援開始前の状況D社 無人航空機

しかし、実際に安全保障ビジネスへの参入
に際しては、実装化にあたって必要となる
実際のオペレーション（運用）を想定して
までの情報統合（インテグレーション）に
まで至っていない







２．支援内容

今年度支援を展開できた支援対象企業

活動を展開していく中で拡大した支援対象企業

【１】A社 精密加工

【２】D社 無人機

今年度支援を展開できなかった企業

【３】B社 電磁波吸収フィルム

【４】E社 紙加工製品

【５】F社 光触媒技術

【６】G社 部品加工



【１】A社 精密加工

実施フロー

• 当初はスマートファクトリー化による課題解決や、ロストテクノロジーの再現といった強みを強調した支援を想定して
いたが、やはり現状プロセスの改善という点でこうした＋アルファの試みもなかなか進まない状態にあった

• また同社が非常に多忙を極めているということもあり、定期的に往訪をすることは難しかったが、そうした中でも継続
して連絡はとりつつ、10月には実際にイノベーションプロデューサーも同社を往訪して、直接ヒアリングをすることが
できた

具体的な
支援活動

【2024.7.12】A社の社長他1名がオフィスに来訪し、関連企業、さらに同社と協業関係にあるドローンメーカーを紹介い
ただき、懇談、ヒアリングを行う

【2024.10.04】磯部イノベーションプロデューサー、時藤ストラテジスト、

川波ストラテジスト他数名で同社を往訪し、工場見学をした他、意見交換を行ったところ、「プライム企業をつうじて防

衛省関連の仕事をしてるが工場が手狭で、また機械が古くなっており、更新をどうするか悩んでいるとのこと



【１】A社 精密加工

具体的な
支援活動

• プロパンガスを用いた非常用発電機を開発中である。通常の発電機はエンジンと燃料が別々であるが、それをワンパッ
ケージにできるという強みがある。またエンジンで発電した電気は質が悪く、PCやLEDには使えず、インバーターを介
して使わないといけないが、この発電機はひずみ率が少なく、ダイレクトに使える・ジェネレーターとインバーターは
日本国内での調達がほぼ不可能・使用用途として、JR（線路脇の信号を動かす非常用電力）、国交省（ダムの非常灯）
などがあるが、72時間耐久できるかが重要とのこと

• 陸上自衛隊が三田で行った研究開発・改善推進協議会（GTA協議会）企業説明会にも参加したが、どの分野での参入が
適当なのかがよくとわからなかった

➢ 磯部イノベーションプロデューサーより「戦力維持」のための電源（指揮中枢でPC、無線機、センサーを使っ
て指揮活動をするための電源）としての活用可能性をアドバイス

• 同席した埼玉県の産業振興公社の関係者にも埼玉県内での航空宇宙産業についてもヒアリングしたところ、「公社には
60社ほどの企業が参画している」「儲かっているが忙しい」「埼玉県は他県に比べると動きが遅れているが、関西地方
はチームを組んで取り組んでいる」との由であり、また中小企業同士でのクラスター形成となると、どこがカネをだす
のか、という問題が出てくるので、結局クラスター内で完成品までもっていくのは難しいとのことであった

• また同社よりは上記発電機の他、（他社製品ではあるが）「5年保存可能な備蓄おにぎり」についても紹介をいただき、
同製品についても安全保障ビジネスとしての展開を模索しているとのことであった

• 後日、磯部イノベーションプロデューサーにより陸上自衛隊GTA協議会担当者にファーストコンタクトを入れ、その
後、弊社事務局よりフォローをしつつ、同社とGTA協議会を結びつける



【１】A社 精密加工

状況の変化

• 当初は同社の課題（従来の製造方法では昨今の受注増に対応できず、現状プロセスの効率化・高度化に苦慮していると
いう点）を真正面から解決するべく、たとえば、仏「ユーロサトリ」出張にて往訪したフランスの先進的な中小企業
（Elynxo社）の取り組みなどを参考にしつつ、スマートファクトリー化などの提案も想定していたが、そうした多大な
コストがかかる支援策の提示は非現実的であることが見えてきた

• 他方で、中小企業の時間軸は経営者そのものの時間軸であるとも言え、大企業のそれと比較しても非常に短く、日々課
題やあるいは成果が創出されており、そうした中小企業の早い時間軸に対して画一的ではない適宜適切な支援を迅速
（アジャイル）におこなうことの重要性が浮き彫りとなってきた

成果と評価

• そうした中で、弊社より陸上自衛隊が「運用ニーズと技術シーズのさらなる融合を図る」ために立ち上げたGTA協議会
の企業説明会に関する情報を関係企業に発信した中で、同社も同説明会に参加し、技術の提案を模索しているとのこと
であったが、具体的にどういったセクションにどのように提案すべきかをイノベーションプロデューサーより直接アド
バイスすることができた

• また同社よりは安全保障ビジネスに興味をいだいているという新たな企業も2社紹介をいただいた中で、同社は安全保障
ビジネス・コミュニティにおけるネットワーク拡大のコアとしての存在へとなりつつあり、ここに一方的に支援を与え
るという「水平的アプローチ」ではなく、企業側より知見やネットワークを紹介いただき、ともにニーズとシーズを探
索し続けるという「水平的アプローチ」が重要であること判明した

期待通りの
成果が出な
かった部分
とその原因

• しかし一方で、「発電機」「5年備蓄おにぎり」以外に、直接的に「プロダクト・イノベーション」につながる支援を行
うことはできなかった

• 同社の技術力をもってすれば、たとえばナイトビジョン（暗視眼鏡）のパーツであるチューブ（増幅管）を製作するこ
とも可能であり、そうした提案も検討し、実際にチューブのサンプルの輸入も試みたが、ウクライナ戦争の影響で納期
が遅れ、実際に提案するまでには至らなかった





【２】D社 無人機

実施フロー

• 当初は自衛隊、それも陸上自衛隊水陸機動団などの現場レベルとの合同模擬訓練（デモンストレーション）などをアレ
ンジすることで、実際にエンドユーザーにとってどのように使用されるのかということを実証し、実装化、事業化に向
けたプロセスを加速させることを想定

• 大阪（7月）、東京（7月）、福岡（11月）にて開催したフォーラムおよび11月に九州にて開催した「INNOVATIVE 
TOUR」と、本イノベーション・プロデューサー事業の一環で開催したイベントに複数回参加いただき、適宜意見交換
をおこなった他、11月に実施した「タイ視察ツアー」にも参加いただく中で、同社の要望を適宜共有いただく

具体的な
支援活動

【2024年11月25日～28日】D社の事業企画部部長に「タイ出張」に同行いただき、ネットワーキングを実現する（詳細

は別紙参照）。なお同出張には、昨年度のイノベーション・プロデューサー事業の一環で開催した「名古屋フォーラム」

の参加企業一社も同行いただいた：

• タイ王国においては国軍の地位が王室に次いで高いという中で、イノベーション・プロデューサーが自衛隊元陸将とい

う立場を活かして、タイの関係機関であるDTIの要人との面談を実現。あわせて、タイ国軍関連企業ATILやエネルギー

の最大公社PTTのドローン飛行実験施設の視察も実現

• 参加された中小企業の関係者が普段会えない関係者から直接聞き取りをして情報を収集し、ネットワーク構築が可能と

なった

• また日本の中小企業を自衛隊のみならず、国外の軍や企業とも結びつけることができた

• とりわけ主なネットワーキングは次のとおり：





















【４】E社 紙加工製品

支援に至った
背景

• これまでは数十分から1時間ほどかけてベニヤ板を運び、射撃訓練用の標的を組み立てていたが、時間的にも体力
的にもロスが発生し、現場ニーズとしてその改善を望む声があった

具体的な支援
活動と成果

• 大阪フォーラム（2024年7月5日）に同社関係者が来訪した中で、その後、同社と自衛隊の現場とをイノベーショ
ン・プロデューサーの次なる担い手（辻アナリスト）が橋渡しをし、技術的な観点からアドバイスを行い、ダン
ボールで標的を作成するという「ダンボール標的」が完成。これにより標的の設置時間は数分にまで短縮された

• 実際に辻アナリストが「ダンボール標的」にて射撃を行うことでその強度や性能を試し、改良を重ね、実際に自衛
隊の現場での採用に向けて現在受注フェーズにある

• 磯部イノベーション・プロデューサーも同成果をイノベーション・プロデューサー活動による「現場と現場をつな
いだ好例」として自衛隊の各現場に紹介することで、採用先の拡大、さらなる発展に向けて取り組んでいる

活動目標に照ら
した達成度

【活動目標】

当初は支援を想定していなかった

【達成度】100％

自衛隊の現場ニーズと企業の技術シーズが組み合わさった
ことにより、「ダンボール標的」というこれまでになかっ
た新たな製品が誕生したプロダクト・イノベーションとい
えるため





【５】F社 光触媒技術

支援に至った
背景

• 弊社が2024年7月25日に開催した「第3回安全保障ビジネス参入フォーラム in 東京」（東京フォーラム）に光触
媒技術による除菌・脱臭機を扱うE社の関係者が来訪し、その際、磯部イノベーションプロデューサーがお声がけ
し来場していた東部方面総監装備部長とを引き合わせたところ、興味を示され、東部方面衛生隊とのマッチングが
実現

• 東部方面衛生隊では、方面管内（東京、千葉、神奈川、埼玉、茨城、山梨、静岡、栃木、群馬、長野、新潟）の衛
生科部隊に対して、教育訓練する責任を負うため、「方面職種合同訓練」を主催しており、負傷した隊員に対する
止血、喉・肺への送気などの応急処置訓練、野外手術システム内において銃創・高度複合損傷等における手術とそ
の助手のやり方についての訓練を年2回実施している

• 同訓練でされているハイブリッドシミュレーター（豚の内臓で構成）の臭いが激しく、何とか対処したいとのニー
ズがあった中で、これまでオゾン式の送風機なども使用していたが、オゾンそのものは「有害」であるため、他の
対処法を模索していたとのこと

企業の強み

• それに対し、F社製の空気清浄機は光触媒により脱臭を行うものであり、フィルターに吸着した臭いの元にLEDを
あてて、人工光合成により分解することによって臭いを消すという強みを有していた

• また光触媒は除菌も可能であり、コロナウィルス、インフルエンザウィルスにも有効で、肺炎球菌、ペットのアレ
ルギー物質もほぼ100％除去できることから、手術室で使用すれば、感染症予防も期待される

• フィルターは3か月に1回頻度、ぬるま湯で洗って太陽光で乾燥させれば再利用可能で、消耗品のフィルターなどが
不要。これは独特な調達構造ゆえに、中々消耗品を追加購入できないという陸上自衛隊にとってありがたい仕組み
であった























４．担い手の拡大

イノベーション・プロデューサー候補者の選定方法（必要な条件）と基準

安全保障への精通
自衛隊や警察、消防、海保といった安全保障セクター、あるいは大学・研究機関（シンクタン
ク）などにおいて安全保障に関する知見、経験を有していること

安全保障ビジネス関係者との

国内外でのネットワーク

国内外の安全保障セクター（運用サイド）、アカデミア、さらに企業関係者（ビジネスサイド）
とのネットワークを有する、あるいはネットワーキングの素地を有していること

国内外の世論への訴求力
世論という包括的な市場ニーズを理解し、それを言語化して広くメディア、SNS等を通じて日英
で伝える能力（言語力）や経験を有していること

中小企業へのヒアリングや意見交換を通じて、企業（製造現場など）の技術シーズや経営上の視
点を理解、把握しつつ、運用ニーズとの橋渡し（マッチング）を俯瞰できること

ビジネスサイド

（技術・経営）の視座

運用ニーズと技術シーズのマッチングは「机上の空論」で生み出されるのではなく、企業や自衛
隊の現場を往復する中で発掘されるものであるゆえ、アジャイル（迅速）な行動力が求められるアジャイルな行動力



おもな往訪先（自衛隊） ヒアリングの内容、見えてきたシーズ、ニーズ

陸上自衛隊 第8師団司令部 地方に埋もれている企業を掘り起こす機会となるのではないか

陸上自衛隊 西部方面総監部
日本は教育やメンテナンスも現場任せとなっているが、本来はメーカーや現場も一
丸となり国全体となって取り組むべき

航空自衛隊 西部航空方面隊司令部
草刈りなどは自動化されたりしているが、レーダーサイト周辺などの斜面の草刈り
は人力に頼らざるを得ない（もしここも自動化できれば全国28か所のレーダーサイ
トすべてでの採用もありうるのでは）

陸上自衛隊 第4師団司令部 UAVが著しく足りず、様々なところから借りて来てまかなっている

航空自衛隊 築城第8航空団本部
車検に相当する業務、民間と同じような会計処理などもおこなっている中で、これ
らを民間でのやり方と比較し、効率化できる点を探る、ということも考えられるか

航空自衛隊 航空戦術教導団 航空支援隊
航空支援隊の活動は陸海とのリンクが必要となってくるので、統合したもの、互換
性のあるものが欲しい

陸上自衛隊 水陸機動団本部
需品（装備品以外の食料・燃料・水・被服をはじめとする物品）であれば地元企業
がメインとなるが、遠距離通信や暗視ゴーグル、VTOL型UAVなどの装備品となる
と全国から企業を募らないとニーズを充足するのは難しい

海上自衛隊 佐世保地方総監部
海自が調達するとなれば当然、外国にも売れるし、とくに東南アジア諸国は日本以
上に調達の基準が緩い

全国各地の自衛隊、企業をイノベーション・プロデューサーが往訪した際、同行し、ニーズやシーズ
の聞き取り（ヒアリング）をサポートする中で、プロデュース活動に必要な知見を蓄積させた

実施した教育・育成プログラムの内容とその実施意図
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おもな往訪先（自衛隊） ヒアリングの内容、見えてきたシーズ、ニーズ

航空自衛隊 宇宙協力オフィス
宇宙に限らず、幅広い分野でスタートアップとの連携を図っている取り組みをヒア
リング

海上自衛隊 補給本部
プライム企業の下請けのバルブ企業が撤退しても、代替のバルブをつくる能力のあ
る企業が、たとえあっても参入方法がわからなかったりするので困る

航空自衛隊 補給本部 自衛隊用空調服などもできるのではないか

防衛省 航空幕僚監部
基地、部隊レベルでも予算の幅が増えており、流用が可能で融通が利くようになっ
てきている

防衛省 航空幕僚監部 戦闘機よりも生活基盤の方が細かなニーズはあるのではないか

陸上自衛隊 補給統制本部
現場に悩み事・問題が転がっていても見つからないことが多い。たとえばタオルや
靴下の臭いを除去したいというニーズはあるが、これらのニーズは大企業とはマッ
チしない

宇宙協力オフィス（虎ノ門ヒルズ）にて 西部方面総監部（健軍駐屯地）にて



おもな往訪先（企業） ヒアリングの内容、見えてきたシーズ、ニーズ

九州の精製加工会社
防衛について素人すぎて何のイメージもできず、何に使えるのかまだ想像できてい
ない

A社 プロパンガスを用いた非常用発電機などの安全保障分野での使用用途

群馬のA社紹介企業 A社の紹介にて往訪したドローン企業

A社にて A社紹介企業にて



海外出張にも同行し、ロジ面（アポ入れ）をサポートすることでネットワーキングを経験するとともに、
視察や面談の際、メモ取りを行うことで、サブ面においても知見の拡充・深化を図る
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期間 内容・成果

1 2024年6月

【フランス出張】フランス・パリ近郊にて開催された国際防衛装備品展示会「ユーロサトリ

2024」を視察した他、フランスの中小企業や防衛大手の工場も往訪し、意見交換、ネットワーキングを

行う。詳細は別紙１（磯部イノベーションプロデューサーによるレポート）、別紙２（イノベーション・

プロデューサー候補者によるレポート）を参照

２ 2024年10月

【米国出張】米国ワシントンD.C.にて開催された米陸軍協会による総会および展示会「AUSA

2024」を視察した他、米国の戦略コンサルティングであるTHE ASIA GROUP（TAG）を往訪し、意見交

換を行う。詳細は別紙３（イノベーション・プロデューサー候補者によるレポート）を参照

３ 2024年11月

【タイ出張】タイ・バンコクにて開催されたタイ初の国際ドローン展示会である「DronTech Asia 

2024」を視察した他、タイ国防省の関係機関を往訪し、意見交換、ネットワーキングを行う。詳細は別

紙４（イノベーション・プロデューサーによるレポート）、別紙５（イノベーション・プロデューサー候

補者によるレポート）を参照



フランス出張におけるネットワーキングのもよう

フランス・リヨンを拠点とした防衛に関する
中小企業のクラスター「EDEN Cluster」を往
訪。サポート体制や組織の運営についてヒアリ
ングを行う

フランス・パリ近郊に拠点を置くオプトロニクス機
器メーカー「Elynxo」社を往訪。安全保障ビジネス
への参入に成功したプロセスや秘訣をヒアリング



米国出張におけるネットワーキングのもよう

国防スタートアップとして台頭している米
Anduril社とはネットワーキングの他、インド
太平洋におけるドローン・ニーズもヒアリング

米国における国防産業基盤の業界団体である米国
防産業協会（NDIA）とのネットワーキング



タイ出張におけるネットワーキングのもよう

国防・安全保障産業協会（INDSA）
プラマット・ジラ副会長との面談

タイ国防技術研究所（DTI）との
ネットワーキングのもよう



日本各地で「安全保障ビジネス参入フォーラム」を開催する中で、イノベーション・プロデューサーの
ほか同候補者もフォーラムにパネリスト、モデレーターとして登壇することで、イノベーション・プロ
デューサーにとって必要なコア・コンピタンス（技術・ノウハウ）を高める
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日時 内容・成果

１ 2024年7月5日
【大阪フォーラム】中小企業、自衛隊関係者などを中心に50名ほどが参加した他、小林中

部方面総監より来賓挨拶がおこなわれた。大阪フォーラムに参加いただいた企業と自衛隊のマッチ
ングにより「ダンボール標的」が生まれる。詳細は別紙６のとおり

２ 2024年7月25日
【東京フォーラム】参加者は総勢130名を超え、これまでのフォーラムでも最大級となった。

企業と自衛隊（東部方面総監部）とのマッチングにより、野外手術システムにおける臭いの除去と
いうニーズが発掘される。詳細は別紙７のとおり

３ 2024年11月14日

【九州フォーラム】九州開催をのぞむ企業関係者の声を受け開催。中小企業、自衛隊関係者

など50名ほどが参加。1月末のツアーに向けてのネットワーキングともなった他、自衛隊からの登
壇者でついに陸海空3自衛隊がそろう。イノベーション・プロデューサー候補者（原田アナリス
ト）がパネリストとして登壇し、これまでのイノベーション・プロデューサー活動の成果を報告、
議論。詳細は別紙８のとおり

４ 2025年1月30日～31日

【INNOVATIVE TOUR】1日目のセミナーおよび2日目の自衛隊視察ツアーからなる2

日間にわたる「INNOVATIVE TOUR」を開催。1日目の「自衛隊ニーズセミナー」では、イノベー
ション・プロデューサー候補者（辻アナリスト）がモデレーターとして登壇し、自衛隊のニーズを
引き出す。詳細は別紙９、別紙10のとおり



九州フォーラムにおける候補者登壇のもよう

九州フォーラムにおいてパネリストとして議論に参加するイノベーション・プロデューサー
候補者（原田アナリスト）



INNOVATIVE TOUR（自衛隊ニーズセミナー）における候補者登壇のもよう

自衛隊ニーズセミナーにおいてモデレーターとして議論にリードするイノベーション・
プロデューサー候補者（辻アナリスト）



米国出張（AUSA 2024）におけるナビゲーターとしての役割

さらに辻アナリストは、米国出張においては、 ナビゲーターとして「AUSA 2024」
を紹介する（詳細はQRコードのリンク先のとおり）



分科会を開催する中で、安全保障ビジネスへの参入において障壁となっているとされているサイバーセ
キュリティに関し、専門家との対談をセッティングすることで、イノベーション・プロデューサー活動
の事業化プロセスを加速させる手法を学ぶ
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日時／場所 内容・成果

１

2024年10月8日
10:00 – 11:00

【場所】クライシスイン
テリジェンス・オフィス
（要町）

【第1回サイバーセキュリティ分科会】
• 参加者：時藤和夫、田中達浩（元陸上自衛隊通信学校長）、浅利眞、原田大靖
• 背景：前記フォーラムを開催する中で、参加企業よりサイバーセキュリティに関する質問、疑問

が多く寄せられたことを受け、サイバーセキュリティに関する分科会を設立
• 概要：日本企業の現場の実態として、セキュリティに関与する人材が高レベル層と低レベル層と

に2分化しており、その中継ぎとなる人材が不足している中で、経営層は意思決定に必要な情報
を得られていないことが浮き彫りとなった。そこで、分科会においては、テーマを「経営者（意
思決定者）向けのサイバーセキュリティ講座」として、広く中小企業の経営層に議論の成果を広
めるために「オンライン講座」として動画を撮影することとする

• 詳細は別紙11のとおり

２
2025年1月16日
12:00 – 13:00
【場所】汐留

【第2回サイバーセキュリティ分科会】
・参加者：時藤和夫、浅利眞、原田大靖
・21日の動画撮影に向けて、モデレーターとなる時藤ストラテジストと最終調整を行う

３
2025年1月21日
10:00-14:00
【場所】水道橋

【第3回サイバーセキュリティ分科会（動画撮影）】
• 参加者：時藤和夫、田中達浩（ゲスト講師）、浅利眞、原田大靖、村松俊
• プレゼン資料をゲストである田中氏が解説したのち、時藤モデレーターと同氏との間でディス

カッションを行う

4 その後 • 2025年1月現在、3月初旬の動画公開に向けて編集中



サイバーセキュリティ分科会の動画撮影のもよう

動画撮影に臨む時藤モデレーター（左）と
田中達浩元通信学校長（右）

裏方でシナリオ作成等で動画撮影をサポート
するイノベーション・プロデューサー候補者
（原田アナリスト、村松リサーチャー）

動画の完成イメージ







担い手拡大に向けた今後の取り組み

• 磯部イノベーション・プロデューサーによる活動は、（株）クライシスインテリジェンスという企業名を全

面には出さずに、弊社が運営し、磯部氏がエグゼクティブ・ストラテジストをつとめる安全保障ビジネスの

ネットワーク「NSBT Japan」を主体としつつ、一般財団法人防衛技術協会というより公共性のあるステー

クホルダーの協力を得ることで、より多くの民間企業を巻き込みやすい形で展開してきた

• そうした中、このイノベーション・プロデューサー活動にて行ってきたネットワークを恒常的かつ本事業が

終了後も持続、さらには発展させるためには、より多くのステークホルダーを巻き込んだ産官学の「ハブ」

となるような組織を株式会社のような営利法人ではない形で設立することが必要かつ重要である

• そこで、申請段階でも予定していたとおり、支援スキームの組織化に着手して、2025年3月には一般社団

法人の設立（正確にはこれまで休眠状態にあった法人を再構築）を予定している

• 同法人をつうじて、これまで磯部イノベーション・プロデューサーの下で展開してきたネットワーキングや

各種イベントなどの知見、スキームを集約し、継承・発展させていく



別紙１ フランス出張に関するレポート①







別紙２ フランス出張に関するレポート②





































別紙３ 米国出張に関するレポート













別紙４ タイ出張に関するレポート①













別紙５ タイ出張に関するレポート②











別紙６ 大阪フォーラム（開催概要）







別紙７ 東京フォーラム（開催概要）







別紙８ 九州フォーラム（開催概要）







別紙９ INNOVATIVE TOUR 1日目 自衛隊ニーズセミナー（開催概要）











別紙10 INNOVATIVE TOUR 2日目 自衛隊視察ツアー（開催概要）













 
 
 
 
 

 
令和 6 年度 

中小企業のイノベーション創出を支援する 

「イノベーション・プロデューサー」による活動支援実証事業 
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令和 7 年 1 月 
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実証事業の概要 







4  

デザイン思考の開発過程を用いて事業を進める場合の１つの大事なポイントは「偶発性」にある。 

すでに市場には多くの商品があふれており、競合メーカーが多い中でイノベーティブな商品やサービス 

を生み出すことは非常に困難を伴う。デザイン思考を用いた商品・サービス開発でも事業化に向けては 

多くの困難が伴うが、例えば以下のようなケースによって開発が一気に進む場合がある。 
 
 

・アイデア展開で思いもしなかった斬新なアイデアが生まれる 

・プロトタイプの作製ミスから、これまでにない製品を思いつく 

・ユーザー評価で開発者が気づかなかったアイデアを得る 
 
 

これらの「偶然」はデザイン思考を用いた開発過程を行き来する中で生まれるものであり、偶発的なも 

のだけにそれまでにない斬新でイノベーティブな商品・サービスに繋がりやすい。 
 

 
keyword 

デザイン思考を用いた開発のポイントは「偶発性」 
 

 

（4）開発フロー 

本事業ではデザイン思考を活用しつつ、下記の開 

発フローと達成目標を目安として事業を進める。 

 
 

 

目標設定 

 
 
 
※1︓2023 年度事業で実施済みだが、 
必要に応じて繰り返し行う 

 

 

①IP 候補の選定 
 

②支援先企業の選定 
 

③コア技術・ノウハウの見極め 
 

④ アイデアラッシュ 
 

⑤ 市場ニーズ調査 
 

⑥ アイデア絞り込み・追加 
 

⑦ ギャップ分析 
 

⑧ ギャップ解決 
 

⑨ アイデア精緻化 
 

⑩ プロトタイプ作成 
 

⑪ ユーザー評価 
 

⑫ 商品企画書作成 
 

⑬ 商品デザイン 
 

⑭ 設計 
 

⑮ 商品化 

  3 名を選定 
 

  3 者を選定 
 

  SWOT 分析を用いて強みを分析  
※1

 

  自由なアイデアを 20 案以上作成 
 

  3 者以上のターゲットユーザーにヒアリング 
 

  アイデアを 5 案以内に絞り込む 
 

  クロス SWOT 分析を用いてギャップ分析を行う 
 

  ギャップ解決のための方策を 2 案以上提示 
 

  解決策に基づく精緻化案を 2 案以上提示 
 

  デザイン案 1 案につき 1 つのプロトタイプを作製 
 

  プロトタイプを 3 者以上のユーザーにて評価 
 

  支援先企業と協力し商品企画書一式を作成 
 

  商品デザインを 2 案以上作成 
 

  商品デザイン 1 案につき 1 つの設計を行う 
 

  1 つ以上の  商品化 
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- 第２章- 

実証事業内容 
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森松株式会社 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イノベーション・ブ口デ、ユーサー: (株)コボ  ゼネラルマネージャー  大口    二郎 
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実証事業の企業概要 
 
 

 
森松 株式会社 

 

 

愛知県名古屋市南区丹後通 5 丁目 18 番地 

TEL︓052-612-8831（代表） 

FAX︓052-614-5678 創立

︓1952 年 7 月 14 日 資本金

︓72,000,000 円 年商︓29 億

円（グループ合計） 

従業員数︓46 名（グループ合計） 

代表者︓代表取締役社長 森 直樹 本社 
 

主要取引先︓アスクル（株）/ アキレス ( 株 ) / ( 株 ) イノベックス / ( 株 ) 内田洋行 / オカモト ( 株 ) / 大倉工業 
( 株 ) 

/ ( 株 ) カツロン / カンボウプラス ( 株 ) / 広化東海プラスチック ( 株 ) / コクヨマーケティング ( 株 ) / サン

ビッ ク ( 株 ) / シーダム ( 株 ) / 新日本法規出版 ( 株 ) / 積水成型工業 ( 株 ) / 龍田化学 ( 株 ) / ( 株 ) ハンズ / 

トラ スコ中山 ( 株 ) / ナカバヤシ ( 株 ) / プラス ( 株 ) / 丸喜化学工業 ( 株 ) / 明和グラビア ( 株 ) / ( 株 ) ライオ

ン事 務器 /（株）MonotaRO 
 

 
 
 
 
 

1-2 現行事業の主な内容 
 

 

・プラスチック素材の販売 
 

主にアキレスやオカモトなどの国内塩化ビニー 

ル（PVC）シートメーカーの原反を卸売している。 

透明から色物、薄物から厚物、汎用から機能性、 

さらに端材を再生したビニールシートや植物由 

来の可塑剤を使ったバイオマスシートなど環境 

に配慮した製品など、多様な製品を取り扱って 

いる。 

上記塩ビ  (PVC) 以外にもポリプロピレン  (PP)、 

ポリエチレン (PE)、ポリウレタン (PU) なども 

取り扱う。原反のみならず、自社工場にて指定 

寸への裁断やスリットをし納品することが可能 

である。 

 

・オーダー加工 オフィス用のデスクマットや家

庭用のテーブル マットなどをオーダーのサイ

ズ、形状でカット し納品する。1 点から量産ま

で対応が可能。 

 

 

 

多品種のプラスチックシートの在庫を揃える 
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証券ファイル PVC 製ポーチ 
 
 
 
 
・その他 EVA 製甲冑の製造・販売 

 

EVA 製甲冑「プラ甲冑」の販売およびリースを行っている。 本社横に甲冑ミュージアムを建築し、誰で

も無料で見学が可能となっている。イベントでは企業出展と してプラ甲冑の試着体験を行っている。 

 

プラ甲冑 甲冑ミュージアム 
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1.事業概要 
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1.事業概要 ①企業の強み・リソースなど 
 
 
 

【企業の強み】 

①樹脂シート商社としての強み 

…年間で約３０億円を売り上げる樹脂シート商社としての規模がある。多種多様なプラスチッ 

ク素材の取扱っており、場合によってはオリジナル樹脂シートをメーカーに発注することもで 

きる。 
 
 

②自社保有の充実した製造設備 

…樹脂シートに関してはあらゆる種類の素材に対応した加工設備を保有しており、大ロットか 

ら小ロットまでの加工に対応可能である。細かな注文に対応するオーダーカットサービスも可 

能。 
 
 

③BtoB の販路多数 

…大手から中小まで多様な企業との取引があり長い歴史と実績がある。自社商品の販路として 

様々な企業への提案が可能である。 
 
 

その他 

・OEM の豊富な経験による開発力、対応力 

・デザイン事務所をはじめ、外部との新規商品開発の経験がある 

・甲冑づくりのノウハウがある など 
 

 
 
 
 

①樹脂シート商社としての強み 

アキレスやオカモトなどの国内塩化ビニール 

シートメーカーの原反を、透明から色物、薄 

物から厚物、汎用から機能性など各種幅広く 

取り扱っている。塩ビ (PVC) 以外にもポリプ 

ロピレン (PP)、ポリエチレン (PE)、ポリウレ 

タン (PU) などを取扱い。 環境対策について

も、端材を再生したビニー ルシートや植物由

来の可塑剤を使ったバイオ マスシートなど、取

扱商品は多岐に渡る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原反保管庫 
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1.事業概要 ②企業の状況（支援前） 
 

 
 

担当者： 

森松（株）代表取締役社長 森 直樹 

森松産業（株）本社工場製造部 大脇 勝治 

聞き手： 

（株）コボ ゼネラルマネージャー（以下 GM）大口 

ファーイーストガジェット 白川 
 

 
 
 
 
 

現在の事業内容と今後の取り組みについて 

・森松（株）の売上比率はおおよそ、材料販売によるものが 40%、SP（セールスプロモーション）商 

材をはじめとした雑貨が 40%、テーブルマットやフロアマットなどオーダーカット商品が 20% に大 

別される。 

・大型 NC カッターを導入し、1 点物の各種保護マットを製造する。手描き図面からでも CAD データ 

化することが可能である。キッチン、リビングまわりもあるが、主な需要はオフィスの事務机向けのデ 

スクマットである。 

・アスクル、トラスコ、モノタロウなどのビジネス向けカタログ通販／ EC 小売サービスが主な販路と 

なっている。毎年 3 月に需要のピークを迎え、その後は閑散期に入る。 

・近年、デスクマットの需要が減少傾向にある。デスクマットに限らず、キャスター付きキャビネット 

などの需要も減少していることから、フリーアドレス制を導入する企業が増加したことが原因であると、 

森氏は分析している。 

・森松（株）は、こうした市場環境の変化を踏まえ、新しいニーズをとらえた商品づくりをしたいと考 

えている。また、閑散期に NC カッターなどの設備を有効活用できることが望ましい。 
 
 

＜支援前の企業の状況・まとめ＞ 

・デスクマットが主流だが、オフィス環境の変化により、年々 

需要は落ちてきている 

・市場環境の変化を踏まえ、新しいニーズをとらえた商品づくり 

をしたいと考えている。 

・毎年 3 月に需要のピークを迎え、その後は閑散期に入る。 

閑散期に設備を有効活用できることが望ましい。 
 
 
 

これまでの新商品開発の取り組み 

森松（株）は、これまでもデザイン性の高い新商品の開発に取り組んできた。塩ビ工業・環境協会、 

日本ビニル工業会などが主催する PVC デザインアワード（現在は PVC アワードに改名）の第 1 回 に

おいて準大賞を受賞した「サクラ」を森松（株）が意匠権を取得し、製造・販売している。 サクラの

販売実績は、現時点でおよそ 15,000 個、100 万円の売上となっている。 
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2.支援内容 
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1.事業概要 ②目指す事業開発及び市場ニーズ 
 

 

（1）SWOT 分析 

SWOT 分析の手法を用いて、内部環境における強みと弱み、外部環境における機会と脅威を以下に整理 

を行った。 
 

 

内部環境・強み 内部環境・弱み 
 
 

・自社保有の充実した製造設備 

・大ロットから小ロットまで対応可能 

・オーダーカットサービス 

・多種多様なプラスチック素材の取扱い 

・多様な業種の取引実績 

・BtoB の販路多数 

・OEM の豊富な経験による開発力、対応力 

・外部との新規商品開発の経験 

・甲冑づくりのノウハウ 

・「プラ甲冑」ブランド 

・デザイン開発支援（コボ） 

・新しいアイディアを出せる人材が不足 

・独自商品企画・開発の力・経験の不足 

・プロモーションの力・経験の不足 

・BtoC の販路を持たない 

・受注／下請け体質が強い 

・取扱い商品が薄利多売の傾向 

・価格コントロールが難しい 

・オフィス市場の動向が把握できていない 

・エンドユーザ―の意見を聞く機会がない 

・知名度の低さ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

外部環境・機会 外部環境・脅威 
 
 

・中国の塩ビ需要増 

・クラウドファンディング市場拡大 

・国内の脱炭素気運が未だ高まらず 

・塩ビはリサイクル可能な素材 

・円安 

・防災気運の高まり 

・コスプレなどのオタク市場拡大 

・テレワーク、アドレスフリー普及による 

オーダーデスクマット需要の減少 

・世界的な脱炭素の潮流 

・材料卸市場の縮小傾向 

・ダイオキシンの発生からついたマイナスイメージ 

・マイクロプラスチックによる環境負荷 

・プラスチック素材の安っぽいイメージ 
 
 
 
 
 
 
 

●イノベーション事業支援の POINT【意図】 
 

SWOT 分析を行う上での POINT は、企業の「強み」「機会」だけではなく「弱み」「脅威」に 

注意しながら、経営者へのヒアリングなどで情報を集めることにある。例えば、森松（株）の 

場合は、デスクマットの需要が年度末に集中してしまい季節により閑散期が発生する弱みがあ 

るが、この時期を埋めることのできる通年型の商品は企業としても受け入れやすい。弱みをい 

かに強みに変えていくか、は IP の力量が問われる最重要の POINT となる。 





 

 

 

（１）市場浸透戦略   

 

（２）新市場開拓戦略 
 
 
 

（３）新商品開発戦略  

 

（４）多角化戦略 

 

それぞれでアイデアを展開 

（3）第１回アイデアラッシュ 
 

 
SWOT 分析／クロス SWOT 分析をもとに、初期アイディア提案を行った。( 株 ) コボのデザインチームが参加し、 

30 案のアイディアを作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・スケッチ（例） 
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（4）専門家ヒアリング ＜アイデア評価＞ 

作成したアイデアの市場ニーズを確かめるため、関連する分野の専門家にスケッチを提示し専門家ヒアリングを 

行った。 

 

【暮らしの専門家】 

1:A 氏 

【小売りの専門家】 

2 :B 氏 

【メディア・インフルエンサー】 

3 :C 氏   
 
 
 
 
 
 
 

※各専門家意見（抜粋） 
 
 

・防災に関するアイデアについて 

ユーザーの投稿における「防災」というキーワードは年々増加しており、RoomClip でも防災の 

日に特集を行った。 災害対策は実際に被災した人と、そうでない人との「温度差」が大きいと感

じる。経験者の投稿 では有効な対策を行っている傾向が大きく、未経験者では不十分なものも散

見されるという。 転倒防止用品をはじめ、インテリアに配慮されたデザインが少ないのが現状であ

る。それもまた 有効な対策が進まない一因になっているようだ。家具の固定具を見せたくないた

めに隠していた ところ、壁へのビス留めを忘れていたといった事例もあったそうだ。 いざというと

きのために防災用品を揃えるというのは、心理的にもスペースの余裕という意味で もなかなか

難しいので、日常で使用するものを兼ねるといった投稿もある。その好例はアウトド アグッズで

ある。電源が要らない道具、ストックの置き場、置き方に悩む声も多い。スーツケー スにストッ

クなどをまとめて、非常持ち出しボックスとして玄関に置いておくといった事例が投 稿されてい

る。また、省スペース、しまいやすいことは利点である。避難所ではなく、自宅で避 難というケ

ースもあり、日常から防災用品を使用する必然性は高まっていると考える。 
 

 
 
 
 
 
 
 

・PVC 消化器カバー  

 

一番面白いと思った案。消化器や消防設備は、見せたいけど見せたくない装置で、常にインテリ 

アや建築とぶつかる大きな課題である。硬質塩ビのプレートは壊れやすいのに対し、ソフト PVC 

は耐久性があり低コストで合理性がある。緊急時も咄嗟に使用しやすいだろう。身近な素材だか 

らこそいざというときの安心安全につながるのではないか。しかし、消火栓のアイコンの形状は 

必要か︖まだ検討の余地はある。 
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（6）市場ニーズ調査（防災・減災市場について） 
 
 

昨今の防災・減災市場の現状 
 

（株）シード・プランニングは、官公庁需要と民間需要の市場規模（2021 年度～ 2027 年度）を予測し、 

2027 年度までに約 1,533 億円市場に発展と推計している。インターネット通販サイトや、ふるさと納 

税代行サイトなどでも防災グッズの特集ページが組まれるなど、防災・減災用品の需要が高まっている 

ことが分かる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( 株 ) シード・プランニング プレスリリース 防災情

報システム・サービス市場  

2027 年に約 1,533 億円市場に発展 

https://www.seedplanning.co.jp/news/news2023012501/ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

楽天市場 

備えて安心！防災グッズ 

https://event.rakuten.co.jp/daily/bousa

i/ 

さとふる 

ふるさと納税 いざという時にあなたを守る 防災特集 

https://www.satofull.jp/static/special/bousai.php 

 
●イノベーション事業支援の POINT【背景】 

 

市場が伸びている、またはメディア等で注目度が高い市場は、企業も取り組みやすく 

モチベーションが上がりやすい。防災・減災市場は災害の多い近年では最も注目され 

る市場の一つであり、IP として森松（株）にも提案がしやすかった。 
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（8）ギャップ分析、及び開発の方向性＜２回目＞ 
 

 
 

選定案および、消火器について再度 SWOT 分析の手法を用いて分析を試みた。 
 
 
 
 

森松（株）の 
内部環境・強み 内部環境・弱み 

シーズを満たす条件は揃っている 
 

・モチーフのある意匠 

・軽量 

・耐候性、耐久性が高い 

・柔軟 

・透明で内部が確認できる 

・自社の取扱い素材、設備で製造可能 

・多品種少量生産が可能 

・安価に製造可能 

・BtoB（オフィス・現場向け）の販路をもつ 

・BtoC 販路をもたない 

・ターゲットユーザーが不明確 

・適する設置環境が不明確 

・子供のいたずらを誘発する懸念 

・悪目立ちする 

・金属、木製ほど強度はない 

・非常時用品の販路あり 消火器出荷数の 82％は業務用 

最も多いのは 10 号サイズ 
 
 
 

外部環境・機会 外部環境・脅威 
 

 
・防災・減災意識の高まり 

・防災関連市場の拡大 

・意匠性の高い消火器カバーのニーズ 

・消火器は水、汚れなどないよう適切に管理する必要がある 

・消火器はインテリア性に欠ける 

・消火器誤噴射による事故 

・消火器劣化による重大事故 

・消火器使用時の問題点（重い、持ちにくい） 

・安全ピンを誤って抜いてしまう 

・他社競合品において樹脂製は比較的安価 

・海外製の安価な競合製品、模倣品の可能性 

・定番商品は圧倒的に安価 

・機能的には競合商品と差別化できてい 

ない 

・消火器カバーの需要は一般的ではない 

 

 
 
 
 

消火器カバー／開発の方向性 
 

既存商品を調査した結果、現状の消火器カバー（置き台、ケースを含む）に求められているニーズは、 

ホコリなどが溜まるのを防ぐ「防汚」、紫外線や雨水による劣化を防ぐ「防蝕」、いざという時にすぐに 

発見できるよう「目立たせる」、日常時の「いたずら防止」、そしてノイズにならず「空間に調和するビジュ 

アル」ということが判る。 一方、選定案は概ねこれらを満たすものの、既存商品を超えるアドバンスも

ない。また、既存の顕在ニー ズに応える消火器カバーの市場はニッチであり、その中での過当競争から

抜け出すことができない。バ リエーションとしてではなく、特定のニーズにおいて他にはないイノベー

ティブな特長が必要である。 
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Q:業務について 

A:業務は民・官半々くらい。年２回の点検業務を行っている。点検の際に消火器の清掃も行っている。 

年間数千本は消火器を販売している。消火器自体の利幅は少ないので、付加価値の高い用品があれば良 

い。カバーはこれまで積極的には扱っていない。 かつて非常時に被る袋はホテルに常備されていると聞

いたことがあり、煙を吸い込まないよう頭からか ぶることができる消火器カバーの商品化を考えてい

たこともある。 

 
 

Q:一般的な消火器カバーについての見解 

A:安全の観点から、基本的には消火器カバーは無いほうがいい。動作を最小限にするのが鉄則。意匠性 

、常時の実用性のニーズを考慮して、ワンアクションで取れる程度なら容認できる。取り外しにくい、 

劣化しやすいのは良くない。 

 
 

Q:購入のタイミング A:消火器についていえば、新築、リノベーションの際に一斉に導入

されるケースが多い。 

 
 

Q:購入は誰が判断しているか A:購入判断は各組織の購買担当者か、新規導入を検討する

場合会社役員の判断になる。 人命に関わることなので、防災関連の判断は保守的な判断

をされることが多いと感じる。 

 
 

Q:もっともよく出荷される消火器サイズ A:10 型がもっとも一般的。その次が家庭用サイズ。20 型は

危険物のある所など特殊なシーンで設置さ れるので一般的ではない。＜ 

 
 

Q:消火器カバーのニーズについて A:意匠性という観点では、公

共設備はとくに配慮されない印象。 

・逆に、かつて関わったテーマパークでは、消火器の設置位置などで非常に気を遣ったことがある。カ 

バーとしては、おもに飲食店やホテルなど不特定多数の人が出入りし、見た目に気を遣う場所で意匠 

性、ホコリ除けのニーズが高いと感じる。 

・飲食店はとくに狭い場合が多く、消火器は通常時は邪魔な存在なのでコーナーに設置されがち。コー 

ナーに設置する置台は少ないように思われる。意匠を気にして標識も貼りたがらない飲食店オーナーは 

多い。台置きも使用せず消火器を直置きしている現場も多数ある。ただし、法的には標識を掲示するこ 

とが義務付けられている。 

・消火器カバーおよび置台の購入比率は、９割がスタンダードで安価なタイプ。 

・マンションのオーナーなどは半屋外の消火器が劣化するのを気にしてカバーをかけたりしている。マ 

ンションの場合は大抵壁掛け。消火器は駐車場にもしばしば設置されている。屋外だと台置きタイプは 

２、３年でボロボロに劣化する。 
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③(株)A 社 
 

日時 ︓ 2024 年１１月 

場所 ︓ リモートによるヒアリング 

担当者 ︓ A 氏  
 

聞き手︓ 森松（株）代表取締役社長 森直樹、（株）コボ GM 大口、ファーイーストガジェット 白川 
 
 
 概要 

 

・所在地…東京都 

・主な業務内容…防災用品・生活雑貨・日用品・福祉用具の販売、住宅設備機器の販売 / 施工、ケアリフォーム 

の相談 / 施工 

 
Q:消火器カバーのニーズについて A:自社の防災用品カタログにおいて、消火器および置台の

取り扱いはあるが、カバーはない。 

・新築の場合消火器は埋め込み型の設置スペースになるか、スチールなどで正面のみ隠すプレート型の 

意匠性が高い消火器カバーを導入することが多い。 

・意匠性を重視する現場は美容室、レストランなどが主。 

・オフィス向け通販サイトを運営している取引先によると、置台を使用しているのはほとんどが飲食店 

ユーザーと聞いている。 

・新潟で起きた大規模火災事件が発端になった令和元年の法改正により、飲食店による需要が一時期急 

増した。 

・オフィス向け通販サイトでの需要はホームセンターで購入していた層が移行したものと思われる。 

・屋外使用の現場では水による腐食を防ぎたいニーズは高いと考える。（塩ビは耐食性が高く、マンシ 

ョンなどの半屋外程度の環境であれば 10 年持ちこたえられるという森社長の見解に対し）むしろ点検

の タイミングに合わせ半年に一度替えるものにするのも良いかもしれない。 

・飲食店は水や油でとにかく汚れやすいのでカバーの潜在需要は高いのではないか。 

・かつて旅館などの和の空間に調和する行灯型の光る消火器カバーの商品化を検討したことがあるが、 

商品化には至らなかった。 

・経験上、ターゲットは明確なほうが売りやすいしユーザーにも刺さりやすい。 

・塩ビなど樹脂シート製であれば 1000～2000 円が多い。そこから大きく外れた価格は難しいのではな 

いか。 

 
 

Q:試作したデザインについて 

A:持ちやすいのは良いポイントだと思った。とくに清掃するのに便利だろう。 

・取っ手の案に関連して、ビリっと破いてすぐ使えるなどのアイディアはどうか。 

・一般家庭において、きちんと定期的に買い替えしているユーザーがほとんどいないため、家庭用消火 

器を交換する際、暴発を恐れてユーザー自身で運びたくないということがしばしばある。運搬袋はまだ 

存在しない商品かもしれない。 
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（13）ニーズ調査／フィールド調査 
 

 
消火器が実際の現場でどのように設置されているのかを調査した。 

 
 
 

 
①酒類販売チェーン店（愛知県小牧市） 

 
 

 
 
 
 

③ショッピングモール（愛知県名古屋市） 

②スーパーマーケットチェーン店 

（愛知県小牧市） 

 
 

 
④スーパーマーケットチェーン店 

（愛知県豊橋市） 

 
 
 

 
食料品店やショッピングモールのような空間では、陳列されている商品やインテリアの主張が強く目を 

惹くため、従業員でなければ消火器をすぐには見つけられない。普段は意識しなければあることにすら 

気が付かない。置台に消火器のサインが付いているがこの空間ではあまり意味を成していない。それと 

同時に、意匠性の高い消火器カバーの効果も低いであろう。 大空間の中では柱に寄せて設置されている

ことが多い。 
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⑤スーパーマーケットチェーン店 

（愛知県名古屋市） 

⑥飲食チェーン店（愛知県豊橋市） ⑦飲食チェーン店（愛知県小牧市） 

 
 
 
 

⑧複合施設内コンビニエンスストア（東京都港区） 専門家の知見の通り、飲食店、コンビ  

ニなどでは非常に狭い空間の中でなん  

とか場所を見つけて消火器を設置して  

いる状況である。往来の邪魔になるた 

め窪んだスペースや角に設置される こ 

とが多い。⑥は往来のある場所に設置さ 

れていて接触のおそれがあるためかカ 

バーされている が、意匠性を気にして 

のものではなさそうである。これらも 

やはり、従業員でなければ見つけるの 

は困難である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑨ショッピングモール 

（愛知県豊橋市） 

消火器カバーの使用例。元々は意匠性を考慮して設置されたものと思 

われるが、注意喚起のサインとして運用されているのがユニークであ 

る。 
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⑬雑居ビル廊下 

（愛知県名古屋市） 

⑭雑居ビル廊下 

（愛知県名古屋市） 

⑮４階建 20 部屋規模賃貸マンション 

（愛知県小牧市） 

 
 
 

⑯エンターテイメント複合施設（愛知県豊橋市） 
 

 

 
 
 

半屋外スペースに設置されている例。雨水に濡れる恐れもあるため壁設置のケースが多く、それ以外も 

置台や箱などで対策している。今回調べた半屋外設置の中では⑭が最も日射風雨にさらされる場所で 

あったため、消火器の塗装やラベルの劣化が著しい。また、外壁塗装の際に「消火器」と書かれたプレー 

トが壊されそのままになっている。このようなケースでは消火器カバーを使用するのが望ましいだろう。 
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⑰御屋敷公民館敷地内 

（愛知県小牧市） 

⑱住宅街（東京都中央区） ⑲低層マンション 1 階商業施設入口付近 

（愛知県名古屋市） 

 
 

 
 

屋外スペースに設置されている例。掲載した以外にも多く街中で見られたが、ほとんどが金属製のケー 

スに入れられており、むき出しの状態の物は見かけなかった。ケースが腐食することはないが、印字が 

かすんでいる例は多数あった。⑱は地域で計画されて設置された消火器ケースと思われる。消火器以外 

の情報が多く、また色も消火器とわかりずらいデザインであるが、防災拠点を知らせるサインかつラン 

ドマークとして運用されている点がユニークである。 
 
 
 

⑳商業施設地下通路 

（東京都港区） 

 
 

 
 
 

フィールド調査の気づき 

見通しの良い通路でよく目立つ位置に消火器が点在している。置台は 

意匠性も確保しつつ、往来の多い場所であること考慮し、転倒防止を 

兼ねているように見受けられる。ホコリの堆積が多いように思われる 

立地である。 

 

 
・ほとんどのシーンで完璧といえるものはなく、工夫してその現場に対応しているという印象を受けた。 

痒い所に手が届くプラスアルファの需要として消火器カバーの可能性を感じられる。 

・管理者にとって、消火器まわりに対する意識は決して高くない。「こういうもの」という固定観念から、 

業者に任せっきりという印象を受けた。逆に、業者側から提案する余地は大きいと思われる。 
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3.支援活動の成果と評価 
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（1）支援活動の成果と評価 
 

 
・支援活動の成果 

事業の初期に示した「事業実施フロー」に沿って、今期の本事業の達成表を下記に示す。結果として事 

業目標の達成率は 87％となり、ほぼ目標通りに事業を進めることができた。ただし、商品化に向けて 

販促計画を含む商品企画書や試作のブラッシュアップが必要なため、事業を継続して進めていく。 
 

 
 
 
 
 

【森松（株）・支援事業達成表】 

成果の判定 

〇＝目標達成 

●＝部分実施 

×＝未実施 
 

 

開発ステップ 開発目標 結果 

①IP 候補の選定  〇 

②支援先企業の選定  〇 

③コア技術・ノウハウの見極め SWOT 分析を用いて強みを分析 〇 

④ アイデアラッシュ 自由なアイデアを 20 案以上作成 〇 

⑤ 市場ニーズ調査 3 者以上のターゲットユーザーにヒアリング 〇 

⑥ アイデア絞り込み・追加 アイデアを 5 案以内に絞り込む 〇 

⑦ ギャップ分析 クロス SWOT 分析を用いてギャップ分析 〇 

⑧ ギャップ解決 ギャップ解決のための方策を 2 案以上提示 ● 

⑨ アイデア精緻化 解決策に基づく精緻化案を 2 案以上提示 ● 

⑩ プロトタイプ作成 デザイン案 1 案につき 1 つのプロトタイプ 〇 

⑪ ユーザー評価 プロトタイプを 3 者以上のユーザーにて評価 ● 

⑫ 商品企画書作成 支援先企業と協力し商品企画書一式を作成 
 

× 

⑬ 商品デザイン 商品デザインを 2 案以上作成 〇 

⑭ 設計 商品デザイン 1 案につき 1 つの設計を行う 〇 

⑮ 商品化 1 つ以上の  商品化 
 

× 

    

 

成果︓〇＝目標達成 10/15 ●＝部分実施 3/15（〇＋●＝13/15 達成率 87％） 

【未実施項目について】 

⑫ 商品企画書作成…事業継続の中で、後日販促計画等も含めて作成予定 

⑮ 商品化…試作のブラッシュアップを経て商品化を進める 
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（3）成果が出なかった部分と、その原因・解決方法について 
 

 
 

事業に関してはほぼ当初の予定どおり進捗できた。 

ただし、開発各ステップにおいては不十分な部分もあり、今後違うアイテムの開発を進める際には改善 

が必要と考える。 
 
 

 
【森松（株）・開発ステップの改善点について】 

 

 

③コア技術・ノウハウの見極め 

…素材の選定において当初は「軟質塩化ビニール」素材を使って開発を進めていた。最終的には「発泡 

塩化ビニール」素材を選定しているが、初期にこの素材の活用を決めていれば開発はもっと早まったか 

もしれない。素材の選定は商品開発においては重要度が高い。 
 
 

⑤ 市場ニーズ調査 

…初期はインテリアや商品開発などの専門家の意見を参考に開発を進めた。アイテムを消火器カバーと 

決めた際に、最初に消火器販売店や防災商社に意見等を聞いたほうが開発がスムーズだったかもしれな 

い。 
 
 

⑥ アイデア絞り込み・追加 

…初期のアイデアの絞り込みは「エアクッションタイプ」を選定したが、後の専門家の意見で安全性の 

面から却下されてしまった。新規性のみに囚われて安全性を軽視したのは失敗であった。 
 

 
⑫ 商品企画書作成 

…後日、販促方法を含めて作成予定 
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株式会社新巧模型製作所 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イノベーション・ブ口デ、ユーサー: (株)コボ  ゼネラルマネージャー    大口    二郎 

イノベーション・プロデューサー育成候補者・(株)コボチーフデザイナー  中尾協平 

報告書作成・(株)コボチーフデザイナー中尾協平 

 

 
令平日 7 年 1 月 
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実証事業の企業概要 
 

 
 

株式会社 新巧模型製作所 
 

愛知県大府市梶田町一丁目 5 番地 

TEL︓0562-85-2077  FAX︓0562-43-0077 

設 立︓1971 年 

資本金︓1000 万円 

社員数︓31 名 売上

高︓約３億円 

代表者︓代表取締役 上田 慎太郎 

事業内容 

・各種デザインモデルの製作 ‧自動車インテリア ‧エク 

ステリアデザインモデル製作 ‧アミューズメントデザイ 

ンモデル製作 ‧3D CAD データ製作 ‧クレイモデル製 

作 ‧建築模型、プラント模型製作、ジオラマ模型 ‧航 

空機展示モデル、工業製品デザインモデル製作 本社 
 
 
 

【会社概要】 

名古屋市は瑞穂区にある、借家の自宅を改造した作業場 

で創業。会社創業時の社名は無く、個人創業で模型飛行 

機を主に製作していた。その後において製作する製品が 

多様化、大型化するに至り、スタッフも増え、今の会社 

の前身であるタクミ模型製作所が誕生した。  

1966 年頃にモータリゼーションの波が小さな町工場に 

も押し寄せ、三菱自動車のデザイン部門との取引開始。 

当時は図面情報から木材を加工組み立て、仕上げ塗装を 

し、完成品として納品していた。業務の拡張に合わせ、 

1971 年に組織変更して現在の新巧模型製作所となった。 

現在では自動車を始め、様々な電化製品、産業機器、遊 戯

機器、医療機器などのデザインモデルを手掛けている。 近

年では新規事業として、社員からアイデアを募るなど して

自社商品の開発に取り組み始めている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

カーデザイン試作モデル塗装前 

 
 

 

カーデザイン試作モデル塗装後 
 

 
 
 
 

 
 

3D データ作成 ジオラマ  飛行機モデル 
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1.事業概要 
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1.事業概要 ①企業の強み・リソースなど 
 
 
 

【企業の強み】 

①試作会社としての強み 

…試作会社として実績を積み重ねてきており、オーダーメイドで試作を一貫して請け負える体 

制にある。自動車、家電、飛行機、建築、医療まで製造業の試作範囲は幅広い。 
 
 

②自社保有の充実した試作設備 

…加工機械や塗装設備、3DCAD、3D プリンターなど、試作に関するあらゆる設備を自社保有 

している。試作に関しては自社で全てまかなえる。 
 
 

③設計力 

…試作のみではなく、自社で設計も行える。最近では中小企業から試作のみならず製品の設計 

を請け負うことも多くなってきている。 
 
 

その他 

・大手企業との取引実績多数 

・デザイン事務所をはじめ、外部との新規商品開発の経験がある 

・ガシャポン開発経験 など 
 
 
 
 
 
 
 

 

①試作会社としての強み 
 

自動車デザインモデルを代表として、あらゆ 

る工業製品のデザインモデルを製作。 専門

技術に特化した各分野のスタッフがクオ リティ

の高い製品を製作できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
自動車モデル 
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■試作モデルの数々  

 

 

・航空機関連も多い 
 
 
 
 
 

 

ミニチュア製作も得意分野 
 
 
 
 
 

 
 

キャラクター製作も多い 
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1.事業概要 ②企業の状況（支援前） 
 

 
 

・ヒアリング場所︓（株）新巧模型製作所 

・担当者︓代表取締役 上田 慎太郎 ／営業部 西原 克治 

・出席︓（株）コボ ゼネラルマネージャー（以下 GM）大口、チーフデザイナー（以下 CD）中尾 
 
 
 
 

 
現在の事業内容と今後の取り組みについて 

（株）新巧模型製作所 代表取締役 上田様より現状の取り組みと課題の説明 

・自動車などの試作品が本業だが、受注は減少傾向にある 

・理由としては 3DCAD の普及により試作品自体の需要が減少している 

・現在は設計業務を含めたトータルな受注獲得に取り組んでいる 

・愛知県の竹島水族館からガチャガチャの少量生産を受注（2000 個）。設計から金型製作、生産までトー 

タルで行った。受注生産のため持ち出しが少ない。これからもこのような少量生産は手掛けていきたい。 
 
 

1. 現状について 

・試作を本業としながらも新規事業に取り組んでいきたい 

・現在の売上は、自動車関連が 40％、遊技機関連が 30％、その他 30％ 

・新規事業は①ガチャガチャ②タオルハンカチがある。どちらも売上に貢献するまでには至っていない。 
 
 

2. 新規事業への取り組みについて 

１）グソクムシ・ガチャガチャ 

・2021 年に岡崎市の支援事業「オカビズ」の公募があり、愛知県蒲郡市の竹島水族館の新商品として「グ 

ソクムシ・ガチャガチャ」を提案・採用された。 

・2000 個ロットのオーダーがあり、金型費も竹島水族館が負担。自社のリスクが少ない事業なので非 

常に良かった。現在次のロットのオーダーをもらっている。 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

竹島水族館「グソクムシ・ガチャガチャ」 





54 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.支援内容 
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2.支援内容 ①実施フロー 
 

 

・事業実施フロー 

本事業ではデザイン思考を活用しつつ、下記の開発フローを目安として事業を進める。IP 及び IP 候補は、 

事業の進捗に応じて開発フローの順番を入れ替えたり、見直し、繰り返し各ステップを行うことが重要 と

なる。 
 
 
 

＜POINT（実施フロー）＞ 

・実施フローはあくまでも予定であり、事業の進捗に応じて、各ステップの見直し、 

やり直しを繰り返し行うことで、事業目標達成へのの精度を高めていく。 
 
 
 
 

①IP 候補の選定 

 
②支援先企業の選定 

 

③コア技術・ノウハウの見極め 
 

④ アイデアラッシュ 
 

⑤ 市場ニーズ調査 
 

⑥ アイデア絞り込み・追加 
 

⑦ ギャップ分析 
 

⑧ ギャップ解決 
 

⑨ アイデア精緻化 
 

⑩ プロトタイプ作成 
 

⑪ ユーザー評価 
 

⑫ 商品企画書作成 
 

⑬ 商品デザイン 
 

⑭ 設計 
 

⑮ 商品化 

 
SWOT 分析を用いて強みを分析 

自由なアイデアを 20 案以上作成 

3 者以上のターゲットユーザーにヒアリング 

アイデアを 5 案以内に絞り込む 

クロス SWOT 分析を用いてギャップ分析 ギ

ャップ解決のための方策を 2 案以上提示 解決

策に基づく精緻化案を 2 案以上提示 デザイン

案 1 案につき 1 つのプロトタイプを プロト

タイプを 3 者以上のユーザーにて評価 支援

先企業と協力し商品企画書一式を作成 商品デ

ザインを 2 案以上作成 

商品デザイン 1 案につき 1 つの設計を行う 
 

1 つ以上の  商品化 



56 
 

1.事業概要 ②目指す事業開発及び市場ニーズ 
 

 

（1）SWOT 分析 

SWOT 分析の手法を用いて、内部環境における強みと弱み、外部環境における機会と脅威を以下に整理 

を行った。 
 
 
 
 
 

内部環境・強み 内部環境・弱み 
 

【技術】 

・自動車模型で培った精巧な模型技術 

・飛行機関連の模型技術・知識 

・パチンコ等で培ったフィギュア模型製作技 

術 

・設計力 

【設備】 

・自動車 1/1 モデルが作れる設備 

・3DCAD、3D プリンタ― 

・塗装設備 

【ネットワーク】 

・東海圏の、ものづくりネットワーク 

・金型が発注できる発注先確保 

・道路工事機械のメーカーとの取引開始 

【信頼】 

・三菱自動車始め、自動車メーカーからの信 

頼 

【販路】 

・竹島水族館 

・クラウドファウンディング 

【人材】 

・模型職人 

・竹島水族館館長との繋がり 

・外部コンサルタント 

・コボの支援 

【人材】 

・新しいアイデアを出せる人材が不足 

・社長が高齢 

【体質】 

・差別化出来るアイデアが出ない 

・受注／下請け体質が強い 

・趣味とビジネスの境があいまい 

【販売】 

・販売先が竹島水族館のみ 

・クラウドファウンディングが低調 

【設備】 

・3D プリンターの設備が貧弱 

 

 
 

外部環境・機会 外部環境・脅威 

C: 外部環境・機会 

・テーマパークなどが次々にオープン 

・ガチャガチャ人気 

・インバウンド復活 

・マンガ、アニメ、日本食など日本文化の世 

界的ブーム 

・フィギュアブーム 

・コスプレブーム 

・旧車ブーム 

D: 外部環境・脅威 

・大手モデルメーカーが愛知県に進出し競合 

・3D データ化が進み現物モデルが激減 

・VR 普及、低価格化 
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（2）クロス SWOT 分析 
 

SWOT 分析でリスト化した各要素からクロス SWOT 分析によって、今後の新商品・新事業の方向性を 

探った。 
 
 
 
 

【強み × 機会＝強みを活かし機会をとらえる】 【弱み × 機会＝弱みを改善し機会に挑戦する】 
 
 

 
竹島水族館でのガチャガチャ販売実績 

× 各地観光施設 
 
 

「観光施設向けに、オリジナル商 

品の提案」 
 

・各地の観光施設でも施設の集客に役立 

つオリジナル商品が欲しいはず 

・竹島水族館の実績をベースとして、ア 

イデアスケッチにて各施設にオリジナル 

ガチャガチャを提案 

・新巧模型の精巧なモデル製作技術を活 

かす 

自社でのアイデアの限界 × 外部支援 
 
 

「外部のアイデアを導入し、新商 

品に挑戦」 
 
・デザイン事務所コボのスタッフからア 

イデア支援を受ける 

・様々なバックグラウンドを持つスタッ 

フが多様なアイデアを提案 

・経験値に基づき「ヒットの可能性のある」 

アイデアを提案 

 

 
 
 
 

【強み × 脅威＝強みを活かし脅威を避ける】 【弱み × 脅威＝弱みを理解し脅威を避ける】 
 

 
 
 

設計力 × 自社商品開発 
 

「中小企業の自社商品開発支援」 
 

 
・近年、中小企業独自で商品開発を行う 

企業が増加 

・自社に設計部隊を持っていないところ 

が多い 

・新巧模型の設計力を活かして中小企業 

の設計支援を行う 

・少量生産も可能であれば手掛ける 

職人技 × データ化の脅威 
  
 

「職人の手作り技術を最大限活か 

した商品開発」 
 
・職人しか作れない柔らかい雰囲気を持 

つフィギュア製作 

・自動車の模型技術を活かしたレトロカー 

製作 

・各施設の人気アイテムに特化した模型 

製作 



 

 

・スーツケースタグ 

・リストバンド 

・3D プリンターを使ったアイテム 

・切削機を使ったアイテム 

 

など様々なアイデアが出た。 

（3）第１回アイデアラッシュ 
 

SWOT 分析／クロス SWOT 分析をもとに、初期アイディア提案を行った。( 株 ) コボのデザインチームが参加し、 

32 案のアイデアを作成した。＊以下に抜粋したアイデアを掲載。 
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（4）専門家ヒアリング① 
 

作成したアイデアの市場ニーズを確かめるため、専門家ヒアリングを行った。 

企業︓ガシャポン製造販売会社 

住所︓静岡県 

ヒアリング対応者︓ 聞き手︓

（株）コボ 中尾、大口 

 

 
【ヒアリング内容】 

 
「グソクムシダッシュ」に続くシリーズ展開を視野に入れ、カプセルトイとしての可能性を探るため、メーカー 

にヒアリングをおこなった。 
 
 

Q. カプセルトイメーカーとして大事にしていることがあるか。 

A. 製品作りのコンセプトは「、マニアック」と「クオリティー」である。この分野はとても独自のブランディ 

ングがやりやすい。独自性と精密さは大事にしており、製造をコストをかけても品質にこだわる箇所はあり、 

その選択肢を間違うと、顧客は見抜き買ってくれない。中途半端なことは避け、とことんやる気概が必要だ 

と言える。 
 

 

Q. トイカプセルの事業概要を訊いた。 

A. 基本的に、自社で企画した製品を製造し、卸問屋へ販売しているメーカーでる。持ち込みの企画であっても、 

自社で判断し、金型代などの初期費用を自社で抱え製造し、販売している。製造の大半は中国で行なっており、 

月に、4～5 個、年間 60 企画を製品化し、これまでに 150 種類程の実績を持っている。特に外部に頼らず、 

社員数名で企画を行なっている。顧客層は幅広いが、比率では大人の男性が多い。 
 

 

Q. 小規模の水族館や動物園向けに、同様な事業展開を進めることについて率直な意見はあるか。 

A.  可能性としては十分にあるが、現在のロット数では、利益が出にくいと感じる。製造コストを抑え、利 

益が出やすい企画を考えてゆくにしても、その辺りを考慮する必要がありそうだとの指摘を受けた。 トイズ

キャビンとして、１シリーズにつき、5 万個～10  万個の規模で動く場合が多く、殆どのシリーズで 利益が

出ている。ヒットすれば、次のシリーズを企画してゆき、現在までに体感値で、２割程はヒットへ導 くこと

ができている。 
 

 

Q. 製品に特定のペルソナ像はあるか。 

A. ケースバイケースであり、商品のテーマにより顧客像は異なる。 
 
 

Q. キャラクター IP は、どんなかたちで使っているか。 

A. 製品企画の方針として、メジャーではないキャラクターをよく使う。人気のあるコンテンツは使用料が 

割高なものあり、利益を出せるか慎重になる必要がある。比較的、自動車関係のキャラクター IP の価格が 

安く、特定のメーカーを除き、審査のハードルも低い。キャラクターが全てじゃないかと思うことがある。 
 

 

Q. インバウンドの流れを受け、外国人観光客へ向けに商品開発をしてゆくことについて可能性があるか。 A.  

現在、知る限り、その方針で企画販売されている商品を知らないので、可能性は低いと考える。お土産 屋

にあるトイカプセルも、商店が店舗の方針に合わせ、独自に仕入れている場合が殆どである。 
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（4）専門家ヒアリング② 
 

 

作成したアイディアの市場ニーズを確かめるため、専門家ヒアリングを行った。 

 

施設名︓A 水族館 

聞き手︓（株）コボ 中尾、大口／（株）新巧模型製作所  
 
 
 
 

Q.「グソクムシダッシュ」の現状についいて教えてほしい。 

A.  グソクムシの展示は、子供連れの顧客に人気で、特に直接触ることができる体験ツアーは盛況である。 

グソクムシは、人気があり、トイカプセルに続き、腕時計など関連商品のもでき、それらの売れ行きも良い。 

購入客は様々だが、来館の目的がトイカプセルの購入である客を目撃したことがある。購入者の多くは、子 

供で、通常のトイカプセルを回すことに楽しみを感じているように見える。トイカプセルに封入した商品を、 

売店で物販した場合と比べたことがあるが、明らかにトイカプセルとして販売したほうが結果が良かっ た。現

在５種類の色展開をしており、1/100 程度の確率で「アタリ」( 特別仕様 ) の商品がある。何回も続 けて購

入する、全種のコンプリートを目的にする顧客もいる。購入したトイカプセルを親が SNS 上で発信 するケー

スも見受けられ、それらの情報を元に来館する顧客もいる。 
 

 

Q.  新商品を企画する場合、グソクムシ以外の別の展示や、館の特徴的な部分を要素として使うことは可能 

であるか。 

A.  アシカやタカアシガニの展示は人気が高く、候補の一つである。手書きの展示紹介プレートや、水槽内 

のブロックなどの特徴あるものを、テーマにすることも可能性がある。 
 

 

Q. 今度、館のリニューアルを経て、新商品を開発していける可能性はあるか訊いいた。 

A. 新巧模型製作所との良好な関係を築くことができており、両者にとって良いことを前提に商品開発を進 

めて行ければいいと考えている。新商品開発において、現在の販売スペース（トイカプセルの売り場）の改 

変も含め、考えていくことも可能だと思う。トイカプセルに縛られる必要はなく、腕時計に続く商品、コン 

ピューター用のマウスなどは、比較的可能性があるように思える。部分的に既存商品を一部すげ替えて組み 

込むやり方など、初期投資をいかに抑えてゆけるかが商品化への課題である。 
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2.支援内容(事業方針の変更) 
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（10）市場ニーズ調査③ 
 
 

【市場ニーズの検証】 

職人技と 3D プリンターを組み合わせた小量産の可能性について検証を行うため、支援先企業にヒアリ

ン グを行い、現状での 3D プリンターの活用方法と新しい戦略の可能性について探った。 

 
 

【ヒアリング調査】 企業名：株式会

社 新巧模型製作所 日時：2024/6 

月 

対象者：代表取締役 上田 慎太郎 氏  事業担当者：MD 部 杉浦 公彦 氏 

テーマ：企業向け 3D プリンターのニーズについてのヒアリング調査 調査者：

（株）コボ 大口／中尾 
 
 

Q1.3D プリンターで作る制作物はどのようなニーズがあるか A 自動車の部品やパチンコ機器の部品、フィ

ギュアなど。現在の制作物はほとんどがデータ化されており、 

3D プリンターで出力を繰り返して最終の制作物に仕上げることが多い。 
 
 

Q2. 御社で製造しているガシャポンでの 3D プリンター使い道は？ 

A 

客先と打合せしたのち、１次試作を 3D プリンターで作成しテスト。その後何度か修正を繰り返し、最 

終試作を 3D プリンターで作成し客先で確認。その後金型を製作し量産に移行する。試作を繰り返すこ 

とで量産の失敗や変更が少なくできる。 
 
 

Q3.3D プリンターで量産を作ることは考えないのか？ 

A 

当社の持っている３D プリンターは小型であり、造形サイズは 145×145×175 と小さい。他社の大型 

3D プリンターに外注するにしても、量産となるとコストが合わない。 
 
 

Q4. ロット 100 程度の少量量産のニーズはどれくらいあるか。 A ロット１００程度の少量量産の問い合

わせは非常に多い。例えば大業が展示会で自社製品のミニチュア を配りたいだとか、自社製品の技術ア

ピールを行うのに部品を 3D プリンターで１００個程度作りたい などの事例がある。ただし現状ではユ

ーザーが求める価格と 3D プリンターのコストが合わず失注の状 態が続いている。 
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（12）少量生産サービスの市場規模について 
 
 

「3D プリンターを活用した、少量・多品種・高品質・高付加価値のハイスピード生産サービス」に関し、 

類似の事業形態を紹介する。 
 

 
 
 
 
 

プロトラブズ（米） 

カスタムパーツの射出成形と切削加工、および 3D プリンティン 

グの受託製造で急成長を遂げている、小ロット生産に特化するオ 

ンライン部品加工メーカー。ユーザーは 3D データを同社の Web 

サイトにアップロードすることで、自動見積もりから加工、納品 

までのサービスを受けられる。本社は米国。鉄およびステンレス 

の切削であれば最短で 1 日の加工が可能。2021 年度のグローバ 

ルの売上高は 750 億円超。 

 
 

 
大量の切削機が並ぶ同社の工場風景 

（出典）https://sekapri.com/business/20171029-7484/ 

 
 
 
 
 

ミスミ Meiby 

従来は企業が個別に行っていた加工が必要な機械部品（カスタム 

部品）の調達をオンラインで提供するサービス。meviy は機械部 

品の 3D データをアップロードするだけで AI が自動で即時見積も 

り、最短 1 日での出荷を実現。meviy は、従来 1000 時間かかっ 

ていた部品調達時間を、80 時間に縮小。「92％の時間削減」を実 

現した破壊的イノベーションを実現。オンライン機械部品調達 サ

ービスで国内シェア No.1。売上高は 2024 年度 116 億円。 
 
 
 
 
 

株式会社 Bfull 

マンガやアニメの美少女キャラクターのフィギュアを手がける。 一

般的なフィギュアメーカーとは異なり、金型による成形ではな く、

3D プリンターによる成形を採用している。金型よりも短時間、 低

コストな特長を活かし、多品種、小ロットでの生産や、等身大 サイ

ズのフィギュアのような大型製品の生産にも対応。産業用大 型光造

形 3D プリンターを導入して年間約 4 万体のフィギュアを 量産。

造形受託サービスで年間 150 万パーツを製造。売上高 13 億円。 

 

 

 

キャラクター・フィギュア化事業 

（出典）https://prtimes.jp/ 
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【ヒアリング結果】 
 

Q1. 販促物としてのガシャポンに興味はありますか。ある場合はどのような点に魅力を感じますか。 

（例）・自社や自社商品の PR として ・展示会での来場者へのおみやげ  

・展示会でのアトラクション（ガシャポンマシーンで遊んでもらう） ・機器の説明に使う 

・お客様に SNS に掲載してもらって認知度を高める など A 興味はある。展示会での販促品として使

いたい。現在、外部コンサルから定期的に指導をいただいてい るが、その方いわく、見学や展示会の際

におもてなしが重要であると言われている。 

現行は、お菓子などのお土産を用意しているが、話題作りとして製品のフィギュアもそれに加えられる 

と良いなと思う。以前、パン業界の展示会でお客様にゲーム形式でノベルティーを配っている会社があ 

り、良いアイデアだと感心した。 
 
 

Q2. 企業向けガシャポンに求める点 

・クオリティ／完成度（本物の再現性） ・サイズ感（正確に 1/20 になっているなど）  

・機能説明のための機構（扉の開閉など） その他 A 完成度が高くなれば、機械を説明する営業にも使え

る可能性がある。特段スケールにこだわりは無いが、 複数ある場合スケールが揃っていればジオラマなど

の展示にも使えそう。蓋が開くなどの機構説明は保 

全相手の営業には良さそう。製造相手の営業では見え方の細かさが重要になると思う。 
 
 

Q3. 価格／数量 自社の販促品として購入する場合の希望価格と数量を教

えてください。 

※企業向けガシャポンは大量生産ではなく、企業様の要望に合わせて 3D プリンターでカスタムで作成。 

そのため少量・短納期で納品が可能。カラーバリエーションなども要望に応じて作成可能。 

●MAX 価格：1 個当たり ●数量：1 ロット A 一個あたり 1000 円くらいなら作りたい。展示会の販促で

は 1000 円程の電卓を 200 個用意しているが、 よく余ってしまう。外部コンサル経由で、複数の会社が見

学に来て会社を外部評価してもらうイベント があるので、そのタイミングであるとよい。または定期的に

ある展示会の販促品としても欲しい。 
 
 
 

 
【ヒアリング調査まとめ】 

 

・企業向け「販促品ガシャポン」へのニーズは確実にある 

・１ロットは 100 個程度、価格は 1000-2000 円程度が MAX 

・仕上げは高いクオリティが求められる 
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（14）ギャップ分析 
 
 
【企業向けガシャポン制作時のギャップ】 

・企業へのヒアリングから、企業向けガシャポンの商品単価は 1,000 円～2,000 円程度が MAX とな

る。 

・新巧模型製作所が保有する 3D プリンタ―で企業向けガシャポン 1 個を制作すると現状では 5,000 円

～ 

10,000 円の原価となりコストが全く合わない。 
 

 

【一般販売されている企業向けガシャポンについて】 

・大量生産で製作されている一般的なガシャポンは単価 400 円程度。 

これが可能となるのは①1 回の発注ロットが 1 万個以上と大きいこと  

②金型を使用していること ③海外で製作していることが挙げられ 

る。 
 
 
 

大量生産のガシャポン＝400 円程度 

（amazon サイトより） 
 

 

【3D プリンターを活用した、少量・多品種・ハイスピード・高付加価値生産に向けて】 
 

ここで 3D プリンターの特長を整理してみる。 

①少量生産…3D プリンターが最も得意とするところ。1 個から生産が可能。ギャップは無い。 

②多品種生産…これも 3D プリンターが最も得意とするところ。1 つの 3D プリンターで同時に異なる製

品 を生産できる。ギャップは無い。 

③ハイスピード生産…これは生産準備と１日当たりの生産数の２つに分けて考える必要がある。下表の 

ように、3D プリンターの強みは生産準備が極短い点にある。ただし 1 日の生産数は金型生産に比べは

る 
 

④高付加価値生産…ここが一番の課題になる。現在の 3D プリンターは１個当たりの原価が高い。市場 

で求められる価格帯と製造原価との間に大きなギャップが存在する。このギャップを埋めていかない限 

り製品は出来ても販売できない価格帯となってしまう。 
 
 

 金型生産 3D プリンター生産 

生産準備 長い：1-3 ヶ月 極短い：1 日以内 

生産数／日 早い：１千個～／日 遅い：１個～／日 

金型費 高い：数百万円～ 無し 

 

製品単価 

 

安い 

 

高い 
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ギャップ＝製作コストが合わない 
 

＝現状では市場の求めるコストと製作コストが全く合わない
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【コスト削減に向けて】 

・上記 2 点のアイデアに加え、3D プリンタ―ならではの製造方法の工夫を加えていく。 

・製造原価の目標を 1,000 円以内（上代の 30％程度が理想的）とすることで、販売価格（上代）を 

2,000 円以内に抑え、企業向けガシャポンの製品化を実現する。 
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（17）市場ニーズ調査⑤ 
 

ここで、小量産のガシャポン（またはミニチュアモデル）に対して、どのようなニーズやコストの要求 

があるか調査するため、ユーザーターゲットとなる企業に対してヒアリングを行った。 
 
 
 

■ユーザーニーズ・ヒアリング 
 

ヒアリング対象者：株式会社 A（岐阜県） 

業種：木造住宅建築業 

日時：2024/11 月 ヒアリング者：（株）

コボ 中尾、大口 

目的：建築業での 3D プリンター活用の現状、および本事 

業での営業可能性調査 
 

 
 
 
 
 
 

Q1. 現状御社で 3D プリンターは活用されていますか？ 

A: 現状自社では 3D プリンターは使っていないが、同業では使っている業者はいる。 
 

 
Q2. 販促物としてのガシャポンに興味はありますか。 

A：ガシャポンよりもミニチュアモデルに興味がある。 

一戸建ての完成前のモデルとしてお客様に提示したい。 

大きさとしては写真のようなものが希望。 

（A4 サイズ W210×D297 くらいの敷地に建っているイメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

ミニチュアモデルの例 
 

 

Q3. どのような点に興味がありますか。 

A：特に女性は図面を見せてもなかなか完成イメージを持ってくれない。ミニチュアモデルであれば完成イ 

メージを説明しやすいと思う。 
 
 

Q4. ミニチュアモデルを作るとしたらどのタイミングですか？ A：お客様とは１週間、または２週間に一度

打合せをして成約までこぎつける。契約のハンコをもらうのに 最後の一押しのタイミングでミニチュアモデ

ルがあれば成約できるかもしれないので、成約前のタイミング がベストだと思う。 
 
 

Q5. ミニチュアモデルにかけられる費用感について教えてください。 

A：ざっくり５万円以内。建物だけで 3-4 千万の物件が多いため、それくらいはかけてもいいと思う。 
 
 

Q6. ミニチュアモデルに求めるクオリティについて教えてください。 A：あくまでもミニチュアなので本物

の一戸建て同様である必要はない。間取りや外壁の種類、外構の様子 などがイメージできれば良い。イメー

ジとしてはシルバニアファミリーのお家のようなレベルで良いのでは ないか。 
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（18）市場ニーズ調査⑥ 
 
２社目は看板などの広告器具を製造販売する企業。自社での 3D プリンター活用について伺った。 

 
 

■ユーザーニーズ・ヒアリング 

ヒアリング対象者：株式会社 A 社（名古屋市） 

代表取締役社長 A 氏 業種：サイン＆ディスプレ

イ製造販売 日時：2024/11 月 ヒアリング者：（株）

コボ 中尾、大口 

目的：サイン＆ディスプレイ業界での 3D プリンター活用 

の現状、および本事業での営業可能性調査 
 
 
 
 

Q1. 現状御社で 3D プリンターは活用されていますか？ 

A: 社内に小型の 3D プリンターを設置して活用している。活用方法としては主に試作用途となる。まずは 3D 

プリンターで試作を繰り返しながら製品化の問題点を探っている。そうすることで金型での大量生産時のミ 

スを大幅に減らすことができている。 
 
 

Q2.3D プリンターの活用での問題点・課題は？ 

A: 金型による成型に比べて①時間がかかる②コストが高い③クオリティが低い④強度が弱いなどが挙げられ 

る。このような欠点があるために商品として使うには問題が多い。現状では試作レベルの活用にとどまって 

いる。 
 
 

Q3: 販促物（社商品の PR として）としてのガシャポンに興味はありますか。ある場合はどのような点に魅力 

を感じますか。 

A: 市販のガシャポンの価格帯（100-500 円）であれば興味はある。商品単価が数千円のものもあるためガシャ 

ポンに千円以上のコストをかけることは考えられない。 
 
 

Q2. 3D プリンターを活用しての量産は考えているか。 

A：数が出ない商品に関しては近い将来に 3D プリンターに移行することを考えている。例えば年間で１００ 

個ほどしか出荷しない商品もあり、それに金型を起こして費用をかけることは無駄になる。3D プリンターで 

あれば注文があったときに作ればよいので費用対効果が高い。 
 
 

Q3. 金型を使用した成型品と比べて、3D プリンター製品のコストはどれくらいが希望か？ 

A: 成型品の 1.5 倍以内には抑えたい。成型品で原価 500 円の商品であれば 750 円以内が希望。 
 

 

（ヒアリング・まとめ） 

・価格帯が低いためガシャポンには興味はない 

・小量産は、コスト、クオリティ、機能性が要求を満たせるなら 

導入したい 
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3.支援活動の成果と評価 
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※イノベーションのポイント 
 

 

「3D プリンターを活用した、 少量・多品種・高品質・高付加価

値のハイスピード生産サービス」 
 

 

・今までの大量生産から、細かいユーザーニーズ（ロングテール）に対応した少量生産への転換  
 

 

・3D プリンター技術の進歩と低コスト化がカギ 
 
 

・個人レベルではオリジナルのフィギュアなどの販売はすでに活況となっているが、企業レベルで 

はまだ少量生産・販売は普及していない。大企業が出掛ける分野ではないので新巧模型製作所のよ 

うな小回りの利く試作会社には大きなチャンスがある。 
 
 

 
■企業の販促向けガシャポン…販促品として展示会などで 100 個程度の配布 

 

 
 

 

＜その他の用途＞ 

① 玩具・雑貨…「企業向けガシャポン」等の、少ロット・高付加価値の雑貨 

② ファン（推し）商品…流行の変化の速い「推し活」業界向け商品 

③ 旧車向けパーツ…人気の高い旧車向けパーツ。多くのパーツは既に生産中止となっ 

ており、ニーズは高いと想定される。 

④ 医療機器…特殊機能や形状の医療機器。使い捨て医療機器など。 

⑤ 防衛装備品…特殊機能のパーツ、補修部品など、高価格であっても必要な防衛関連 

製品。 

⑥ その他…限定生産品、販促品、キャラクター商品等 
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成果が出なかった部分と、その原因・解決方法について 
 

 
 

事業に関しては途中で方針転換はあったものの、3D プリンターのコストについては課題を克服するこ 

とができた。ただし、開発各ステップにおいては不十分な部分もあり、今後事業を進める際には改善と 

工夫が必要と考える。 
 
 

 
【（株）新巧模型製作所・開発ステップの改善点について】 

 
 

③コア技術・ノウハウの見極め 

…最初は既に出来ているガシャポンのシリーズ化を最優先してしまい、コア技術・ノウハウの見 

極めを誤ってしまった。方針転換後は（株）新巧模型製作所の試作に関するあらゆる設備やノウ 

ハウを活かし 3D プリンターの活用に舵を切ることで、強みを生かすサービスの方向性に軌道修 

正ができた。 
 
 
 

⑧ ギャップ解決 
 

…当初は、企業向けガシャポンの販売価格 2000 円に対して原価が 4000 円になってしまい、事 

業成立できなかった。海外の 3D プリントサービスを見つけ低コスト化の目途をつけるまで多く 

の時間が掛かってしまった。 
 

 
 

⑩ プロトタイプ作成 
 

…3D プリント用の 3D データは特殊な作り方が必要であり、作り方によって最終的なクオリティ 

が大きく変わってしまう。今現在まだ細かいクオリティに課題があり克服が必要である。 
 

 
 

⑪ ユーザー評価 
 

…今回機械系のガシャポンのプロトタイプを作製したが、機械系のクライアントは１社にしかヒ 

アリング出来ていないので、今後産業機械系の複数の企業に対してヒアリングを続けて評価をも 

らう必要がある。 
 

 
 
 
 

⑫ 商品企画書作成…後日、販促方法を含めて作成予定 
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株式会社 オオサカヤ  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イノベーション・プロデューサー：（株）コボ ゼネラルマネージャー 大口 二郎 

イノベーション・プロデューサー育成候補者：（株）コボ マネージャ― 村松 甫 

報告書作成：（株）コボ マネージャ― 村松 甫 
 

 
令和７年１月 
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実証事業の企業概要 
 

 
株式会社 オオサカヤ 

代表者︓代表取締役社長 瀧本 真 

設立︓1973 年 所在地︓愛知県半田

市柊町 2-66-5 

TEL︓0569-26-0120（代表） 

資本金︓2400 万円 年商︓約３

億円 

社員数︓15 名 
 
 
 
 

【事業内容】 
 

・ベビー服製造 ( 育児工房ブランド ) 

国内縫製工場の高い技術を生かして生産するベビー服と育児雑貨を製造・販売している。 
 

 

 
 

ブランドロゴ 

 

 
 

オオサカヤ店舗「Kiriri」 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇育児工房ブランド（子供服） 

・もとは、約 60 年前に会長が始めた普段使いの呉服屋であった。 

国内ブランド子供服の仕入れ販売 

地域の小売店として営業している。 

・無地しか無かったおしめにプリント機で柄を入れたことが、子供服を始めるきっかけになった。 

・「ギラギラしたものを出さない」という価値観を守っている。 

・約 60 年間まじめにやってきた、地元では有名なブランドである。 
 
 

〇メーカーとしてのコンセプト 

・「きっちりしたものをつくり、適正な値段で売る」 「赤ちゃんによりそう」  

・全方位の販売はしない。安いものはやめ、まじめに作りを語れるものを販売する。 
 
 

〇素材 

・オーガニック・国産は基本。素材のこだわりは変えずコンセプトはそのままに。 
 
 

〇3 つのラインナップ 

①ベーシック ②楽しもう ③プレミアム（少量生産・小ロット） 
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1.事業概要 
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1.事業概要 ①企業の強み・リソースなど 
 
 
 

【企業の強み】 

①オーガニック素材 

…オーガニック素材だけで子供服を展開しており、縫製の技術力も高い。プロダクトにおいて 

もオーガニック素材で安心感を演出していければ可能性が広がる。 
 

 
 

②赤ちゃん服の地元老舗ブランド 

…地元では長きにわたって赤ちゃん服を販売しており、「赤ちゃん服といえばオオサカヤ」と言 

われるほど知名度が高い。全国的な知名度は低いが、老舗の伝統は大きな強みである。 
 
 

③高価格帯での商品展開 

…量販店の価格の３倍程度の高価格帯商品を扱ってきているため、新規プロダクトにおいても 

高価格帯で展開が期待できる。また子供服とプロダクトのギフトセットとすることで更なる高 

価格帯も狙える。 
 
 

その他 

・全国の百貨店、子供服店への販売ルート 

・EC サイトの伸長 

・自社でのデザインが可能 など 
 
 
 
 

 

■オオサカヤ・育児工房製品の特長 
 

 育児工房では製品に採用する多くの素材を別注生産で確保。 
 
 

・吊天竺（つりてんじく） 

育児工房の吊天竺はオーガニックコットンを原料に、赤ちゃんのウェア 

に合うよう糸の量や軽さを工夫した独自仕様で、吊天竺の持つ柔らかい 

伸縮性とオーガニックのやさしい肌触りが特徴です。 

・60スーピマ接結（せっけつ） 

育児工房では代表的な高級綿の 1 つであるスーピマコットンで作る60

番 手の糸を採用することで、接結の特徴である軽くて柔らかい着心地

を 残しながら薄てく軽いウェアを実現しました。また、スーピマコッ

ト ンの特徴である滑らかな肌触りは「赤ちゃんの肌のよう」とも言わ

れ ています。 
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1.事業概要 ②企業の状況（支援前） 
 
 

■支援前の状況につき、オオサカヤ代表にヒアリングを行った。 
 
 

オオサカヤ 育児工房 瀧本様 ヒアリング 

場所︓株式会社オオサカヤ 参加者︓株式会社オオサカヤ 

代表取締役社長 瀧本 真氏 聞き手︓（株）コボ 大口／村

松 

 
 
 

【商品パッケージについて】 

・EC サイトでの販売の影響は大きい。近年は EC サイトでの販売割合が急激に伸びている。  

・送料の高騰は大きな問題。ポストに入るサイズ（高さ 30ｍｍ）規格の箱が必要になってきている。 

・子供服の箱は深い箱はいらないが、見せるために A４サイズくらいは必要 

・現状︓PP の袋に入れているから後からの加工が出来ない 

・開けるときの楽しみが必要。後から何かに使えるものがいい。 

・記念品、お土産になるような商品が欲しい。 

・ラベルの工夫、形状の工夫が必要・ 

・大きく見た目が変われば、ある程度なら販売価格は上げられる。 
 
 

【ギフト（贈答用）について】 

・ギフトボックスの販売は伸びている。ギフトの要望も多い。 

・ギフトボックスの顔になるような商品がほしい。衣類ではないプロダクトが良い。 

・現状の見た目は地味。使えば良さが分かる商品だが、他の商品の中で目立たない、目に留まらない。 

・布の商品の中に入って映えるもの、素材、カラー、オリジナル性が必要。見た目 目立つもの、 

インパクトのあるものが欲しい。見た目が勝負・見た目で決まる  

※参考︓おむつケーキ おむつキャンディーなど 

・オリジナル性があればベスト。アイデアが重要。 

・ギフトは多様化している︓ピンポイント、ママへのギフト、自分へのご褒美ギフト、カタログギフト 

・現状３万円のギフトが組めない。理由は入れる商品がないため。高価格商品への対応が必要。 
 
 

【名入れについて】 

・店舗でのアニバーサリー（誕生日）加工で名入れの要望が多くなっている。 

・一般的な名入れ加工方法としては、レーザー加工、刺繍がある。 

・名入れができるプロダクト商品の開発がしたい。 
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2.支援内容 
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2.支援内容 ①実施フロー 
 

 

・事業実施フロー 

本事業ではデザイン思考を活用しつつ、下記の開発フローを目安として事業を進める。IP 及び IP 候補は、 

事業の進捗に応じて開発フローの順番を入れ替えたり、見直し、繰り返し各ステップを行うことが重要 と

なる。 
 
 
 
 

＜POINT（実施フロー）＞ 

・実施フローはあくまでも予定であり、事業の進捗に応じて、各ステップの見直し、 

やり直しを繰り返し行うことで、事業目標達成へのの精度を高めていく。 
 
 
 
 
 

①IP 候補の選定 

 
②支援先企業の選定 

 

③コア技術・ノウハウの見極め 
 

④ アイデアラッシュ 
 

⑤ 市場ニーズ調査 
 

⑥ アイデア絞り込み・追加 
 

⑦ ギャップ分析 
 

⑧ ギャップ解決 
 

⑨ アイデア精緻化 
 

⑩ プロトタイプ作成 
 

⑪ ユーザー評価 
 

⑫ 商品企画書作成 
 

⑬ 商品デザイン 
 

⑭ 設計 
 

⑮ 商品化 

 
SWOT 分析を用いて強みを分析 

自由なアイデアを 20 案以上作成 

3 者以上のターゲットユーザーにヒアリング 

アイデアを 5 案以内に絞り込む 

クロス SWOT 分析を用いてギャップ分析 ギ

ャップ解決のための方策を 2 案以上提示 解決

策に基づく精緻化案を 2 案以上提示 デザイン

案 1 案につき 1 つのプロトタイプを プロト

タイプを 3 者以上のユーザーにて評価 支援

先企業と協力し商品企画書一式を作成 商品デ

ザインを 2 案以上作成 

商品デザイン 1 案につき 1 つの設計を行う 
 

1 つ以上の  商品化 
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（2）クロス SWOT 分析 
 

SWOT 分析でリスト化した各要素からクロス SWOT 分析によって、今後の新商品・新事業の方向性を 

探った。 
 

 

【強み × 機会＝強みを活かし機会をとらえる】 【弱み × 機会＝弱みを改善し機会に挑戦する】 
 
 
 

・自然素材 

・デザイナー 

・百貨店販路 

・ブランド 

・EC 販売の伸び 
 
・エンドユーザーの
声 

・クラウド ファ
ンディング 

 

 
 

＝プロダクト商品の販売 

 

＝クラウドファンディングでテスト・マーケ 

 ティング 

 

 
・ギフト需要の伸び 

 

・豊富な経験による 

開発力、対応力 

・BtoC の販路多数 

 

 

＝ギフトボックスで赤ちゃん服とプロダクト 

のセット販売 
 
 
 
 

【強み × 脅威＝強みを活かし脅威を避ける】 【弱み × 脅威＝弱みを理解し脅威を避ける】 
 

 

・名入れサービスの 

 需要拡大 

・EC 、SNS 普及 
・BtoB の販路を持たない ・全国的知名度の不足 
 

・ エンドユーザ―の意
見を聞く機会がない 

 

 

＝新たな名入れ需要商品の開発 ＝新たな素材の開発 
 

 
 
 
 

・自然素材 

・国内生産 

・海外生産での人権侵害 

・世界的な脱炭素の潮流 

・中国生産のマイナスイメージ 
 
 
 

＝徹底的に環境負荷を軽減した製品の開発 



 

第１回提案アイデア 

 

・赤ちゃん向けタオルケット 
 
・子供用肌着を使った大人用寝間着 
 
・赤ちゃんと遊べるグッズ 
 
・自然素材のおもちゃ 
 
など様々なアイデアが出た 
 

 

 

（3）第１回アイデアラッシュ 
 

SWOT 分析／クロス SWOT 分析をもとに、初期アイディア提案を行った。( 株 ) コボのデザインチー 

ムが参加し、33 案のアイデアを作成した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ・アイデア（例） 







 

■ターゲットユーザーへのヒアリング② 

参加者︓A （こども 6 歳・1 歳）、 B （こども 1 歳） 

聞き手︓コボ: 村松 
 

Q:出産祝いのギフトは何をもらうことが多いか︖ 

A︓ 

・積み木、大型ガーゼ等  

・高価なものは親族からもらう。友達からは、金券、名古屋のクーポンなど 

・保育園で使うのをギフトにするのはありかも⇒バスタオル・布団など 

・おもちゃは、記念日に親族からもらう トイザらスなど 
 

 

Q:赤ちゃん服はどこで買うか︖ 

・洋服はネットでは買わない。細かいところ・着心地・サイズ感が分からないため。ネットで買うと思 

っていたのと違うことが多い。 
 
 
 
 

■ターゲットユーザーへのヒアリング② 

参加者︓B・C（子供小学生） 聞き手︓

コボ: 村松 
 

Q:気になったアイデアは︖ 
 

A: 

・幼児の手形・足形を 3D ガジェット化。あっという間に大きくなるので、記念品は欲しい。 

・伝統工芸・良い素材、技術とコラボ 。藍染、黒染め。 

・かっこいい親子コーデはしたい。かっこいいものが無いのでお出かけの時にコーデしてみたい。 

・ルーキーパパのための「パパ育」サポートプログラム。  
 

 
 
 
 
 

■ターゲットユーザーへのヒアリング③ 

参加者︓D・E（結婚予定カップル） 

聞き手︓コボ: 村松 
 

Q:気になったアイデアは︖ 
 

A: 

・マタニティペイント記念写真⇒幼児用プリント T シャツへ。記念としては良い 

・ベビー服を「思い出の記念品」としてリメーク。パパとママが喜びそう。 

・赤ちゃん用品、ウエアー保管バスケット 

・伝統工芸・良い素材、技術とコラボ 

・パパとママのリンクコーデ。すごくしたいが、かっこよく さり気なくしたい。  

・幼児の手形・足形を 3D ガジェット化 

・部屋着のリンクコーデ すごくいいと思う 欲しい︕ 

・ギフトは見た目が重要 

・赤ちゃんの「今」がわかる家族間 SNS 
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（4）アイデアの方向性について 
 

専門家へのヒアリングやターゲットユーザーへのヒアリングを経て、最近の子育て世代は自分らしさを 

求める傾向が強いことが分かった。例えばカップルや子供との洋服コーデで出かけたいとか、かっこい 

い赤ちゃん用アイテムを揃えたいなど。 また SNS が盛んなことから、見栄えのするアイテムは注目さ

れやすいことも分かった。伝統工芸とのコ ラボや赤ちゃんの手形など「他とは違うアイテム」のアイデ

アが評価された。 今後商品開発においては、下記の自社の課題を踏まえつつ、デザイン性や機能性で

オリジナルな商品性 を目指して開発を進めていく。 
 
 
 

 
■（株）オオサカヤの現状の課題 

 

・地元以外での知名度が低い  → 

・百貨店の販売スペースの減少  → 

・大量生産が出来ない  → 

・目を引かないデザイン  → 

・バリエーションが少ない  → 

・ギフトへの対応が不十分  → 

■今後の対策 
 

・地元以外での知名度 UP 

・EC（イーコマース）の拡大 

・高付加価値品へシフト 

・目を引くデザイン 

・赤ちゃん服以外の商品展開 

・目に留まるプロダクトの展開 



108  

（5）市場ニーズ調査＜オープンデータによる＞ 
 
【ギフト市場概況】 

2022 年の国内ギフト市場規模は小売金額ベースで、前年比 104.1％の 10 兆 5,360 億円、2023 年は 

同 102.7％の 10 兆 8,190 億円を見込む。 
 

 
 
 
 

 
株式会社矢野経済研究所 国内ギフト市場の調査 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000056.000023043.html 

 

【注目トピックス】 

近年は、コト消費がさらに進化したトキ消費やイミ消費が注目を集めている。トキ消費は 1 回きりのイ 

ベント等「その時・その場でしか味わえない盛り上がりを楽しむ消費」を指すためコト消費の延長線上 

にあるとも言えるが、イミ消費は「ある商品を消費 / 利用することで生まれる、社会貢献的側面を重視 

する消費」である。 
 
 

【将来展望】 

2024 年の国内ギフト市場規模は前年比 101.7％の 11 兆 20 億円で推移すると予測する。 コロナ禍では、

対面での食事等のコトを通じたお祝いの機会を作れない代わりにモノが贈られていたが 人と会えるよ

うになったことで再びコト消費へと戻りつつある。 
 
 

【フォーマルギフトからカジュアルギフトへ】 カジュアルギフトとは、家族や友達など、親しい人や

大切な人に個人間で贈るプレゼントを指す。 パーソナルギフトやプチギフトと呼ばれる場合もあ

る。手軽に贈れるギフトであることから、EC サイトを利用することで、思い立った時にすぐに贈る

ことができる。また、SNS との相性が良く、 新たなコミュニケーション手段にもなり得ることで、

ますます注目を集めている。 誕生日や結婚記念日、バレンタインやホワイトデー、クリスマス、母

の日、父の日、敬老の日、 ひなまつりや子どもの日など、ギフトを贈る機会が年に何度でも訪れる

可能性がある。企画を組み うまく戦略化していくことで、良質なリピーターを確保していくこと

にも繋がっていくだろう。 

https://www.aiship.jp/gift/ec-column/casual-gift 
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【ベビーギフト】 

人生で初めてもらった出産祝いの相手は誰で、何をもらう︖ 

「友人・知人にもらった」と回答した割合が 37.52％と最も多かった 

 

 
https://cozre.co.jp/blog/6993/ 

 

 
 

 
 

出産祝いを贈るタイミングは、一般的に生後 1 週間から生後 1 ヶ月の間とされているため、受け手はこ 

の時期に集中してもらうことになり、贈り手である友人・知人もまた、この時期に贈ることが予想される 
 
 

【もらったベビーグッズ】   
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【贈り手が出産祝いのベビーグッズを選ぶときに意識したこと】 

贈り手自身や自らの気持ちを表現したものというよりも、①（高価ではないが）質がよく、②赤ちゃんとの 

生活に役立ち、③受け手のママのイメージに合う、ことを重視して商品選択をしているようである。 
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【受け手が出産祝いとしてもらったベビーグッズに感じたこと】 

 

出産祝いにベビーグッズをもらった人はもらったモノに対して、①赤ちゃんとの生活で役立つと感じ 質のよさ

も理解しているが、③贈り手が思っているほど自分のイメージには合っていないと感じている。  

  

 
 

https://cozre.co.jp/blog/6993/ 

 



 

 

・栗キャラの歯固め 

・マペットタオル 
  

など様々なアイデアが出た。 
 

 
 
 
 
 

（意見） 

・２種類の木材仕様はコストがかかりそう  

・名入れはレーザー加工 どこで加工するのか︖ など 

（6）第２回アイデアラッシュ（ギャップ克服） 
 

 
 

（株）オオサカヤ、専門家、ターゲットユーザーへのヒアリング調査、及び市場概況 

の資料を揃えたうえで、（株）コボのデザインチームに第２回のアイデアラッシュを 

依頼。合計２９案のアイデアが出た。 
 
 
 

※アイデアは、（株）オオサカヤへのプレゼンテーション 

で良い評価を得た 

（アイデアの下に（株）オオサカヤの意見、評価を記載） 
 
 

■プロダクト系アイデア 
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（8）アイデアラッシュ＜ブラッシュアップ＞ 
 
 

アイデアスケッチの意見を反映し絞り込みをした商品 試作制作・デザインに向けた打合せを行う。 

訪問先︓株式会社オオサカヤ 新事務所 愛知県半田市柊町 2-66-5 日時︓2024/8 

月 参加者︓株式会社オオサカヤ 代表取締役社長 瀧本様  （株）コボ 大口 

村松 
 

 
 

・第２回のアイデアラッシュの中で評価が高かったアイデアにつきブラッシュアップを行い（株）オオ 

サカヤへプレゼンテーションを行った。下記のような意見と課題が提示されたため、今後試作を進めな 

がらブラッシュアップを行う。 
 
 

 
【商品 A】 

・高級感を出すためマチの厚さがほしい。 

・ベース資材は細かいメッシュ。色は黒。 

・制作メーカー、部材を探し試作の手配を行う。 

・どうやって形状維持をするか︖ 

→薄手のウレタンシートを円形にカットしてベースとして活用する。 
 
 

【商品 B】 

・顔はキルティングで立体感を出す。自社で試作品の制作検討を行う 

・ベースのタオルは国内ではほとんど生産されていない。色はベージュ。 
 
 

【商品 C】 

・布のぬいぐるみは国内の生産ではコストが合わない。 

→ ギフトにしたときに目立つように異素材で制作した 

→ 木箱に入れた時にスタイをもっと見せたい 
 
 

【商品 D】 

・試作品として提案された紙コップを容器として使用するキット採用する 

・レンチンで行う染め方の手順を説明する  

・販売されいる樹脂容器も、別案として進める 

・ステンシル、シルク、ワークショップの可能性も探る 
 
 

■今後の進め方 

・９月の展示会にサンプルをいくつか参考出展し、意見を伺う 

・２月の展示会に今後の意見を取入れ、より商品に近いものを出展する 
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（12）市場ニーズ調査 ＜市場トレンド＞ 
 

 
MONTAGE 合同展示会 32nd 視察 

訪問先︓ 東京・有明 TOC 東京都江東区有明３丁目５−７ 

日時︓2024/９月 

参加者︓株式会社 コボ 村松 
 

 

 
 
 
 

【展示会概要】 

MONTAGE は、ライフスタイルショップやファッションセレクトショップのバイヤーをターゲットとし 

たインテリア製品の展示会です。毎年ギフトショーと同日程で開催し、出展者はオーディション制を 採

用しています家具、家電、インテリア雑貨、キッチンアイテム、家庭用品、ギフト、植木＆観賞用 植物、

アウトドア製品等既存のプロダクトだけではなく、新製品であったりプロトタイプの製品と出会 うこと

ができる。 
 

【2024 開催テーマ】 [ Life Unity ] この数年、世界規模で個々の生活の質を向上させるための「プ

ロダクト」や「サービス」が細分化され 急速に広まってきました。私たちは単に「モノを売る」だけではな

く社会や個人の多様な価値観やライ フスタイルを尊重し個人の好みや思考に合った製品やサービスを

提供することで社会と個人のウェル ビーイングを共に高めることが必要不可欠だと考えています。 

MONTAGE は異なるバックグラウンドや視点を持つ人々が集まり交流し合うプラットフォームを提供し 

続けます。このアプローチを通じて多様なアイデアや価値観が集結する場を創り出し社会と個人の充実 

したコミュニティの促進に貢献していきます。 
 
 

■次回開催予定・ 

Schedule︓2025 年 2 月 12 日 ( 水 ) 

– 2 月 14 日 ( 金 ) 

Location︓科学技術館 

・ぬいぐるみをキャンバ 

スに見立て自由に描いた 

りできるアイテム 

モノが溢れている今だか 

らこそコト、トキの提案 

が必要。 

 

●イノベーション事業支援の POINT【意図】 
 

この展示会の客層は若年層が多い。インテリア中心の展示会であり、子供・赤ちゃん関連の出 

展は割合少ない。出展する場合は狙いを明確に商品を絞り込んでの出展が望ましい。次年度に 

試作品を持ち込んで展示し、ターゲットユーザーの意見・評価を聞きたいと思った。 
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EXTRA PREVIEW#29  視察 

訪問先︓ 神田スクエア・ホール 東京都千代田区神田錦町二丁目 2 番地 1 

日時︓2024/９月 

参加者︓株式会社 コボ 村松 
 
 

 
 
 

 
【展示会概要】 

EXTRA PREVIEW は、インテリア、雑貨、文房具、アクセサリー等、様々なジャンルの出展者が揃う。 

まるでセッションのような感覚で市場に新しい価値観を提供し続ける新しい展示会を目指している。 
 
 

おおよそ 100 ものブランドからそれぞれの思いを込めた製品を発表する場として、ひろくご支持いた 

だいている。独自性・創造性にあふれたものづくり、志さえあれば、規模の大小にかかわらず、平等に 

発表できること。そして、作り手同士の切磋琢磨が世の中に新しいうねりを巻き起こしていくことを 目

指している。 
 
 

・次回開催予定 

EXTRA PREVIEW＃30 

会期︓2025 年 2 月 3 週目（2 月 10 日 ( 月 ) からの週） 

場所︓竹芝 ニューピアホール chocolatesoup 

baby and kids 
 
 

 
●イノベーション事業支援の POINT【意図】 

 

この展示こちらも同じくギフトショーと同日程で開催 雑貨の出展も多くファブリック、子ど 

も関連の出展も見られる。客層は若く目的を持って会場に足を運んでいるいるように感じられ 

る。こちらの展示会も来年度の出展を見込んで試作品の準備を進めたいと感じた。 
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（15）市場ニーズ調査 ＜ターゲットユーザーへの試作品ヒアリング①＞ 
 
 

試作品を実際に見てもらいヒアリングを行う 

訪問先︓名古屋市 日時︓2024/11 月 参

加者︓A・B（子育て中のママ１歳児） 聞

き手︓株式会社 （株）コボ 村松 

 
■ギフトについて 

・生まれる前は情報がなく何が欲しいか分からなかった。情報がほしい。 

・ギフトは沢山もらった。出産経験のある友達は何が欲しいか聞いてくれる。 

・スタイ、スリーパー、バスタオル 実用的なものが多かった。 

・名入りはマグカップをもらった。 

・3000 円くらいのものは郵送で送らない。10000 円以上であれば郵送で送るイメージ。 

・箱に入っていなくてもよい。処理に困る。 
 

 

■ギフトのタイミング 

・出産直後は人によって違うと思うがぼろぼろな状態で、すぐには対応できない。 

・出産前か少し落ち着いてからが良い。 

・祖父、祖母は大きな買い物。自分たちでは分からないので結局現金になる。 

・すぐ使えるものは沢山もらった。少し後から使えるものが良いかも…。 

・定期的に変える歯ブラシが嬉しかった。歯固めとセット売りは良いかもしれない。 

・ママ友とは条項交換をして、便利なもの・ほしいものをもらった 

・送るときは人と被らないことがすごく気になった。 

・関係性にもよるが、よく使うもの、無難なもの、何枚あっても良いもの、結局無難なものを送る。 

・くつした、帽子ももらったがあまり使わなかった。 

・良まれ月によって使うものが変わってくる 最初は分からなかった。 

・ギフトを送る人、送られる人 ギフトも数は前の子より減っている。 
 

 

■ママギフトについて 

・ママ用タオル、ケアクリームはもらった 嬉しかった。 

・仲の良い子はお返しはしない。 
 

 

■EC サイトの利用  

・ミルポッシェ https://milpoche.jp/ が人気。 

・カタログギフトももらった。好きなものが選べて良い。辺りさわりのないものを選んでしまう。 

・店舗で見て自分で使うものはメルカリで買う。（すぐにサイズアウトしてしまう）贈り物は EC サイト。 

・大事な贈り物は百貨店。送料を使ってまで送る人は特別な人。友達には送らない。 
 

 

■商品 A 

・（大きいサイズ）長く使えそうで良い感じ。高級感があり高く見える。 

・1500 円～ 1800 円 2000 円以下のイメージ 

・自分も使っているがシリコン制。友達にもらった。すぐ使えなくなりそう 記念に飾って置きたい 





 

（16）市場ニーズ調査 ＜ターゲットユーザーへの試作品ヒアリング②＞ 
 

 
試作品を実際に見てもらいヒアリングを行う 

訪問先︓名古屋 日時︓2024/11 月 参加者

︓A・B・C（子育て中のママ パパ） 

    株式会社 （株）コボ 村松 
 
 

（ヒアリング内容） 
 

■ギフト 

・百貨店には行かないが、実物は見たい。 

・おばあちゃん、おじいちゃんからもらう。 

・友達からは 1 歳くらいから使える無難な洋服をもらった。 

・何枚あっても困らないものがよい＞スタイ、ハンカチ  

・もらって良かったもの 

＞実用性重視の乾かないおしりふきケース。出産経験者実体験からのプレゼント。 

＞ギフト向きではない実用的すぎるアイテムはもらうと嬉しい 

＞身長の測れるメモリのついたバスタオル こどもをのせて定期的に写真をとっている 

・親戚の人からはあまりもらわない。 

・会社関係から 少ないがもらった。おむつケーキ。 
 

 

■ギフトのタイミング 

・とにかく産後１か月は忙しい。いろいろもらったがそれどころではなかった。 

・パパが育休を取ってくれてとても助かった。比較的余裕があった。 

・おもちゃ＋帽子＋くつしたのギフトはとってもかわいかったが、あまり使っていない。 

＞実用性と見た目のバランスはすごく大事、難しい  

＞季節感のあるものは、送るタイミングが難しい 
 

 

■ママギフトについて  

・産後のケアグッズ 出産経験者実体験からのプレゼント 

・自分では余裕がないのでもらうとすごく嬉しかった 気分転換になった  

＞クリーム、ブラシ等 個体差、嗜好性が現れる商品 
 

 

■名入れについて  

・なかなか自分では出来ない、しないのでもらえれば嬉しい 
 

 

■EC サイトの利用 

・商品の検索はするが、あまり買わない。実物が見たい。感触を確かめたい。 
 

 

■商品 A 

・ちょうど今探しているところ 

＞木のイメージはいい 今使うなら小さいほう。 
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【展示会の出展品について】 
 
 

■商品 A 

・顔の表情の違う試作品を用意する。 

・名入れの仕方の方法、手順、レーザー加工機の検討を行う。 

・国内生産ではコストが合わないので、海外での生産の可能性を探る。 
 
 

■商品 B 

・試作をハーフサイズに修正し、顔の刺繍を入れたものを展示する。 

・パッケージに入れたものと、実際手に取ってもらえる単品を用意する。 
 
 

■商品 C 

・黒以外のカラーの試作品を準備する。 

・顔の刺繍も入れて完成品のイメージで展示をする。 
 
 

■商品 D 

・パッケージのインパクトもあり、リピーター等も期待できるギフトの幅を広げられる商品。  

・組み合わせにより価格も送り主が自由に決めることも可能。 
 
 

・下記テーマを設け、それぞれに対応したパッケージサイズ、デザイン、染めるアイテムを検討する 

＞リンクコーデ 

＞出産前の準備として 

＞出産後落ち着いた頃に 

＞リピータ対策 
 
 

●ダイセットは、使う時期の幅を広げられる商品 
 

出産前 出産後 
0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 

 

 
出産前の準備  出産後 出産後落ち着いた頃 リピータ 

 
 

リンクコーデ 
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3.支援活動の成果と評価 







126  

3.成果が出なかった部分と、その原因・解決方法について 
 

 
 

事業に関してはほぼ当初の予定どおり進捗できた。 

ただし、開発各ステップにおいては不十分な部分もあり、今後違うアイテムの開発を進める際には改善 

が必要と考える。 
 
 

 
【（株）オオサカヤ・開発ステップの改善点について】 

 
③コア技術・ノウハウの見極め 

…赤ちゃん服ではないプロダクトを開発するにあたって同社の強みを把握するのが難しかった。 

プロダクトにオーガニック生地は使いにくいため、外注に頼らざるを得ず、そうなると商品コス 

トがアップする。本業の服とは違う分野での商品開発には難しさがあった。 
 
 

④ アイデアラッシュ 

…コア技術の見極めの難しさがアイデア出しの難しさにも響いて、やや方向性がバラバラな結果 

となった。この時点でイノベーティブなアイデアがなかなか出てこなかった。 
 
 

⑤ 市場ニーズ調査 

…最近は赤ちゃん服なども中古やもらいもので済ませてしまう家庭も多く、アイデアに対してこ 

れといった答えが見つからない状態が続いた。 
 
 

⑥ アイデア絞り込み・追加 

…ユーザーヒアリングの中で評価の良かったアイテムに絞り込む際に、コストの問題は常に壁と 

なった。特に国内製造にこだわると高くなり、海外への発注となると品質や安全性の不安が出て 

くる。現在もこの課題の解決に向けて取り組んでいる。 
 
 

⑫ 商品企画書作成…後日、販促方法を含めて作成予定 
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- 第 3 章 -  

イノベーションプロデューサーの 

マインドセットと価値観 
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イノベーションプロデューサーに求められるマインド／価値観 
 
 
 

 
1.プロジェクト全体像の把握 

・IP 候補に座学で示した通り、イノベーションプロデュー 

サーは事業全体のリード役であるので、商品・サービス開 

発事業の全体像について常にチェックし把握しなければな 

らない。 

 
 

・今回の IP 候補者はデザイナーであるが、従来は右表の

⑨ 前後の業務のみを行っていれば良かったはずである。

とこ ろが今回の実証事業では①プロジェクト開始～⑭販売

促進 まで全てに関わることが必要になってくる。 

 
 

・もちろん全ての開発ステップを一人でこなせるわけでは 

ないので、経営者。開発メンバー、外部協力者の援けを頂 

きながら進めなければならない。 

①プロジェクト開始の意思決定 

 
②プロジェクトチームの発足 

 

 

③ニーズ調査・分析（仮説） 
 

 

④自社の強み分析 
 

 

⑤ユーザーターゲットの設定 
 

 

⑥商品コンセプト策定 

 
⑦商品アイデア展開 

 

 

⑧商品アイデア絞り込み 
 

 

⑨商品デザイン・設計 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

・イノベーションプロデューサーは事業の進捗を常に確認 

しながら、開発ステップを 1 つずつ前に進めていくことが

大 事である。 

 
 

・また、途中で開発の迷いや間違いがあったときは、勇気 

をもって前の開発ステップに戻る勇気が必要だ。 

 

 
 

⑩プロトタイプ作成 
 

 

⑪ユーザー評価 
 

 

⑫事業性の確認 
 

 

⑬製造・販売 

 
⑭販売促進 

 

 
 
 
 

【実証事業での事例】 
 

今回の実証事業では 3 社ともこの開発ステップに沿って開発を進めている。中小企業で 

は結果を急ぐあまり、このようなステップを飛ばして「思いつき」や「思い込み」で商 

品化を進めてしまい失敗してしまうことが多い。今回は実証事業という性質から開発ス 

テップを守りながら進めることで、ユーザーに評価される商品への成果が見えてきた。 









 

5.5W1H の重要性 

・イノベーションプロデューサーは、商品・サービス 

開発を進めるにあたって「5W1H」を常に意識する必 

要がある。 

 
 

・5W1H とはつまり、この商品／サービスは誰が何の 

ために使うのかを明確にすること。 

 
 

・開発者の常として、自分のアイデアやデザインに惚 

れ込んでしまい、5W1H を忘れがちになってしまうケ 

ースがよく見られる。この場合プロダクトアウト型の 

商品になりがちで、開発者は満足できても市場には受 

け入れられない商品となってしまう。 

 
 

【5W1H】 

What︓何を 

Who︓誰が 

Why︓なぜ 

When︓いつ 

Where︓どこで 

How︓どのように使うのか 

 

 

・商品／サービス開発においては、常にターゲットユーザーを脳裏に描きながら、ユーザーに受け入れ 

られる商品／サービス開発を行う必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【実証事業での事例】 
 

森松（株）／消火器カバー…消火器カバーの最初のターゲットは保育園などの子供がい 

る施設であったが、ヒアリングを重ねるにつれて、インテリアを意識するホテルや飲食 

店などのほうがニーズが高いことがわかった。 そこで意匠性に加えて防水性や転倒時

の安全性を加味し、ホテルや飲食店をターゲット として絞り込んで商品開発の方向性が

固まった。 
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8.デザイン思考の活用 

・デザイナーは未知の商品にたいして商品性やデザ 

イン性を探りながら商品化に向けて活動する。 この

デザイナーの脳内の活動を可視化して一般的に 応

用しようとするのがデザイン思考の活用である。 

 
 

・デザイン思考はデザイナーではなくても商品／サ 

ービス開発に活用が可能である。右図の 5 つのステ 

ップを行き来しながら繰り返し行うことで、イノベ 

ーティブな商品やサービスを開発する手法がデザイ 

ン思考である。 
 
 
・デザイン思考の活用を身に付けるには、実際の商品／サービス開発を繰り返し体験し実証することが 

一番の近道になる。成功体験（または失敗体験）を繰り返すことでデザイン思考をうまく活用するため 

のノウハウが身に付いてくる。 
 

 
 
 
 

【実証事業での事例】 
 

今回の実証事業では 3 社ともデザイン思考の 5 つの過程を行き来しながら開発を行って

お り、途中で課題や壁にぶつかりながらも各社で試作品まで辿り着くことができた。 今

後も同様の工程を繰り返しながら商品化を目指すとともに、次の商品についても同じ 方

法を繰り返しながらアイテムを増やしていく予定である。 



生 98  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ー第 4 章ー 

イノベーションプロデユーサーの担い手拡大に向けた取り組み 



137 
 

(1) イノベーションプロデューサー候補者の選定方法と基準 
 

 

■イノベーションプロデューサー候補者の選定範囲 

今回の事業ではイノベーションプロデューサー候補者は、現在（株）コボと取引のある外部デザイナ 

ー、及び（株）コボの社内デザイナーを選定した。理由としては以下の通り。 

①デザイナーとしての経歴がはっきりしており、本事業への適性がわかっている。 

②デザイン実務の経験が把握でき、本事業で生ずる「ギャップ解決」に柔軟に対応できる。 

③デザイン実務のみではなくコミュニケーション能力も高いことがわかっている。 

（説明） 

①は公募等で募集する場合、書類や簡単な面接のみでは適性が把握できないため。 

②の経験値は開発途上で発生する困難を乗り越えるためには必須である。 

③これはかなり重要だが、デザイナーの中には対人のコミュニケーションが苦手な人が多い。経営者と 

伴走して説得しながら事業を進めるためにはコミュニケーション能力が高いデザイナーが求められる。 
 

--------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

＊補足︓今後公募等のオープンな条件で候補者を選定する場合は、半年程度の仮採用期間をおいて本人の適性を見 

極めたうえで本採用とするのが望ましいと考える。 
 
 
■イノベーションプロデューサー候補者の選定基準 

今回の事業は「デザインドリブン・イノベーションプロデューサーの育成」であるため、以下の基準に 

沿ってイノベーションプロデューサー候補の選定を行った。 

① デザイナーであること 

② デザイナーとしての実務経験が 10 年を超えているこ

と 

③ デザイン実務のみならず、商品戦略を含む広義のデザインに興味を持ち学ぶ意欲があること 

（説明） 

①デザイナーであることは必須。ノンデザイナーであるとデザインの基礎も教育しなければならず育成 

が追い付かない。そのうえで②実務経験が 10 年以上必要。新人でデザインの現場に入り、独り立ちで

き るのが 10 年と言われているが、出来れば 15-20 年程度の実務経験を積んだ中堅デザイナーが望ま

しい。 

③については、デザイナーの中にはデザイン実務のみをやりたい人と広義のデザイン＝商品開発を行い 

たい人に別れる。今回の事業の場合は商品戦略を扱うため後者が適している。その上でやる気や意欲が 

あることは大前提となる。 
 

 

■イノベーション・プロデューサー候補 

上記条件を踏まえ、今回は以下 3 名を選定した。 

①白川 勝悟 ファーイーストガジェット 代表︓支援先企業 森松（株） 

②中尾 協平（株）コボ チーフデザイナー︓支援先企業 （株）新巧模型製作所 

③村松 甫 （株）コボ マネージャー︓支援先企業 （株）オオサカヤ 
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■イノベーション・プロデューサー候補者・略歴 

①白川 勝悟／ファーイーストガジェット 代表 

支援先企業︓森松（株） 

（抱負）中小企業の新規事業、販路開拓の手法に興味がある。製品にとどまらず販 売

までの包括的デザイン支援を実践したい。本事業で OJT にて育成支援を受けなが ら、

これまで実践していなかった開発手法を学びたい。 
 
 

②中尾 協平（なかおきょうへい）／（株）コボ チーフデザイナー 

支援先企業︓（株）新巧模型製作所 

（抱負）デザイン経営に関心を持っている。デザイン思考と経営理論を統合し、組 

織やビジネスの戦略的な目標達成に向けたアプローチを学びたい。また組織のイノ 

ベーション、競争力、および顧客満足度を向上させる手法を学びたい。 
 
 

③村松 甫（むらまつはじめ）／（株）コボ マネージャー 

支援先企業︓（株）オオサカヤ 

（抱負）工業デザインの分野にとどまらず、企画から販売までトータルにデザイン 

を手掛けるなど、幅広い分野で活躍の場を広げたい。 
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(2) 実施した教育・育成プログラムの内容・実施意図 
 

 
■イノベーションプロデューサー候補者の育成方法 

IP 候補が主体となって事業を推進する中で、イノベーションプロデューサー（以下 IP）である（株）コ 

ボ・ゼネラルマネージャーの大口が以下２つの方法で指導と教育を行う。 

①座学…デザイン思考、商品戦略に関する書籍を学習しながら、3 名の IP 候補について毎月 1 回の座学
講 習を予定。 

 

座学で使用する資料︓ 

「中小企業デザイン開発思考」大阪府産業デザインセンター／2015 

「デザイン経営への 7 ステップ」大口二郎著／2023 年（日本橋出版） 

「経営者・管理職のためのデザイン戦略入門『稼ぐデザイン力︕ 2』」 2013 年（デザインエッグ社） 

「経営者・管理職のためのデザイン戦略入門『稼ぐ「デザイン力︕」』」 2009 年（アーク出版） 

  

②OJT 教育…IP 候補者の支援企業に IP が同行し、現場で開発方針や戦略について指導を行う。今回は

デ ザインドリブン・イノベーションプロデューサーの育成であり、IP 候補者はいずれもデザイナーで

あ る。商品デザインについては各自が経験と実績があり指導するところは少ないが、企業戦略や事業戦 

略、商品戦略については経験不足な所が大きい。IP 大口はその面で実績と経験があるため、各 IP 候補

に 対し実践で OJT 教育を行いながら IP 候補の指導を行っていく。 
 
 

 
■イノベーションプロデューサー候補者の役割 

イノベーションプロデューサー候補者（以下 IP 候 

補）は、デザイン思考を活用したイノベーション誘 

発過程について、企業の商品開発支援を通じて実証 

を行う。 

３名が、それぞれ１社の企業支援を行う。支援業務 

の中で、デザイン思考の 5 つの開発ステップ（右 

図）を行き来しながら実践しイノベーティブな商品 

の開発につなげる。 
 
 
 
■デザイン思考によるノベーション誘発のポイント 

デザイン思考では上図のように５つのステップを行き来しながら商品開発を進めていく。その際に必ず 

どこかで行き詰まるポイントが出てくる。列挙すると以下のような課題が発生すると想定できる。 

・商品者のニーズがはっきりしない 

・商品コンセプトの設定ミス 

・画期的なアイデアが出ない 

・プロトタイプの完成度が低い 

・ユーザー評価が悪い など 
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このような問題や課題が出てきた際に、どのポイントまで戻れば事業が軌道に乗って行けそうなのかを 

判断することが非常に重要になる。 例えば、プロトタイプのユーザー評価がよくないが、どうすればよ

いか、と迷ったときは、元のアイデ アやコンセプト自体が間違っているケースが多い。プロトタイプま

で進めると早く商品化したいがため に、そのまま進めてしまって売れない商品となってしまうことが

多い。そのようなミスを防ぐために は、そのプロトタイプは一旦放棄し、最初のステップ「インサイトの

発見」からやり直す勇気と判断が 必要となる。 これは IP の重要な役割であり、経営者や開発者を巻

き込んで説得し事業をやり直す必要がある。 
 
 
 
 

■本事業の方針とデザイン思考との相関性、および留意点 

本事業の開発方針である「技術とマーケティングの創発」とデザイン思考は相関性が高いが、IP 候補者 

は以下の点に留意する必要がある。 

❶コア技術・ノウハウ…必ずしも高度な技術・ノウハウにこだわる必要はない。アイフォーンのように 

既存の技術であっても革新的なプロダクトは多く存在する。デザインはそのための強力なツールになり 

える。必要であれば外部の技術・ノウハウも大いに活用する。 

❷市場ニーズ…市場ニーズは現在明らかでない「潜在的な市場ニーズ」を発見することが重要である。 

そのためにはデザイン思考の開発過程を繰り返し行い、プロトタイプにて市場関係者の生の意見をよく 

聞きながらニーズを探り当てていく根気強い取り組みが必要になる。 

❸❹ギャップ…市場ニーズが明らかになった場合、現在の市場に商品が存在しないということは商品化 

できない「ギャップ」が存在する可能性が大きい。このギャップを乗り越えるためには、アイデアやプ 

ロトタイプのやり直しなどを繰り返し行う中で「偶然の出来事」に着目してほしい。 例えば新しい素

材が見つかる、新たな提携先が見つかる、画期的なアイデアがふと思い浮かぶなどであ る。「偶然の出

来事」は偶然のように見えて実は偶然ではなく、市場ニーズに引き寄せられて必然的に 開発者の味方

をしてくれるものと考えたほうが良い。ギャップを乗り越える偶然が現れるまで粘り強く 開発を継続す

ることが大事である。 
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（3）イノベーションプロデューサー候補者【座学】 
 

 
日時︓2024/6 月 

指導者︓IP（株）コボ／大口 参加︓IP 候補（株）コボ／村松、中尾、

ファーイーストガジェット／白川 
 
 
 
 
 

2024 年度・第 1 回テーマ 

「事業戦略・商品戦略・商品デザインの関係性について」 
 

 
 

■プロジェクト開始にあたって 

IP 大口＞商品開発にはステップがあり、右図のような過程 

を経て商品化に至るのが一般的である。通常のデザイナー 

の業務は「⑨商品デザイン・設計」に限定される場合が多 

いため、初期の商品戦略に関して経験や知識が少ないこと 

が多い。今回の事業テーマである「イノベーションプロデ 

ューサー」として商品を開発してまとめていくためには、 

開発全体を見る必要があるため、OJT を通じて学んでもら 

いたい。 

 
 

中尾＞これまでは商品の意匠デザインの業務が多く、事業 

戦略や商品戦略まで手がけた経験がない。 IP 大口＞事業

戦略や商品戦略とはいっても商品デザインの 上流にあるもの。

大手企業では商品企画部が用意してくれ るので、デザイン

を手掛ける際は資料を見るだけでよかっ た。一方で中小

企業の場合はそういった部署がないことが 

①プロジェクト開始の意思決定 

 
②プロジェクトチームの発足 

 

 

③ニーズ調査・分析（仮説） 
 

 

④自社の強み分析 
 

 

⑤ユーザーターゲットの設定 
 

 

⑥商品コンセプト策定 

 
⑦商品アイデア展開 

 

 

⑧商品アイデア絞り込み 
 

 

⑨商品デザイン・設計 
 

 

⑩プロトタイプ作成 

 
 
 
 
 
 
 

 

多く、経営幹部が独自で行うことが多い。そのため思い込 

みや勝手な理由で商品戦略を決めてしまう場合が多く問題 

である。今回の事業を通じて、右図のような開発ステップ 

に乗っ取った商品開発を経験してもらい、その重要性を認 

識してもらいたい。 

 ⑪ユーザー評価 
 

 

⑫事業性の確認 
 

 

⑬製造・販売 
 

 

⑭販売促進 
 
 
 

白川＞フリーランスデザイナーのため経営者とのやり取りは多い。商品戦略や商品コンセプトの重要性 

は認識しているが、経営者側で重要性を認識している方は少ないと感じている。 
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（続き）開発ステップを順に踏みながら開発を行うのは手間も時間も掛かるが、今回は支援事業であり 

開発費用の負担も少ないことから、我々のやり方で一度成果が出るかどうか協力してほしいと説得して 

もらいたい。経営者は商品が売れるかどうかが一番気になるところ。今回の事業で商品開発がうまく行 

き商品が売れる実績が出来れば、開発ステップの重要性を認識してもらえると思う。 

 
 

村松＞今回の事業はイノベーションがテーマとなっているが、そう簡単にイノベーションが起こるもの 

でもない。どこまでをイノベーションと定義するのか︖ IP 大口＞今回の事業はプロダクトイノベー

ション及びサービスイノベーションがテーマとなり、今まで になかった革新的なプロダクトやサービスの

開発が求められている。イノベーションの定義は難しいが 

「今までになかった」ものであれば、革新の度合いは問われないと判断している。 
 

 

中尾＞商品開発ステップを順に踏んでも商品開発の途中で行き詰まる場合もあると思うが、その時はど 

うすれば良いのか︖ IP 大口＞商品開発は行き詰まったり引き返したりすることが当たり前であり、順調

に商品化まで辿り着 けることのほうが少ないと感じている。商品開発が行き詰まった場合はどこかに間

違いがある証拠であ り一旦立ち止まって考えることが大事なる。「ここまで進んだのに引き返すの

はもったいない」という ことは絶対に思ってはいけない。これまでの開発過程のどこに間違いがあったの

かを開発メンバーで議 論し、必要であれば間違えたと思うポイントまで引き返すことが重要になる。 

 
 

白川＞経営者や開発メンバーにプロジェクトに対する熱意ややる気が感じられないときはどうする。 IP

大口＞商品開発に対する熱意や意欲があることが大前提となる。商品開発においては様々な壁にぶつ か

ることが予想されるので、プロジェクトに対する熱意がない場合はプロジェクト自体を中止したほう が

良い。少なくとも自分の経験上はそのような状態でうまく行った例はない。ただし経営者に熱意があ っ

ても開発メンバーの社員に無い場合もある。そのような場合はメンバー交代をお願いすることもあり 

得る。 
 

 

【勉強会まとめ】 
 

・IP はリード役。事業戦略まで踏み込んでプロジェクトを伴走する。 

・プロジェクトは決められたステップを踏んで実行する 

・プロジェクト途中で間違えたら勇気をもって引き返す 

・事業の壁を乗り越えるには支援先の熱意・意欲が不可欠 
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（続き） 

今回はターゲットユーザー一人一人に深くインタビューを行う「デプスインタビュー」形式のヒアリン 

グを行い、消費者の本音を探る手法をとる。潜在的ニーズは消費者の本音の部分がヒントになることが 

多い。IP 候補者は消費者の本音から潜在的ニーズを発見し商品化につなげていくことが大きな役割とな 

る。 
 

 
 

白川＞ヒアリング対象者はどのように選べばよいか︖ 

IP 大口＞今回の事業では試作品（プロトタイプ）を作ってから、それをヒアリング対象者に評価しても 

らう手順としている。試作品はほぼ製品に近いのでターゲットユーザーに近いほど正確な評価が得られ 

る。赤ちゃん向けの商品であれば赤ちゃんを持つお母さんに聞くのが一番良い。ただし BtoB の商品に関 

しては購入するのは企業であるため、企業の購買担当者や納入する商社や問屋の意見が一番参考になる 

だろう。 

 
 

中尾＞潜在的ニーズは想定するターゲットユーザー以外にも意外なところに存在するかもしれない。例 

えば 3D プリンターは製造業だけでなく、観光や医療、農業にも需要があるかもしれない。 IP 大口＞

たしかに潜在的な需要ははっきりとは世の中に現れていないものなので意外な分野や場所にあ る可能性

が大きい。IP 候補者は日々接するクライアントやメディア、身近な人との関りを通じて「この 場所に

意外な潜在的ニーズがあるのでは︖」という発見をするように心がけてほしい。そして可能性が あれば、

調査をしてニーズの深堀りをすることが大事だ。 
 

 
 
 
 
 

【勉強会まとめ】 
 

・探るのはまだ世の中に現れていない「潜在的ニーズ」 

・IP 候補の役割はヒアリング等を通じて潜在的ニーズを発見すること 

 潜在的ニーズがイノベーションのきっかけとなる 

・試作品をターゲットユーザーに見てもらい評価を得る 

・デプスインタビューで商品者の本音を探ることが大事 
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イノベーションプロデューサー候補者【座学】 
 

 
日時︓2024/9 月 

指導者︓IP（株）コボ／大口 参加︓IP 候補（株）コボ／村松、中尾、

ファーイーストガジェット／白川 

 
 
 

 
2024 年度・第 4 回テーマ 

「製品コンセプトについて」 
 

 
 

■5W1H の重要性 

IP 大口＞市場にはすでにたくさんの競合製品がある中 

で新しい商品をユーザーに選んでもらうためには商品 

コンセプトを明確にしなくてはならない。例えば車で 

いえば世界最大の自動車メーカートヨタは国内だけで 

もターゲットユーザー別に数多くの車種をラインナッ 

プしている。荷物を運びたい人にはハイエース、スポ 

ーツカーが欲しい人にはハチロク、ファミリーユーザ 

ー向けにはシエンタなど、実に細かく揃えている。 

1 つの商品で万人受けする商品ができればよいが、消 

費者の価値観の多様化が進む現在ではそれは難しい。 

 

【5W1H】 

What︓何を 

Who︓誰が 

Why︓なぜ 

When︓いつ 

Where︓どこで 

How︓どのように使うのか 
 
 

商品コンセプトを決める際には 5W1H をはっきり決めておくことが大事だ。その商品を「誰が」「な 

ぜ」「いつ」「どこで」「どのように」使うのかを決めておく。トヨタの「ハイエース」を例にとれ 

ば、「誰が＝ビジネスマンが」「なぜ＝荷室が大きいから」「いつ＝２４時間」「どこで＝業務で」 

「どのように＝荷物を運ぶために使う」と商品コンセプトがはっきりと言える。商品コンセプトを決め 

るのは簡単なようで難しく、逆にいえば商品コンセプトさえ決まれば商品開発はスムーズに進められる 

ことが多い。 IP 候補者は、社会のトレンドや市場調査、支援先企業の強み・技術の分析などを総合的

に勘案して。商 

品コンセプトを明確にする役割が求められる。 
 

 
 

中尾＞競合商品がたくさんある中で新しい商品コンセプトはなかなか生まれないのではないか。どうや 

って生み出すのか︖ IP 大口＞それぞれの会社の持っている技術や歴史、設備、人材など長く続いてきた

会社にはそれぞれ強 みがある。一方では社会のニーズは刻々と変化しており次々に新しい商品やサー

ビスが生まれている。 

1.企業の強みを 2.社会のニーズにマッチさせることで新製品・新サービスが生まれる。この２つをどう 

うまく組み合わせるかはプロデューサーである IP 候補者の力量に掛かる部分が大きい。 
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（続き）斬新な商品コンセプトを生み出すのは難しい作業ではあるがやりがいもある。ユーザーのヒア 

リングなどを通じて潜在的なニーズを発見し商品コンセプトを明確にして商品化につなげてほしい。 
 

 

白川＞IP 候補者が良い商品コンセプトを見つけることができたとしても、対象企業にふさわしい技術や 

設備が備わっていない場合はどうすればいいか。 IP 大口＞商品コンセプト自体は良くても支援先企業

では出来ないケースはあると思う。ただしその程度 がどれくらい乖離しているのかが判断基準になると思

う。明らかに無理な場合はあきらめるしかない が、もう少し技術を磨けば可能な場合や協力企業の手

助けがあれば可能な場合があると思う。このよう な場合は IP 候補者が自分のネットワークを通じて提携

先を探したり新しい専門家の助けを借りたりする ことは有効だろう。足りない要素があるからと言って

簡単にあきらめるのではなく、どうすればその商 品コンセプトが実現できるのかを考えてほしい。 

 
 

村松＞商品コンセプトを開発メンバー全員で共有するのにいい方法はないか︖ IP 大口＞例えば A4 の

紙１枚に 5W1H を整理して開発メンバーの指標にするのはいいと思う。途中で開発 が行き詰まったとき

はその紙を見直してみて、商品コンセプトに沿った開発が出来ているのかどうかチ ェックしながら進める

のが良い。商品コンセプトは旅の目的地のようなもの。沖縄が目的地だったのに いつの間にか北海道

が目的地になってしまってはいけない。商品開発も同じで一度目的地を決めたら、 そこに向かってきちん

と進んでいくためにも商品コンセプトは不可欠である。 

 
 

白川＞5W1H の他に商品コンセプトを表現する方法はないか。 IP 大口＞先にネーミングを決めてしま

うのも１つの方法。「名は体を表す」という言葉があるように商 品の名前は商品コンセプトを表現する

一番の手法になる。これを先に決めてしまえば開発メンバーの認 識が一致しやすくなると思う。例えば

ソニーの「ウォークマン」は歩く人の意味。歩きながら音楽を聴 くという商品コンセプトにぴったりの名

前だった。任天堂の「SWITCH」は、文字通りインドアでもア ウトドアでも両方スイッチして使えるゲ

ーム機。まず開発メンバーで商品のネーミングを考えるのは良 いと思う。 
 

 
 

【勉強会まとめ】 
 

・商品コンセプトは 5W1H で、A4 の１枚に表現する 

・企業の強み × 社会のトレンドで新しい商品コンセプトが生まれる 

・他の専門家や協力先との提携も視野に入れる 

・ネーミング＝商品コンセプト ネーミングを先に考えてもよい 
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白川＞プロトタイプのレベル（ラフ～実際の商品に近いもの）の使い分けはどうすればよいか。 

IP 大口＞商品のジャンルによって異なるが、開発者自身が機能性だけを確認したいのであれば紙など手 

近にある素材で素早く作るのが良い。一方で、一般消費者に紙などのラフなプロトタイプを見せると最 

終製品が想像できないため実際より低い評価になってしまう場合が多い。ユーザー評価を正確に得るに 

はなるべく実際の商品に近いプロトタイプのほうが良い。 

 
 

村松＞最近は 3D プリンターの活用も盛んだがどう使えばよいか。 IP 大口＞3D プリンターの急速な

発達と低コスト化によって、プロトタイプ作成は非常に簡単になった。 実際の商品に近いプロトタイプが

できる一方で、何度も作り直しすると時間もコストもかかってしま う。3D プリンターのプロトタイプは商

品が完成する前の最終段階で使用するのが効果的だと考える。 

 
 

中尾＞プロトタイプをユーザー評価に掛けて評価が低い場合はどうするか。 IP 大口＞ユーザー評価の

内容を IP 候補者が分析し、どの点が評価が低いのか、それはなぜなのか、改良 すれば評価が良くなる

のか、もしくは最初からやり直したほうが良いのかを判断しなければならない。 デザイン思考による開

発では、①インサイト＞②コンセプト＞③アイデア＞④プロトタイプ＞④テスト の順に開発ステップを

進んでいくが、④プロトタイプで評価が悪い場合は、開発ステップのどこまで戻 らないといけないかは

プロデューサーである IP 候補者と事業者の判断となる。軽い修正であれば③アイ デアを追加すれば

済むかもしれない。②コンセプトの間違いかもしれないし①インサイトまで戻る必要 があるかもしれな

い。ただし、これまで進めてきた時間とコストを惜しむあまり、評価が悪くても開発 を無理に進める

ことは厳禁である。必要ならば、勇気をもって戻ることが大事である。 

 
 
 
 
 

【勉強会まとめ】 
 

・プロトタイプは、それまでの開発を総合的に形にするもの 

・プロトタイプは、開発課題とユーザー評価の確認に使う 

 特に活用するのは開発の中期から後期にかけて 

・プロトタイプは、ラフから商品に近いものまで使い分けが大事 

・プロタイプのユーザー評価が悪ければ、思い切って引き返すことが大事 
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中尾＞デザイン思考を意識してデザインを行ったこ 

とはないが、これを事業に応用していくにはどうす 

ればよいか。 IP 大口＞デザイン思考は右図のよう

に 5 つのステッ プを踏みながら進めていく。今回の事

業で IP 大口が OJT で指導しながら事業を進めて

いくので、自身の 過去のデザイン開発実績と照らし

合わせながら実際 の事業をどのように進めたら良い

か考えながら進め てほしい。 特に大事なのは途

中で事業が行き詰まったときの対 処の仕方になる。

事業をあきらめてしまうのではな く、どこで間違え

たのか、どうすればブレークスル ーができるのかを

考え抜くことが突破口になる。 
 

 
白川＞支援先の経営者や開発者にデザイ思考のメリットを納得してもらうにはどうすればよいか。 

IP 大口＞一番いいのは今回の事業を進めながら、段階を踏んで進めていくとミスも少なく事業がうま く

行きそうだということを実感してもらうこと。そして最終的にイノベーティブな新商品ができて売 れ

ることが一番良い。 そのほかに他社でのデザイン思考活用の事例を紹介するのも良い手だてだと思う。

特に自社の事業と 近い会社の事例は参考になるはずで、IP 大口が OJT のなかでそのような成功事例

を紹介していく予定で ある。 

 
 

村松＞ステップの中では「インサイトの発見」が一番難しいと思う。どのようにインサイトを見つけ 

ればよいのか。 IP 大口＞インサイトとは言い換えれば潜在的ニーズのこと。現在世の中には現れて

いないニーズなの で探すのは難しい。一方で我々デザイナーが生活者として不便を感じたり改善の必

要を感じたりする ことは多いと思う。そのような不便や不満を初期段階で多く拾い集める作業は有効

になる。例えば専 門家へのヒアリング、ターゲットユーザーのインタビュー、開発メンバーによるア

イデア出しなど方 法はいろいろある。その中で IP 候補者が「これは」と思うヒントを拾い上げるこ

とがインサイトの発 見につながることが多い。 

 

【勉強会まとめ】 
 

・デザイン思考はきちんとしたステップを踏み、IP 候補者が考えながら 

ブレークスルーを目指し、最終的に支援先企業の事業を成功に導くこと 

でその手法の有効性を証明していく 
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（続き）この技法を活かしてランプにしたのが有松鳴海絞りのランプである。ひだがある特徴を活かし 

た様々な文様が評価されており、ホテルなどから注文がある。伝統工芸の技法を布ではなくインテリア 

に転用したイノベーションだと思う。 IP 大口＞昔からある技術を他の分野に転用することはイノベ

ーションのきっかけになる。スマホのアイ フォーンもタッチパネルと通信を組み合わせたものであり、技術

的には既存のものだ。支援先の技術を 精査して現在の業界以外に活用することができないか検討して

みる必要がある。 
 
 
 
 

中尾＞ダイソンはサイクロン式の掃除機から始まり、画期的な商品を 

次々と発表している典型的なイノベーション企業だと思う。 特に羽

根のない扇風機はそれまでの扇風機の概念を覆す商品であり非 常に

驚いた。実は「羽根のない扇風機」自体は以前からアイデアや概 念は

あったが商品化されていなかった。従来の扇風機の羽根は危ない のは

明らかなのでニーズ自体は確実にあったと思われる。自社の技術 と市

場ニーズをうまくマッチさせて商品化したダイソンがすごいと思 う。 

IP 大口＞私もこの商品が出たときは驚いた。イノベーティブな商品だ 

と思う。扇風機は羽根があって当たり前、という固定観念があるとな 

かなかこのような商品は生まれてこない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ダイソン HP より転載 

https://www.dyson.co.jp/ 
 
 

 
支援先の企業でも、その業界の常識や固定観念に縛られて新しい商品やサービスを生み出せない場合が 

あるのではないだろうか。外部から支援先の技術やノウハウを見て他業界や今まで取り組んでいない分 

野に応用できないか探してみてほしい。 
 
 

 
白川＞社会を変えるような商品ではないが、コクヨの「カドケシ」は 

画期的だと思う。細かい所を消したいというニーズにデザインで応え 

たアイデアは見事だ。 IP 大口＞カドケシは発表からすでに２０年以

上経っているが、いまだ に人気商品であり目の付け所が良かった。中

小企業は技術力もそうだ がアイデアで勝負できる可能性が大きいと思

う。特許や実用新案が取 れるようなアイデアやデザインがあれば長く

企業業績に貢献できるの で今回の事業でも斬新なアイデアに期待

したい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://kobe-

nagasawa.co.jp/ 



 

イノベーションプロデューサー候補者【座学】 
 

 
日時︓2025/1 月 

指導者︓IP（株）コボ／大口 参加︓IP 候補（株）コボ／村松、中尾、

ファーイーストガジェット／白川 
 
 
 
 
 

2024 年度・第 8 回テーマ 

「今期の支援事業を振り返って」 
 

 
 

■デザインドリブン・イノベーション 

IP 大口＞今期の支援事業を振り返って、デザ 

インによるイノベーション創出についてどう 

感じたかそれぞれの意見を伺いたい。 私とし

ては、3 社それぞれが商品化やサービ スの

実施 1 歩手前まで進むことができたのは 

大きな成果だと思う。 

 
一方では現実の商品性やサービスに落とし込まないといけないという面もあり、イノベーティブな商品 

やサービスとしては物足りない面もあったと思う。今後商品化を進めていくにあたっては、後戻りを恐 

れずに「業界初」「日本初・世界初」などの冠が付くような商品・サービスにまで高めることができれ 

ば支援としては成功だと考える。「デザイン思考」を活用した商品・サービス開発は開発ステップを繰 

り返す中から、ある時偶然画期的なアイデアが浮かんだり、予期しない成果が出たりすることで画期的 

な商品やサービスが生まれることが期待される開発手法である。現状に満足せずに開発ステップを何度 

もやり直してみることが大事だ。 
 
 
 

 
村松＞（株）オオサカヤのアイデア出しの中で 

出てきたアイデア。 市販品には類似したもの

がなく新規性のあるア イデアだと思う。 このア

イデア自体は（株）コボの社員で小さい 子供

を持つお母さんとの会話の中で出てきたア イデ

アである。身近なアイテムだけに「こんな も

のがあったらいいな」というニーズから、 

 

 
 
 
 
 
 
 



 

（続き）このようなアイデアが生まれた。 

デザイナーだけでかつ子育てが終わった、または子育てしたことのない人からはなかなか生まれないア 

イデアだと思う。 現在試作の改良や展示会での反応を見ているが、評価が良いので商品化に向けて

進めたい。またキャラ クターは自由に設定できるので有名なキャラクターとのコラボレーションも出来た

ら良いと考える。 
 
 
 
 
 
 

中尾＞3D プリンターを活用した少量生産、というテーマで 

進めたが、最初はコストやクオリティの面で本当に商品化ま 

で辿り着けるのか不安だった。 色々調べていくうちに、海外

での生産や自社での大型 3D プ リンターの導入などでコス

トが劇的に下がることがわかり、 サービスが実現できる目

途がついている。 こういった進化のスピードが早い分野では、

最初のうちは実 現不可能に見えても、可能性を探っていく

うちに手がかりが 見えてくる体験ができたことは大きな成果

だ。 今後は少量生産の実現に向けて、（株）新巧模型製作所

と企 業をマッチングしていく必要がある。 

 

 

食品機械のガシャポン（試作） 

 

3D プリンター自体が発展途上なので、日々情報を更新しつつ少量生産の可能性を探っていきたい。 
 
 
 
 
 

白川＞エアクッションを使用した消火器カバーは見た目も斬 

新であり転倒保護機能もあって、新しい形の防災用品になる 

のではないかと期待した。 しかし試作を防災用品の販売会

社に見せたところ、「火事で 消火器に貼りつくような商品は

販売できない」と一蹴されて しまった。 その後、ヒアリング

から出た「取っ手付き」のアイデアを活 かす形に落ち着い

たが、作り手の思い込みによるアイデアは 現場の意見とは

大きく異なることを実感させられた。 
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育成活動の結果と評価 
 

 
■育成目標に対する成果 

①座学 

…毎月１回（全７回）の座学において、参考書を参照しながらデザインドリブン・イノベーションの理 

論的な実行方法について学んでもらった。商品開発・事業開発においては、理論と実証は車の両輪とな 

るものである。どちらかが掛けていては事業の実行と成功には至らない。 以前の業務では、担当各デ

ザイナーは主に意匠（スタイリング）に特化して業務を行ってきた訳だが、 今回の実証事業のプロデュー

サー候補として、商品開発・事業開発の理論をベースに事業を推進する方 法を学んでもらい、実際に

事業の中で活かすことができている、と評価できる。 
 
 

②OJT 教育 

…各実証事業の現場に IP 大口が同行し、実証事業において OJT 教育を行った。次ページから各 IP 候

補の OJT における成果表を示す。各開発ステップにおいて概ね良好な結果を残してもらい、商品化に

むけて 順調に進んでいる。 
 

 
 
 
 

■デザイン思考の活用について 

各 IP 候補がデザイン思考の考え方を理解し、デザ

イ ン思考を活用した開発ステップを行き来しながら

進 めてもらった。 デザイン思考による商品・サービ

ス開発の大事なポ イントは「事業が行き詰まった

際の試行錯誤」にあ る。 
 

 

例えば「プロトタイプで良い評価が得られなかった時にはアイデアに戻る」「評価が悪い際にはインサ 

イトの発見まで戻る」など、今回の実証事業の中でも当てはまる事例が見られた。その過程を体験でき 

たことはＩＰ候補にとって非常に重要な実体験であったと思う。 
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文責株式会社コボ  

大口 二郎 



令和６年度中小企業庁イノベーションプロデューサ事業報告書
株式会社アルタレス

第１章 はじめに
令和６年度のイノベーションプロデューサ事業では、防衛イノベーション分野で中小企業を支援。
具体的には、①デュアルユース技術を持つ企業の防衛市場参入支援、②防衛省・自衛隊との意
見交換会を通じたニーズと企業シーズのマッチング、③海外展示会や企業訪問による日本企業と
海外企業との連携を推進した。合計16社を支援し、そのうち重点支援企業としてカウンタードロー
ン分野に強みを持つA社とドローン製造に強みを持つB社を選定した。

第２章 支援活動の全体像
支援活動は、①中小企業への直接支援（助言・相談）、②大企業や関係省庁との連携支援、③投
資機関へのヒアリングを通じた支援策検討の3本柱で実施。日本の防衛調達では大企業（プライ
ム企業）経由が主流であり、海外企業との連携や投資環境の整備も課題と認識。支援対象分野
は、ドローン分野、カウンタードローン分野、周辺機器・ソフトウェア分野であり、合計16社に対して
支援活動を展開した。

第３章 主な支援先企業の支援状況
A社: 電波技術を活用し、数百km範囲のアクティブ型カウンタードローン開発を目指す。海外企業
とのOEM生産や日本での独自製品開発を支援した。防衛ニーズとのマッチングを進め、大量調
達の可能性を評価している。
B社: 小型ドローンの製造・供給網に強みを持ち、防衛省の情報収集・攻撃用ドローンを中心とし
た無人機の大量調達に対応できると考えている。米英企業との連携や生産拠点整備を支援し、エ
コシステム構築を目指す。

第４章 イノベーションプロデューサのマインドセットと価値観
イノベーションプロデューサには、国際的視野と国家戦略に基づくイノベーション推進の姿勢が求
められる。新市場開拓には、企業支援だけでなく制度設計への関与も必要である。

成果と今後の展望
16社を支援し、充填支援対象とした2社で顕著な進展があった。防衛ニーズと技術シーズのマッ
チングが進み、大量調達やエコシステム構築に向けた基盤が形成されつつある。今後も継続的な
支援で成果拡大を目指す。



 

令和６年度成長型中小企業等研究開発支援事業（中小企業のイノベーション創

出を支援する「イノベーション・プロデューサー」による活動支援実証事業） 

 

 

 

 

令和６年度 中小企業のイノベーション創出を支援する 

イノベーション・プロデューサー  

事業報告書 
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1. 本事業の背景・狙い 

 中小企業の稼ぐ力を強化し成長につなげるという観点で、イノベーションは大幅な成長

をもたらす有力な手段の 1 つである。イノベーションを創出し、新製品・新サービスを生

み出すためには、 自社の強みの認識・言語化を行うとともに、既存事業の関係先以外のニ

ーズを探索し、得られたニーズと自社の強みの間を往復しながら新製品・新サービスの構

想・具体化を行い（プロダクトイノベーション）、差別化戦略を構築する機能が必要であ

り、こうした機能を補完又は中小企業に代わって提供する支援策が求められている 。 

 

そこで、本事業では、イノベーションの創出を目指す成長志向型の中小企業を対象とし

て、こうした機能を補完又は中小企業に代わって提供し、新製品・新サービスの創出を支

援する「イノベーション・プロデューサー」の担い手拡大に取り組んだ。また、中小企業

の新商品・新サービスの創出支援を拡大するには、支援に必要なノウハウを形式知化し共

有できるための仕組みづくりも不可欠である。こうした認識から、中小企業の新事業支援

のための汎用性があり再現性が高いナレッジの構築、それを使った中小企業の新事業創出

支援者（イノベーション・プロデューサー候補）の育成、および地域における中小企業の

新事業創出支援のための環境づくりなどにも本事業では取り組んでいる。 

 

上記の認識に基づき、本事業では次の 3 つの活動を行った。 

１．イノベーション・プロデューサースキルセット（以下、IP スキルセット）の整備 

昨年度事業では 32 ページに示すイノベーション・プロデューサー育成のための

IP スキルセットを整備した。今年度はこれにプロダクトイノベーション等の観点

の追記を行い、改善を図った。 

２．IP スキルセットの適用 

イノベーション・プロデューサーが実施する中小企業の新事業支援の現場にイノ

ベーション・プロデューサー候補が同席し、前項の改善された IP スキルセットを

適用して OJT を実施した。 

３．育成システムの検証 

 

第 3 章で詳述するイノベーション・プロデューサーに求められる 6 つの素養に基づき、

前項 OJT を通じた育成システムの効果と課題を評価した。 

 

 本事業報告書の構成を以下に示す。 

第 1 章で本事業の背景と狙いを説明した後、第 2 章でプロダクトイノベーションのアプ
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ローチについて説明した上で、イノベーション・プロデューサーによる事業者へのプロダ

クトイノベーション支援の詳細を報告する。これにより、イノベーション・プロデューサ

ー候補が OJT の場とした現場で、どのような学び得ることが出来たかを把握する。最後に

第 3 章でイノベーション・プロデューサー候補の育成について、今年度得られた成果と次

年度に向けた考察を報告する。 
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2. 中小企業の新事業の事業化支援 

2-1. プロダクトイノベーションのアプローチ 

以下に、プロダクトイノベーションのアプローチ方法について説明する。 

ビジネスが成功するために不可欠なのは魅力ある強い商品が存在していることである。

商品の力が不足している中では、如何に戦略やマーケティングに拘っても持続的に成長す

るビジネスを創り出すことはできない。強い商品を生み出すには「事業者の商品への強い

想い入れがあること」、「顧客あるいは市場に鍛えてもらうこと」が必要である。 

新事業を立ち上げようとする中小企業が強い商品を作るためのプロセスとなるプロダク

トイノベーションの全体像を図１に示す。 

 

図 1. プロダクトイノベーションの全体像 

 

新事業の起点となる新しいビジネスのアイデアは、社会、ビジネス、商品などに関して、

「もっと良くできるのではないか」、「何とかしなくてはいけない」、「今の状況はおか

しいのではないか」という発想や違和感から生まれる。 
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それをハードウェア、ソフトウェア、サービスなど見える形にするのがビジネスの第一

歩である。そこから「良いものができた」というレベルまで手持ちの資金で何とか作り込

むことになるが、余程のことがなければ、最初に作ったものがそのまま強い商品となって

ビジネスが立ち上がることはない。 

次に必要なのは、自分なりに「できた」と思う未完成の商品を誰かに見せ、できれば使

ってもらい、良いところ、悪いところを率直に指摘してもらうというプロセスである。 

 

 

 

指摘内容を深堀して商品を改善して作り込み、商品の完成度が少し上がったところで、

再びその状態の商品を使ってもらい改めて指摘してもらう。最初に意見をもらった人はも

ちろん、商品の具体的なポテンシャルユーザー像を想定しながら、意見をもらう人の幅を

広げていくことが重要である。 

 

 

こうしたプロセスを繰り返し、試作品、プロトタイプと言えるレベルまで作り込み、ど

こかの時点で決断して商品として販売する。このようにプロダクトを完成させるにあたっ

ても自社の技術に着目しているだけでは不十分で、どんな人がユーザーになるのかを考え、

そうした人達にアプローチするマーケティングセンスが必要なのである。 

こうして、商品として対価をもらって販売を開始すると、ここまで色々な意見を反映し
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たはずなのに、顧客は色々な意見を言ってくる。完全に完成した商品を世に出すことはで

きないことから、厳しい指摘を予想してバックアップ体制を整えておき、即座に対応する

ことで顧客をしっかりと捕まえることが大事になる。伝統的な日本企業は完全な製品をリ

リースしようとするが、IT ではリリースしてからのデバッグやアップデートが当たり前で

あるし、欧米では自動車でも新しい技術はバグ取りを前提としてリリースする場合がある

と言う。 

 

 

ここまでだけでも大変な作業であるが、同じくらい大変なのは商品開発のための資金を

確保することである。社内であれば、上司に商品開発の必要性を説明し、成果を報告し、

複数年にわたる経費と人件費を確保しなくてはならない。最近は都道府県、国が事業開発

の補助金を様々に用意しているので、企業の規模に関わらずこれらは積極的に利用すべき

である。ここでも採否を決めるのは、社会的、経済的な効果や実現可能性がどのくらいあ

るかであり、引いては、発想の元となった違和感や想いにどれだけ説得性があり、商品を

鍛え上げるためのプロセスをどれだけ具体的に行ってきたかが重要となる。公的資金の提

案書には社会的な意義や波及効果が求められるので、持続性のあるビジネスを作り込むに

は良い面もある。 

このようにプロダクトイノベーションは厳しい取り組みであるが、だからこそ実現した

時の喜びは大きく、社会としても応援していくべきことである。そして、厳しい道を登っ

ていく力の源泉となるのは違和感などを端とする想いの強さなのである。 
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2-2. 活動目標に照らした達成度 

今年度の業務に当たって設定した中小企業支援に関する活動目標について達成度を示す。 

 

 20 社以上の中小企業に対し 10 名以上のイノベーション・プロデューサー候補が支

援を実践する 

 課題を乗り越え、新事業の製品販売、事業提携、新事業のための会社設立を含む体

制整備を実現する企業が５社以上産まれている 

 

一つ目の目標について、株式会社 RICH は経済産業省の J-NEXUS 事業の成果として令

和５年度に設立したばかりであったため、母体である北陸 RDX（現在、５年事業の４年目

で来年度も継続予定）で挙げてきた成果をこの目標設定に利用した。北陸 RDX では、毎

年 10 件以上の新規案件を含む支援先候補となり得る推進計画が累積で 50 件（令和 6 年 4

月現在）となっており、また当初イノベーション・プロデューサー候補と考えていた上級

エリアコーディネーター9 名が常時活動を行っている。 

しかし、実際に支援先にとって有用なプロダクトイノベーションに関する支援を行おう

とした際、3-3 に示した基準に照らして選定したイノベーション・プロデューサー候補で

あっても、単独で支援先に対応することは困難であると考えた。このことは 3-5 で改めて

説明と分析を行い、また 3-6 でイノベーション・プロデューサー候補の育成に関する今後

の具体的取組みの提案を行っているので、ここでの詳細な説明は割愛するが、結果として

以下のような状況で今年度の取組みは進められた。 

・全ての支援先にイノベーション・プロデューサーが直接支援を提供することとした。

イノベーション・プロデューサー候補はその場に同席して OJT を受ける。 

・有効な支援を提供するためには支援先の課題を正確に把握する必要がある。そのた

め支援の場への第三者の同席が困難となり、今年度のイノベーション・プロデュー

サー候補を RICH 職員に限定した。 

具体的には、再提出した計画で示した支援先 7 社に、定例報告会で新たに追加した 2 社

を加えた 9社の支援先に対して、RICH職員であるイノベーション・プロデューサー候補 5

名がイノベーション・プロデューサーと共に支援を提供した。 

二つ目の目標について、結果的に、イノベーション・プロデューサー候補ではなく、イ

ノベーション・プロデューサーが直々に支援を行ったことから効果が出る確率は高まった

と考えられる。今後は、毎年一定の成果を上げ続けるために、支援先の数の拡大とイノベ

ーション・プロデューサー候補の増員を図っていきたい。 
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3. イノベーション・プロデューサーの担い手拡大に向けた

取り組みおよび求められる素養 

3-1.イノベーション・プロデューサーの担い手拡大に向けた取組み 

本章では、最初にイノベーション・プロデューサー候補が利用可能なツールである IP ス

キルセットの説明を行い、その後イノベーション・プロデューサーの担い手拡大を目的の

一つとして開催したシンポジウムの報告を行う。 

3-1-1. イノベーション・プロデューサースキルセット（IP スキルセット） 

 我々はイノベーション・プロデューサーの担い手拡大に資する取組みとして、イノベー

ション・プロデューサースキルセット（以下、IP スキルセット1）を昨年度整備した。IP

スキルセットは事業者のイノベーションを支援に有効な様々なツールによって構成されて

おり、イノベーション・プロデューサー候補による事業者支援を補完できる。IP スキルセ

ットは担い手の育成に活用できることはもちろん、イノベーション・プロデューサー候補

として活動できる人材の裾野を広げることにも有用である。 

IP スキルセットの構成を図 2 に示す。 

 

図 2. IP スキルセットの構成 

 

1 ここで用いている IP スキルセット等の名称は、株式会社 RICH において便宜的に名付けたものであ

り、成長型中小企業等研究開発支援事業等で中小企業庁が提案する、中小企業のイノベーション創出を支

援する「イノベーション・プロデューサー」の公式なスキルではないことを明記しておく。今後 RICH が

IP スキルセット等の名称を用いることで、中小企業庁の認定を受けている等の誤解を招くことのないよ

う名称の使用に注意する。 
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IP スキルセットを構成する各要素についてここで簡単に説明する。 

①IP マニュアルはイノベーション・プロデューサー候補が最初に、イノベーション・プ

ロデューサーが実施すべき支援の全体像を把握し、必要な知識やスキル、備えるべき心構

えについて学ぶためのテキスト資料であり、IP スキルセットの中核をなす。 

②コーチングガイドラインは IP マニュアルの中でも言及されている、事業者と信頼関係

を構築・維持するために重要となるコーチング的コミュニケーションを身に着けるための

ガイドラインである。 

③IP マニュアル体系は、IP マニュアルに書かれている内容を北陸先端科学技術大学院大

学の知識科学の知見に基づき構造化したもので、イノベーション・プロデューサー候補が

テキストベースの IP マニュアルを体系的かつ効率的に理解する助けとなる。将来的にはイ

ノベーション・プロデューサーの活動を支援する AI に繋がることが期待される。 

④IP アーカイブスは、RICH（北陸 RDX の活動含む）が中小企業のイノベーション創出

支援でこれまでに作成してきた実務資料（ただし、秘密情報および個人または個社を特定

出来る情報は除く）をデータベース化したもので、新たな案件で実務資料を効率的に作成

する際の助けともなる。 

⑤IP データベースは、イノベーション・プロデューサー候補が実際の支援を行う場を記

録した録音・録画データをデータベース化したもので、将来的には IP マニュアル体系から

作られる A とリンクして、イノベーション・プロデューサー候補の支援の評価に活用する

ことを想定している。 

⑥IP 専門家ネットワークは、RICH が持つ日本トップクラスの専門家ネットワークであ

り、イノベーション・プロデューサー候補が実務的な支援を提供する際に必須となる技術、

法務、知財、財務に関する専門的な知見を供給する。 

この IP スキルセットが有用なものであり続けるためには、常に新しい知見をフィードバ

ックし継続的にメンテナンスを行う必要がある。以下、個々の要素に関する活動内容を示

す。 

 

3-1-2. IP マニュアル（IP スキルセットの構成①） 

IP マニュアルの初版は昨年度の同事業「令和 5 年度中小企業のイノベーション創出を支

援するイノベーション・プロデューサー」において作成された。初版は令和 5 年度の事業

報告書の添付資料として中小企業庁に提出されており、そのため IP マニュアル初版の利用

について RICH から令和５年度イノベーション・プロデューサー事業の成果物利用許可願

いが中企庁に提出されている。 
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IP マニュアルが整備されたことで、イノベーション・プロデューサーが持つ暗黙知が形

式知化され、イノベーション・プロデューサーが提供している支援が目的を達成するため

の支援全体のどこに位置づけられるのか、イノベーション・プロデューサー候補が理解で

きるようになった。 

また、IP マニュアルは実践から得られた新たな知見や課題をフィードバックすることで

アップデートされていくことが常に求められている。今年度行った主要な改訂について、

以下簡単な説明を行う。 

 

（1）プロダクト・イノベーションに関する追記 

・事業者が、得られたニーズと自社の強みの間を往復しながら新製品・新サービスの構

想・具体化を行うプロダクトイノベーションを推進するために必要となる知見を、プ

ロダクトイノベーションの章を新たに立ててまとめることで、IP マニュアルがより分

かり易く説得力のあるものになる。 

・プロダクトイノベーションの取り組みを進めるにあたっては、マーケティングの視点

が不可欠であることを盛り込むべきである。 

との理解から、プロダクトイノベーションを推進するための支援に関する項目を追加し

た。IP マニュアル改訂版では p.23「5．事業のコア」中の「プロダクトイノベーション」

が相当する。なお、新しく追加したこの項目のエッセンスは、本事業報告書の 2-1. プロダ

クトイノベーションのアプローチにまとめられている。 

 

（2）ストーリーの重要性の追記 

事業計画の基盤として、ストーリーの重要性を説明する項目を追加した。IP マニュアル

改訂版では p.17、p.18「 3．事業計画が新事業支援の基本」の中の「ストーリーの重要性」

および「ストーリーを計画にする」が相当する。ここでは、事業のストーリーが事業計画

の基盤となること、事業を立ち上げる際には夢を抱いて事業が成長するストーリーを描く

こと、目標達成のためにはストーリーを描き換えること、新しいストーリーを描き続ける

ことの重要性などが書かれている。 

 

（3）１００億円のイノベーションの追記 

100 億円規模のイノベーションに関する項目を追加した。IP マニュアル改訂版では p.24

「5．事業のコア」の中の「10 億円のイノベーションと 100 億円のイノベーション」が相

当する。IP マニュアルの初版では、北陸 RDX が主に数億円の売り上げ規模を持つ中小企

業を対象としてきたことから、それらのケースでは 10億円のイノベーションが目標となる

こと、そこではリアルなファクトの積み重ねが重要であるとの説明に留まっていた。今年

度、支援先に数十億円の売り上げ規模を持つ企業がいくつか加わったことから、新たに売
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上規模が 10億円の企業が 100億円以上の企業への成長を目指して新事業を立ち上げるグレ

ードアップケースに関する説明を追加した。グレードアップケースでは 100 億円の年商を

実現する対象市場は1000億円の規模であり、その背景には必ず社会的ニーズの大きなトレ

ンドが存在すること、そこではイノベーション・プロデューサーに新事業が社会の流れに

沿っていることを示す羅針盤の役割が求められることなどが書かれている。加えて、支援

先によってはチームコンサルティングが求められ、イノベーション・プロデューサーには

チームリーダーとしての振舞いも必要になるケースが示されている。 

 

3-1-3. コーチングガイドライン（IP スキルセットの構成②） 

コーチングガイドラインはイノベーション・プロデューサー候補が事業者に支援を提供

する際の姿勢をコーチング理論に基づきまとめたものである。昨年度提出した IP マニュア

ル初版に資料②として別添されている。イノベーション・プロデューサー候補がコーチン

グ的コミュニケーションを身に着けるためには継続したトレーニングが欠かせず、今年度

も昨年に引き続きコーチング研修を以下の通り実施した。 

 

【コーチング研修】 

日 時：2024 年 11 月 19 日（火） ～ 20 日（水） 

場 所：ホテル金沢 

参加者：全 12 名 

テーマ：あなたが、今、気になっている関係性の改善 

1 日目 

(1) 関係性はデザインできる 

 ａ 私たちを取り巻く関係性 

ｂ その関係性は何がどうなっていれば良好と言えるのか 

ｃ 今、気になっている関係性 改善／進化の余地は何か？ 

ｄ 改善の糸口を見いだすコーチング的コミュニケーション 

 2 日目 

(2) 実践トレーニング 

ａ 8Points レーダーチャートで改善の糸口を探究する 

 

       ※8Points レーダーチャートとは研修講師が開発したオリジナルの 

        ツールで、改善の糸口となる 8 つの項目が示されたものである。 
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【フォローアップミーティング】 

日 時：2024 年 1 月 8 日（水）  日 時：2024 年 1 月 10 日（金） 

場 所：オンライン   場 所：Microsoft Base Kanazawa 

参加者：全 5 名    参加者：全 8 名 

 

   研修の成果を身に着けるための実践とその振り返りの場として、フォローアップミ

ーティングを開催している。フォローアップミーティングでは、各参加者から今年度

のテーマに基づく実践結果が報告された。 

 

3-1-4. IP マニュアル体系（IP スキルセットの構成③） 

 IP マニュアル体系は、IP マニュアルに書かれている形式知を構造化したものであり、ま

た同時に構造化された知識を体系的に取り扱うためのマネジメントシステム（以下、「IP

育成・知識創造システム」と呼ぶ。）まで含む概念である。現在は形式知の構造化を、北

陸先端科学技術大学院大学との共同研究の中で進めており、今年度の共同研究では、昨年

度実施した研究の範囲を IP マニュアル全体に拡大し、「信頼を獲得する」「事業を理解す

る」「事業計画を構築する」の 3 つの構造化データを構築した。 

また、構築された構造化データの妥当性は、イノベーション・プロデューサーおよび複

数のイノベーション・プロデューサー候補との振り返り研修を実施し、フィードバックを

得ることで確認している。 

 

【振り返り研修】 

日 時：2024 年 11 月 11 日（月）15:00-17:00 

場 所：Microsoft Base Kanazawa 

参加者：全 6 名 

概 要：参加者の属性はイノベーション・プロデューサー、イノベーショ

ン・プロデューサー候補および共同研究先の研究者。最初に、共同

研究者から IP マニュアルを構造化した知識が提示され、それを元に

イノベーション・プロデューサー候補から IP マニュアルへのフィー

ドバックの提案が行われた。ここでの議論はその後、イノベーショ

ン・プロデューサーにより IP マニュアルの改訂版に反映された。 
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3-1-7. IP 専門家ネットワーク（IP スキルセットの構成⑥） 

 IP 専門家ネットワークは、RICH が持つ日本トップクラスの専門家ネットワークであり、

イノベーション・プロデューサー候補が実務的な支援を提供する際に必須となる技術、法

務、知財、財務に関する専門的な知見を供給する。今年度、RICH の専門家ネットワーク

には商務アドバイザーなどに新しい専門家が加わっている。特に、事業意欲の高い事業者

においては専門家のアドバイスへのニーズが高いことが確認されており、今後とも専門家

ネットワークの充実を図っていく。 

専門家とのコミュニケーションは IP に依存していることから、IP 候補の理解を促進す

るために、専門家コミュニケーション研修を 2 回実施した。 

 

【専門家（ファイナンス）コミュニケーション研修】 

日 時：2024 年 12 月 26 日（木）13:00-15:00 

手 段：zoom（オンライン） 

参加者：全 6 名 

 

【専門家（知財・法務）コミュニケーション研修】 

日 時：2024 年 12 月 27 日（金）13:00-15:00 

手 段：zoom（オンライン） 

参加者：全 6 名 

 

一方、現在の IP 専門家ネットワークは熟練のイノベーション・プロデューサーの個人ネ

ットワークに連なる人材のみで構成されており、今後このレベルの専門家をどのように維

持していくか、また高齢の専門家については新しい専門家をどのように見出し、世代交代

をどのように実現していくかなどに課題がある。 
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3-2-1. シンポジウム 

  イノベーション・プロデューサー事業を周知するためのシンポジウム「HOKURIKU 

Innovation Summit～北陸のプロダクトイノベーションを加速する～」を開催した。このシ

ンポジウム開催には次の目的があった。 

・プロダクトイノベーションの先進事例を示すことで地域企業を中心にプロダクトイノ

ベーションへの取り組みのモチベーションを高めること 

・新たな支援先となりうる新規企業に RICH の取組み周知の機会とすること 

・大学や自治体、支援機関、金融機関など、北陸 RDX の参画・協力企業に RICH の取

組みを周知し、今後のスムーズな連携に繋げること 

・イノベーション・プロデューサーによるプロダクトイノベーションの取組みを周知す

ることで、新たなイノベーション・プロデューサー候補の参加に繋げること 

また、このシンポジウムは広く参加者を募るために、一般財団法人北陸産業活性化セ

ンターが幹事機関である J-NEXUS 経済産業省「産学融合拠点創出事業（産学融合先導モ

デル拠点創出プログラム）」北陸 RDX と共同で開催した。 

 

【HOKURIKU Innovation Summit～北陸のプロダクトイノベーションを加速する～】 

日 時：2024 年 12 月 10 日（火）13:30-16:30 

会 場：ホテル金沢 

主 催：株式会社 RICH、一般財団法人北陸産業活性化センター 

後 援：北陸経済連合会 

次 第： 

第１部 北陸イノベーション・カンファレンス 

  ・失敗学の権威である中尾政之による基調講演 

・北陸地域で活躍するプロダクトイノベーションに関するキーパーソンによる 

パネルディスカッション 

第２部 北陸イノベーション・ネットワーキング 

  ・第 1 部登壇者によるディスカッションおよびネットワーキング 
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開催告知・申し込みリーフレット 

  

 

 本シンポジウムには事務局を除き 96 名の参加申込みがあり、当日の参加者は 81 名であ

った。また、参加者向けに実施したアンケートには 65 名から回答があり、以下に示す通

り、約９割が満足との回答であった。特に、パネルディスカッションについては、大変満

足 80%、やや満足 17%とこの手のイベントのアンケート結果として最高レベルの評価を獲

得した。パネルディスカッションに登壇した３社はチャレンジングな目標に果敢に取り組

むことで成果を出した企業である。こうした企業の発言に対して最高レベルの評価を得た

ことは、プロダクトイノベーションに向けたモチベーションの向上という本イベントの第

一の目的が達成できたことを示している。 
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  Q1.基調講演について                 Q2.パネルディスカッションについて 
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3-2. イノベーション・プロデューサーに求められる素養 

前節で説明した IP スキルセットは、イノベーション・プロデューサーが持つべきスキル

やネットワークに焦点を当てている。しかし、実際の現場では支援先の状況に応じて IP ス

キルセットの、どの要素を、どうやって活用するのか、が求められる。このように IP スキ

ルセットを使うという観点から、支援を通じて明らかになったイノベーション・プロデュ

ーサー候補に求められる素養を整理すると以下のようになる。 

 

① 新事業の支援に必要となる基本的な知識の習得 

新事業を立ち上げるためには、事業目的、技術開発、知財戦略、事業提携、収

支分析等に関する知識が必要となる。本事業においては、IP スキルセットに含ま

れる IPマニュアルにこれらに関する基本的な知識が集約されている。また、IPマ

ニュアルは活動の進捗に沿ってアップデートされる。 

 

② 事業計画策定・実行のために必要となるネットワークの確保と活用 

事業計画の策定と実行を支援するためには技術、法務、知財、財務等に関する

専門的な知見が必要となる。IP マニュアルにおいても、個人でこうした知見を獲

得することは困難であること、個人の不十分な知見で支援を行うべきではないこ

とを指摘している。そのため、IP スキルセットにおいては、上述した分野におけ

る専門家を IP 専門家ネットワークとして外部化している。 

 

③ 対象事業について競争力のあるビジネスモデルを提示する能力 

適切な事業計画や事業戦略を策定するためには、競争力のあるビジネスモデル

を構想することが必要である。そのためには対象分野に関する知識やビジネスモ

デルに関する知見が必要である。本事業では、IPスキルセットの中の IP アーカイ

ブスに過去の事業で作成した資料が納められており、必要に応じて参考にできる

ようなっている。 

 

④ ビジネスモデルの実現のために適切なロードマップを提示する能力 

ビジネスモデルの実現のためには自社による技術等の開発に加え、パートナー

の巻き込みや提携、想定顧客の獲得、事業実証など連ねたロードマップを明らか

にする必要がある。そのためには事業に関する知見に加えて、提携すべき企業や

顧客を具体的に提示するための知識、およびこれらにアプローチする方法論に関

する知見が必要になる。IP マニュアルの中のマーケティング戦略、事業構造、事
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業提携などに基本的な知識は集約されているが、ロードマップの提示力は、それ

らの知識を現場で使いこなすための実践的な能力であるといえる。 

 

⑤ 中小企業とのコミュニケーション能力 

上述したように新事業の支援には専門的な知識が必要となることに加え、ビジ

ネスモデルの構築に当たっては大企業との提携も必要となる。イノベーション・

プロデューサーには専門家や大企業と中小企業との橋渡しとしての役割が求めら

れる。そこでは、上から目線にならず中小企業の目線に立ち、中小企業からの信

頼を獲得し活動することも必要になる。そのため、本事業ではコーチングの専門

家を招いたコーチング研修を継続的に実施している。 

 

⑥ 中小企業の現状を評価し必要な支援策を抽出・提示する能力 

中小企業の新事業の立ち上げを支援するには、事業立ち上げの活動がどのよう

な段階にあるか、適切なビジネスモデルやターゲットを検討しているか、実現に

向けて何か課題か、どうすれば競争力を獲得できるか、どうすれば企業として脱

皮できるか、などの観点から中小企業の現状を見極め、課題解決のための処方箋

やビジネスモデル実現のための戦略を提示しなくてはならない。事業資源が揃っ

ている大企業向けのコンサルティングよりも実践的で深い企業理解が求められる。 

 

 ここで挙げた 6 つの素養について、イノベーション・プロデューサー候補の習得度合い

を 3-5. にまとめた。6 つの素養は IP スキルセットの使い方に関するものが多く実際の支援

を通じて評価する必要があることから、第 2 章で示した 4 つの支援先に対する取り組みを

評価した。 
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3-3. イノベーション・プロデューサー候補者の選定方法と基準 

3-3-1. イノベーション・プロデューサー候補の選定基準 

前項で示したイノベーション・プロデューサーに求められる素養を前提として、イノベ

ーション・プロデューサー候補者の選定に当たっては以下のような点が基準になると考え

られる。 

① 新事業の立ち上げ、支援に関する経験 

ベンチャーを設立して新事業を立ち上げたことがある、企業の中で自身が主体

となって新事業を立ち上げた経験がある、企業の中で新事業の立ち上げを直接指

導したことがある、コンサルティング会社で新事業の立ち上げを支援したことが

ある、公的機関等で新事業の立ち上げを支援したことがある等、何らかの形で新

事業の立ち上げに関わった経験があり、事業計画等についても理解があることが

求められる。ただし、本事業で整備を進めている IPスキルセットのような育成環

境がある場合は、こうした経験や理解は一定のレベルで十分と考えられる。 

 

② 中小企業の新事業に関する理解 

新事業の立ち上げ支援を高いモチベーションで推進していくには、中小企業の

新事業およびそれを支援することの意義を理解していることが必要である。その

ためには、ベンチャービジネスやスタートアップの重要性とは異なる、中小企業

の新事業に関する経済、産業、地域創生について一定の知識や理解を持っている

ことが求められる。 

 

③ コミュニケーション能力 

本事業では中小企業の新事業の支援に当たっては中小企業とのコミュニケーシ

ョン能力を重視している。そのためには中小企業の立場に立ち、中小企業の意見

を傾聴し適切な助言を行うコミュニケーションの素養が求められる。また、本事

業では専門家や大企業との橋渡し役となることも求めている。そのためには中小

企業とのコミュニケーション能力に加え、専門家や大企業との会合で臆すること

なく対話し、専門的な知見を引き出し、提案できるコミュニケーションの素養が

求められる。 

 

④ 調査・資料作成能力 

IP スキルセットの IP マニュアルでは口先だけの支援活動に陥ることに警鐘を
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鳴らしている。中小企業より高い知見を持っている意識があるとこうした状況に

陥りやすい。そうならないために、IP マニュアルでは適切なプランを策定するた

めの専門的な知見や分析・検討を反映した資料を作成することの重要性を指摘し

ている。イノベーション・プロデューサーにはそうした資料を作成するための調

査分析能力、資料作成能力、アプリケーションを使いこなす能力が求められる。 

 

⑤ 知見習得に関する意欲 

前項で述べたイノベーション・プロデューサーに求められる素養を個人として

身に着けている人は極めて稀である。いたとしてもそうした人材を地域で獲得す

るのは容易なことではない。そのため、イノベーション・プロデューサー候補を

育成するには一定の素養を持った人材の確保が前提ではあるものの、継続的に素

養開発に取り組む意欲はイノベーション・プロデューサー候補にとって何より重

要な素養と言える。 

 

3-3-2. イノベーション・プロデューサー候補の選定方法 

前項で示した選定基準を満足する人材を獲得するためには以下のような方法が考えられ

る。 

・ 新事業支援を担う公的機関、大学の産学連携部門、有力企業内での事業支援経

験者、などからの推薦 

・ コンサルティング会社からの人材紹介、人材派遣 

・ 大企業のシニアの人材プールなどからの人材紹介 

・ 副業人材関連機関からの人材紹介 

また、地域等でイノベーション・プロデューサーを組織的に育成していくためには以下

のようなプロセスが考えられる。 

 

第一段階：リーダー人材の確保 

イノベーション・プロデューサーの育成には支援活動をリードするリーダー

人材が不可欠である。こうした人材はイノベーション・プロデューサーに求め

られる素養の条件を高いレベルで満たし、中小企業から信頼される人材である

必要がある。コンサルティング会社、商社、金融機関、などでビジネス経験を

積んだ人材が想定される。リーダー人材を招聘するには、一定以上の報酬が支

払われることはもちろんだが、イノベーション・プロデューサー事業の意義、

立場、権限などについて魅力ある条件を提示することが重要である。 
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第二段階：中核候補の確保 

地域等でイノベーション・プロデューサーを育成していくためには、まず集

団の中核となる人材を確保することが必要である。ここでは新事業支援に関す

る経験の深さよりも、イノベーション・プロデューサー事業のために主体的な

意識で働いてくれる人材が求められる。そうした人材を確保するためには、公

的機関、大学、地元の金融機関などから素養のある候補を確保することが考え

られる。 

 

第三段階：候補人材の拡大 

リーダー人材と中核候補により中小企業の新事業支援が一定の成果を上げた

段階で、候補人材の拡大を図る。ここではシニア人材や副業人材の紹介機関や

ネット上での公募などにより幅広い人材調達を図る。 

 

 今年度、イノベーション・プロデューサー候補とした RICH 職員の 5 名は、いずれも新

事業支援を担う公的機関や大学の産学連携部門、または有力企業での事業支援の経験を有

する者で、前項の選定基準にも合致した人材である。 

 

3-4. 実施した教育・育成プログラム等の内容と目論み 

 今年度、イノベーション・プロデューサー候補に実施した教育・育成プログラムは主に

次の 2 つであった。 

① IP マニュアルの理解・習得 

② イノベーション・プロデューサーによる支援の現場に同席しての OJT 

 一つ目のプログラムでは、以下を実施した。 

 個々のイノベーション・プロデューサー候補による座学を中心とした IPマニュアルの

習得、IP 専門家ネットワークの理解のための取り組み。 

 これまでの事業者支援の経験に基づく IPマニュアルの改訂のための振り返り研修の実

施。 

 プロダクトイノベーションに関する講義。 

 RICH のアドバイザーである専門家によるファイナンス、法務、知財に関する研修。 

 改訂した IPマニュアルに基づく実践を経た上での、再度の改定のための第二回ワーク

ショップの開催。 

 二つ目のプログラムでは、一つ目の IP マニュアルの理解を実践の場で活用することが求
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どこにあるのか判断し、IP マニュアルの内容に基づ

き適切な処方箋を提示する必要があるが、殆どのケ

ースで中小企業の状況を適切に判断することができ

ていなかった。 

イノベーション・プロデューサーに求められる 6 つの素養について、これまでの取り組

みと今後の方向性を以下で整理する。 

3-5-1. 基本的な知識の習得（IP に求められる素養①） 

新事業支援に関する基本的な知識については IP マニュアルを整備して習得を図った。ま

た、実際の支援活動を通じて IP マニュアルの改訂、アップデートが必要となった場合は、

振り返り研修等を開催して改訂、アップデートの内容を議論し、議論を反映した。 

 イノベーション・プロデューサー候補の育成の観点からこうした知識の習得方法を以下

の通り評価することができる。 

 IP マニュアルを組織として整備することは新事業支援に関する基本的な知識の習得に

有効である。 

 実践を通じて IPマニュアルの改訂、アップデートすべき点を抽出し、振り返り研修等

を通じて IPマニュアルに反映するプロセスは、改訂、アップデート内容の共有だけで

なく IP マニュアルを組織に浸透することに有効である。 

 一方で、IP マニュアルに記載された知識を応用した支援策を講じるためには、上述し

た取り組みだけでは不十分であることが明確になった。 

以上から、新事業支援に関する基本的な知識の習得については、IP マニュアルの整備、

改訂、アップデートという現状の取り組みを継続すると共に、IP マニュアルに記載された

知識を応用した支援策を講じるための方策を検討する必要がある。 

 

3-5-2. ネットワークの確保と活用（IP に求められる素養②） 

 RICH は技術、法務、知財、ファイナンス、商務について、日本でトップレベルのアド

バイザーを確保している。また、アドバイザーとの日常的なコミュニケーションを行える

環境も整備している。特に成長意欲の高い中小企業については、専門性の高いアドバイザ

ーとの交流を求める傾向があるため、イノベーション・プロデューシングの観点からも高

度なアドバイザー陣の確保は重要である。 

一方で、アドバイザーの有する高度な知見を実際の事業に反映するためには、事業状況

を分析して課題を明確にし、アドバイザーの専門的知見が活かせるような問いかけを行う

ことが必要である。さらに、アドバイザーの知見を事業に組み込むには対話を繰り返し事
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業と専門的な知見の橋渡しをしなくてはならない。 

こうしたイノベーション・プロデューサー候補に求められる素養を確保するためには、

社会的に高位なアドバイザーとのコミュニケーションに加え、彼らの知見を引き出すため

の独自のコミュニケーション能力を要請するための方策等を検討する必要がある。 

 

3-5-3. ビジネスモデルの提示能力（IP に求められる素養③） 

 ビジネスモデルの提示については IP マニュアルの中に記載された基本的な方法論と北陸

RDX や RICH に関わるプロジェクトのための実践活動を共有することで習得を図ってきた。

しかしながら、いずれにケースにおいてもこうした習得方法だけでは、高いレベルで新事

業の展開を図る中小企業の支援の現場で適切なビジネスモデルを提示するための能力を培

うこと難しいことが明らかとなった。同時に、仮にイノベーション・プロデューサー候補

がビジネスモデルの仮説を思いついても、自信を持って提示できないことも明らかとなっ

た。 

こうした状況を改善するためには、以下の対処を図ることが必要と考えられる。 

・ビジネスモデルに関する豊富な知識を習得するための取り組み 

・対象案件に対して常にビジネスモデルを考えるマインドセット 

・支援先に先行してビジネスモデルを検討する業務プロセスの検討 

 

3-5-4. ロードマップの提示能力（IP に求められる素養④） 

 ビジネスモデルを実現するためのロードマップを提示する能力については、ビジネスモ

デルと同様、IP マニュアルの中に記載された基本的な方法論と北陸 RDX や RICH に関わ

るプロジェクトのための実践活動を共有することで習得を図ってきた。しかしながら、い

ずれにケースにおいてもこうした習得方法だけでは、中小企業の支援の現場で実践的で納

得感のあるロードマップを提示するための能力を培うこと難しいことが明らかとなった。 

 ロードマップの提示にはビジネスモデルと比べても実践的な知見が求められるため、上

述した状況を改善するためには、以下の対処を図ることが必要と考えられる。 

・事業の立ち上げに必要となる事業要素に関する基本的な知識の習得 

・典型的なロードマップに関する知識の習得 

・常に事業の目標達成を意識し、ロードマップを考えるマインドセット 

・支援先に先行してロードマップを検討する業務プロセスの検討 
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3-5-5. コミュニケーション能力（IP に求められる素養⑤） 

 RICH では中小企業とのコミュニケーション能力を醸成するためにコーチングのスキル

を重視してきた。そのためにコーチングに関する専門家による研修を継続的に実施してい

る。各ケースにおいて中小企業とのコミュニケーションが概ね良好であり、新事業に関わ

る議論においても傾聴の姿勢が一定程度身に着き議論の充実に貢献してきた。このように

コーチングスキルの導入の効果が確認されたことから、今後もコーチング研修を継続して

いく計画である。 

一方で、今回の事業で高度な事業を立ち上げている企業の経営者、高い専門性を有する

専門家とコミュニケーションするための能力は身に着いていないことが明らかとなった。

そもそもコーチングは、指導する立場にあるコーチと指導される立場にある選手とのコミ

ュニケーションをコーチの立場から構築したスキルという側面があるので、イノベーショ

ン・プロデューサー候補よりビジネス経験、社会的な地位、専門性などの面で高位にある

人達とコミュニケーションするスキルを培うには何らかの工夫が必要と考えられる。今後

はこうした理解から、自身より高位の人達とのコミュニケーションを図るための方法論の

確立を検討していく必要がある。 

 

3-5-6. 現状評価と支援策の抽出・提示能力（IP に求められる素養⑥） 

医療と同じく、適切な診断を行うには、相手の話に耳を傾け表情に目を配った上で、自

身の頭の中にある事業の知識と何度も組み合わせを行うことが必要である。新事業支援に

照らして考えると IP マニュアルが医療知識に相当し、打ち合わせは単なる意見交換の場で

はなく目の前の現状と知識の照らし合わせの試行錯誤の場ということになる。しかし、IP

マニュアルという知識が整備された一方で、中小企業の新事業への取り組み状況の診断に

ついては OJT に頼っているのが現状である。 

今後は適切な診断能力と目標に向けた課題の解決方策を提示する能力を身に着けるため

の取り組みが必要である。OJT は依然として重要であるが、中小企業の状況と新事業の種

類の組み合わせは無数にあることから、OJT の積み重ねだけで診断と処方箋定提示能力を

獲得しようとするのは効率性が低い。実際の事業の現場に足を運ぶ前にこうした能力の基

本を身に着ける方法論を確立する必要がある。 
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3-6. 今後の取り組み 

 以上の考察を受けて、今後の取組みについての具体的な提案を以下に示す。最初に、既

存の IP スキルセットのブラッシュアップに関する提案を行い、次に今年度事業で明らかに

なった課題に対する新しい取り組みについての提案を示す。 

 

3-6-1. IP スキルセットのブラッシュアップ 

本年度の取り組みによって、IP スキルセットの有効性と課題が確認された。以下に示す

通り、今後は今回得られた有効性と課題を踏まえた改善と充実を図る。 

① IP マニュアル 

基本的な知識の習得、組織内での浸透に IP マニュアルと振り返り研修等のワ

ークショップを通じたアップデートが有効であることが確認された。 

以上から、IP マニュアルについては、今後も継続した実践を通じたアップデ

ートとワークショップのサイクルを回していく。 

② コーチングスキル 

コーチングの専門家による継続的なコーチング研修は中小企業とのコミュニ

ケーションの改善、充実に効果を上げてきた。コーチングスキルの習得は支援

機関、コンサルティングファームにとって欠かせないテーマになると考えられ

る。一方で、コーチング研修は一般の中小企業とのコミュニケーションに効果

を上げる半面、高度な事業を牽引する事業者、専門家という支援者より高位の

事業知識、専門知識を有する人達とのコミュニケーションには課題を残した。 

以上から、コーチングスキルについては、これまでのコーチング研修を継続

することにより基本的なコーチングスキルの定着を図ると共に、高位の実績や

知見を有する人達とのコミュニケーション能力の開発方策を検討する。 

③ IP マニュアル体系 

知識科学に基づく IP マニュアルの構造化は、IP マニュアルに記載された

TODO を一見して体系的に把握することができて画期的な手法である。また、

階層的に示されているため、TODOの軽重を把握することができるので、IPマ

ニュアルの体系的な理解を促すことができる。OJT と組み合わせれば今回の実

証で課題となった、事業者の現状を診断し適切な処方箋を講じるための能力の

養成に効果があると考えられる。 

以上から、IP マニュアル体系化については、今後とも範囲を拡大すると共に、

システム化による一層の機能向上を図っていく。 
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④ IP アーカイブス 

IP アーカイブスを整備したことで、イノベーション・プロデューサー候補は

支援活動に必要となる資料のベースとなる資料を得ることができる。アーカイ

ブスは支援活動に必要となる資料の体系化でもあるので、前項の IP マニュアル

体系と組み合わせれば、一層効率的かつ効果的な資料作成が可能になる。また、

アーカイブする事業の数を増やしていけば、今回課題となったビジネスモデル

の提示能力の補完できる可能性もある。 

以上から、IP アーカイブスについては対象となる事業の数を増やすと共に IP

マニュアル体系との連動を図っていく。 

⑤ IP データベース 

イノベーション・プロデューサーやイノベーション・プロデューサー候補の

打ち合わせを可能な範囲で音声データとして取得し、一部については知識科学

の専門家のレビューを得た。それによると、音声データを分析することにより、

イノベーション・プロデューサー候補が IP マニュアルに記載された知見をどの

程度有効に活用できているか、どのような課題があるかを分析することが可能

であることが分かった。一方で、こうした分析には実際の支援の打ち合わせ以

上に時間を要するため、業務に反映するには AI などによるシステム化が必要に

なる。 

以上から、IP データベースについては、今後ともデータの蓄積を図り、知識

科学の専門家によるサンプル評価を行うと共に、将来的な AI 化の検討を行う。 

⑥ IP 専門家ネットワーク 

RICH が整備してきた専門家ネットワークについては、特に事業意欲の高い

事業者において強いニーズを確認することができた。一方で、専門的な知見を

有し社会的にも認められている地位にいる専門家とのコミュニケーションをイ

ノベーション・プロデューサーに頼っているという課題も確認された。さらに、

RICH の専門家ネットワークは過半が 60 歳代という現状もある。 

以上から、専門家ネットワークについては、今後とも意欲ある事業者に積極

的に紹介すると共に、RICH 側としての橋渡し機能の強化を図っていく。また、

専門家の年齢を鑑み、今後の維持の方策についても検討していく。 

 

3-6-2. 新たな取り組み 

（１） アップサイドコミュニケーション 

今回の実証で課題となったイノベーション・プロデューサー候補より高位の知見・実績
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を有する人達とのコミュニケーション能力を培うために以下の取り組みを検討する。これ

により、中小企業と事業支援に関するトップレベルの専門家との橋渡し、というイノベー

ション・プロデューサー候補のミッションの達成度の向上を図る。 

 

 経営者メンタリングに関するスキルの活用 

コーチングの専門家は、所謂コーチと選手のコミュニケーションスキルの研修に加

えて大企業の経営者等に対するメンタリングを行っている場合がある。基本的なコー

チングスキルと経営者等に対するメンタリング双方に関する知見を有する人から指導

を受けることで、イノベーション・プロデューサー候補が高位な人達とのコミュニケ

ーション能力の向上を図ることができる可能性がある。 

 メディア記者のスキル活用 

新聞、テレビ、雑誌等の優れた記者は若手であっても政治家、経営者、有識者にイ

ンタビューし、様々な知見、意見を聴取し第三者に伝えることができる。場合によっ

ては高位な人達とのコミュニケーションも築く。こうしたメディア記者のスキルを学

ぶことで、専門家等の意見を引き出し、コミュニケーションを深めることができる可

能性がある。 

 専門家との面談によるスキルの実証 

以上の取り組みにより得られたスキルを用いて RICH のアドバイザーとの面談を行

い、知見の取得、コミュニケーションの向上度などを評価し、評価結果を踏まえて再

度の研修を行う。 

 

（２） ダイナミックな知識展開支援システム 

今回の実証では、IP マニュアルの知識は習得できたものの、実際の事業支援の現場で事

業者の状況を診断し、適切な処方箋を提示できないことが確認された。これは知識の静的

（スタティック）な習得ができる半面、動的（ダイナミック）な活用ができていないこと

を意味している。そこで、事業のダイナックな現場でのイノベーション・プロデューサー

候補の知識の引き出し、活用を支援するシステムの開発を図る。具体的な取り組みは以下

の通りである。 

 IP マニュアル体系のシステム化 

IP マニュアル体系をシステム化することで、事業支援の様々なシーンで求められる

TODOを柔軟に引き出せる機能を構築する。同時に事業支援のシーンにおいてキーワ

ード検索を行うことで、イノベーション・プロデューサー候補が当該シーンが IPマニ

ュアルのどの位置に該当するかを把握できる機能を構築する。 

 IP マニュアル体系とデータベースの紐づけ 

IP マニュアル体系に示された各TODO に IP アーカイブスを始めとするデータベー
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スに蓄積された資料やデータを紐づけることで、TODOに応じたアクションの内容を

一層具体的にすることができる。実際には一つのアクションに関係する資料は複数存

在するが、将来的にAIを使ってより有効な資料を推薦できるようになれば効果は一層

高まる。 

 IP マニュアル体系システムの携帯化 

IP マニュアル体系のシステム化やデータベースとの紐づけの効果をリアルタイムで

高めるのがシステムの携帯化である。システムをスマートフォン上で作動可能性にす

ると共に、限られた画面でも TODO や関連資料を簡易に検索できるようになれば、

会議の場でも支援者が、会議の位置づけを理解し、適切な発言を行い、処方箋を提示

できるようになる。こうなれば、これまで属人的で典型的な暗黙知だった事業者の診

断や処方箋の提示などのスキルを多くの人が見に付けられるようになる。まさに事業

者支援業務の DX である。 

 

（３） ビジネスモデルのケーススタディとデータベースの形成 

事業者に対してビジネスモデルないしはビジネスモデルを想定した支援策の提示ができ

ない最大の理由はビジネスモデルに関する知識と思考力の不足である。そこで、ビジネス

モデルに関する知識の向上とビジネスモデルを考える能力の定着のために以下の取り組み

を行う。 

 これまでの支援実績で検討されたビジネスモデルの整理 

 イノベーション・プロデューサーとイノベーション・プロデューサー候補による参加

型のケーススタディの継続開催 

 上記により蓄積されたビジネスモデル事例のデータベース化 

 IP マニュアル体と前項データベースの紐づけ 

 

（４） アクティブな中小企業のネットワーク形成 

今年度のシンポジウムでは、チャレンジグな新事業の立ち上げ果敢に取り組む中小企業

の話は多くの人が傾聴し、評価することが確認された。新しい事業の立ち上げには多くの

人が不安を感じる。それを乗り越え事業の立ち上げを実現するためには、新事業を立ち上

げようとしている企業同士が有用な情報を交換し、刺激し、時に励まし合うような場が必

要である。 

スタートアップ支援などで普及しているメンター制度は、励みにはなるものの事業者と

メンター、アドバイザーでは立場が違う。中小企業の集まりはあるが、新事業を本気で立

ち上げようとしている企業は必ずしもマジョリティではない。 

そこで、新しい事業の立場に強い意欲を持つ中小企業同士がコミュニケーションできる

場を創れば、不安や試行錯誤が避けられない新事業の立ち上げの支えになるはずである。
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また、そうしたコミュニティによってモチベーションを高まれば、イノベーション・プロ

デューサーによる支援の効果も高まるはずである。 

これまで RICH が関わってきた中小企業を起点に、新事業支援に対する意欲の高い中小

企業のコミュニティの形成を図る。 

 

以上 
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１．支援先の事業概要 

１－１ 支援先企業の主な強みや、今回の事業開発で活用された具体的なリソース 

京都の中小企業Ａ社は日本酒を製造販売しており、より付加価値の高い大吟醸製品の開発にも成

功している。更なる事業拡大と成長に向けて「米・米粉を活用した新規食品へ」という考えのもと、

伝統的醸造技術を活かした新たな食品産業への展開をめざした技術開発・製品開発を準備している。 

同社の主な強みの一つは、現社長の代になってから成長志向が高く、新規事業に向けた試行錯誤

を継続しており、その社長の想いが組織内に浸透している技術開発志向の組織力が強みであると考

えられる。また、地方独立行政法人 京都市産業技術研究所（以下「京都市産技研」という）の継

続指導を受けている関係性も強みの一つである。 

 

 

１－２ 支援が目指す事業開発が対応する市場ニーズの概要 

1. 10 月 10 日（木）に近畿農政局生産部 生産振興課を訪問し、情報収集を行った。 

2. 10 月 25 日（金）に、東京ビッグサイトで開催されていた食品開発展 2024 に参加して情

報収集を行った。 

3.  10 月 25 日（金）に、日本米粉協会を訪問し、情報収集を行った。 

4. その他、文献等調査を行った。 

 

 

 図１．農林水産省 米粉需要 
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図１は、農林水産省が令和 6 年 1 月に発行した「米粉をめぐる状況について」で報告されたもの

である。農林水産省も全農も、少子高齢化➡減反➡耕作放棄地増加という流れにならないように、

補助金を支給して食用米生産から加工米生産(米粉用を含む)への転換に誘導している。しかし、図

１が示すように、H21～H23 年度は生産転換喚起したが需要が増えなかったために、その後の米粉

生産量は減少となってしまった。 

そのことを踏まえて、現在は生産転換喚起に先行して「ニーズ創出」に注力している。例えば、

図２に示すように、近畿農政局では「米粉フェス」を開催するなど各地域局でニーズ創出活動を継

続している。 

 

 

 

１－３ その市場ニーズに対し、検討中または提案中のソリューション（製品やサービスのアイデ

ア） 

米粉の新規活用が求められているというニーズに対し、本研究開発および継続する Go-Tech で

の研究開発成果物がソリューションとなる。 

 

１－４ 支援開始前の企業の状況（準備段階や抱えていた課題、前提条件・制約など） 

新規展開を図る商材の事業規模の確認が進んでおらず、生産体制の投資や製造技術の構築にも影

響が出ている。技術的には川下企業が求める性能が解明できないことが大きな課題である 

図２．米粉ニーズ創出事例 



 

 

 

5 

第２章 新事業の事業化までの支援内容 

２－１ 支援の実施フローと、各ステップでの検討内容や状況の変化 

○ 支援内容を決定した背景や意図。 

前述の課題のとおり、工業的な食品産業における米のニーズを踏まえて調査を行い、事業目標を

設定した研究開発計画を策定している。もう一つの柱は、川下企業が求める機能解析が可能な分析

技術を持つメンバーを加え、その研究開発計画を次年度の Go Tech に申請することにより、事業

化を加速させていく。 

 

○ 支援中に発生した課題と、その解決方法。 

11 月 28 日に京都市産技研と地方独立行政法人 大阪産業技術研究所（以下「大阪産技研」とい

う）と株式会社産学連携研究所（以下「AIR」という）の IP 候補者が一堂に集い、調査結果の情報

共有を踏まえたディスカッションができたことで、次に進む合意形成と開発方向性・内容のバー

ジョンアップにつながったと考えている。つまり、解決方法としては必要な情報共有を前提とした

安心して発言できる場（多様な意見をまずは受け入れる）にあると考える。 

 

○ 支援中に行われた議論の内容や方向性。 

11 月 28 日のミーティングの前、IP 候補者の中には本事業で支援する企業と顔を合わせたこと

の無いものもいたので、支援していく内容と関連する米粉のニーズ・課題調査の内容をまとめなが

ら情報共有を行った。その目的は、京都市産技研と大阪産技研や支援対象企業との技術・商品知識

レベル差を少なくすることにより、かみ合う議論にしていくためである。 

 

２－２ イノベーション・プロデューサーが具体的に実施した支援活動とその詳細 

京都市産技研と共に、次の成長に向けて次年度 Go Tech の採択に向けて活動する内容や期待成

果についてディスカッションを行った。 

11 月 28 日午後の全体会議を設定し、支援企業と支援する IP 候補者が参加して、次年度 Go 

Tech の採択に向けて準備すべきことや課題のディスカッションを行った。また、その会議をより

有効なものにするために、同日の午前中には、関わるバイオ技術の再確認の場を設けた。 

次年度 Go Tech の採択に向けて、京都市産技研からＡ社が PL になるフォーメーションでの体制

づくりを依頼した。また、PL が京都の企業であることから、事業管理機関として公益財団法人 京
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都高度技術研究所（以下「アステム」という）に問い合わせを依頼した。フォーメーション設定後

には、独立行政法人 中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という）に事前相談の機会を設け

るように依頼した。 

 

IP 候補者の育成に関しては、米粉のニーズ探索を手分けして行うように指示をした。具体的には、

新規事業領域について提案できるように調査をしてまとめるように指示をした。 

IP 候補者育成の具体的な報告は、4 項で報告する。 

 

２－３ 支援活動の成果と評価 

○ イノベーション・プロデューサーの活動目標に照らした達成度。 

本委託事業の概要は以下のとおりである。 

１. 活動領域の拡大と実証モデル 

支援する中小企業Ａ社に、２つの支援モデルにより中小企業のイノベーション創出を支援す

る。 

① 新用途探索と新製品開発 

② 経営学的なイノベーションモデルによる市場ニーズ探索と販路開拓 

２．担い手の拡大 

次世代の I P 育成も行うことで、イノベーション創出活動の継続的な拡大に取り組む。申請

者からは、若手の中小企業診断士らを I P 候補とし、I P とともに支援企業を担当させ、開

発から販路開拓までを座学と OJT で実施することで、担い手の拡大を目指す。 

 

評価するにあたり、上記 2 つにそれぞれの評価軸を検討してみた。１の活動領域の拡大としては、

本事業の成果物として「支援企業を交えて次年度申請予定の Go Tech 申請書の大枠ができてい

る」ことである。２の育成については、知的資産経営の知識を取得することと、OJT だけでなく会

議のファシリテーションを代わりに努めてもらうことも計画していた。人財育成において、今回の

ような IP では実戦経験が重要ではあるが、座学による知識習得も重要である。いわゆる指向性の

異なる多組織の活動歩調を合わせるための知識・座学がないままに IP のような支援を行ったため

に、プロジェクトが破綻した事例もあると、コーディネーターの先輩が教えられたこともある。

よって、座学部分４＋実践 6 の配分とした。 
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それぞれの評価軸に対して主観的ではあるが 0～10 で評価をすると、1 の達成度は 10、2 の達

成度は 4である。 

1 の理由は、Go Tech 申請書の申請書内容項目の概要を持って 2025 年 1 月 10 日に中小機構を

訪問し、中小企業アドバイザーに見てもらい助言をもらったところ、①マーケットや出口は明確で

あり、②研究開発内容は明確であり、③基盤技術は明確であり、④フィージビリティエビデンスは

ある、ということで必要な要素は揃っているとの評価であったからである。 

2 の理由は、IP の指示・指導の下、IP 候補者に担当分けをしてニーズ探索を独自に行わせると

共に、担当分けしたものを全員で統合させたところ、新規事業の提言まで考察・報告できたからで

ある。更に、知的資産経営報告書作成フローに基づいて実習として AIR の知的資産活用状況を候補

者が作成することができたことから知識習得はできたと考えたからである。一方、会議のファシリ

テーションを代わりに努めてもらう機会を作れなかったので、実践の点のついての育成度は評価不

能である。これを合わせて 4 と評価した。 

Go Tech 申請に向けて、メンバーでディスカッションを行った結果を図 5 に示す。これに基づい

て、中小機構で申請書の書き方の指導を受けている。 

 

 

○ 支援対象企業のイノベーション活動の現状。 

本事業による支援で、次年度 Go Tech での採択を目指すことにより、3 年間の資金援助を得られ

るかもしれないとなった現在は、採択に向けて中小機構訪問時にも、その場での PL としての発言

にも積極性が見られる。自分事として、このチャンスを生かしてスピーディに課題を解決すること

で、新たな市場に参入できる可能性が、具体的にイメージできて納得いただけたことも要因の一つ

ではないかと推察している。 

 

 

○ 期待通りの成果が出なかった部分と、その原因分析、解決方法。 

前述の「２－３ 支援活動の成果と評価」に掲げている本事業の主目的である「中小企業のイノ

ベーション創出を支援する」を期待成果とすると、期待通り成果は出ていると判断する。 
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３．イノベーション・プロデューサーのマインドセットと価値観 

３－１ 支援を通じて明らかになった、イノベーション・プロデューサーに求められる重要なマイ

ンドや価値観について 

本事業でイノベーション・プロデューサーを担ってきた個人のとらえ方として述べる。 

本事業に限らずプロジェクトの責任者に求められるマインドの一つは、投げ出さないことである

と考える。一方で、プロジェクト中止の決断や組織への提案ができるのもプロジェクトの責任者で

ある。つまり、遂行するにしろ、何らかの理由により中止するにせよ、両方に共通するのは「意思

決定」できることであると考える。 

その上で遂行する際には、責任者は実務担当者ではないので、進めるべき課題を分解・展開して、

メンバーに「任せる」マインドが求められると考える。特に今回は、専門家の集まりであったため、

タスクごとに担当するメンバー（IP 候補者など）に任せて進めたところ、適切なタイミングでの相

談もあったため、遂行できたと考えている。 

個人的な価値観は、「オモロイことをやりたい」と「どうせやるならオモロクしたい」である。

イノベーションを起こした人たちの動機や価値観は、儲けたいとか人の役に立ちたいとか世の中を

驚かせたいなどが複合しているように思っているが、本事業におけるイノベーション・プロデュー

サーの期待役割は、イノベーションを起こす中小企業を主人公としてどのように支援するかが期待

されている。つまり、主人公のイノベーションをオモロイこととしてとらえ、そこにアイデア加え

て「どうせやるならオモロクしたい」という心持で取り組んできた。 

まとめると、意思決定できる・任せきる・おもしろがる・めげない、と考える。 

 

３－２ イノベーション・プロデューサーとして特に大切にすべき姿勢や考え方 

３－１との切り分けが難しいが、本事業でイノベーション・プロデューサーを担ってきた荒谷個

人のとらえ方として述べる。 

前述のように、本事業におけるイノベーション・プロデューサーの期待役割は、イノベーション

を起こす中小企業を主人公としてどのように支援するかが期待されているので、どこまでも支援企

業に寄り添う姿勢が大切であると考える。しかしそれは、支援企業の言うことを全て聞き入れると

いうことではなく、支援企業・従業員・顧客（川下産業を含む）・支援者の全てにとってよいと考

えられる全体最適の思考を持ち続ける姿勢も大事である。 

図 7 のように、新しいモノ（サービス）が世の中に普及した状態までをイノベーションとするな
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ら、技術開発だけではなく、大量生産のプロセス、販売・マーケティングなど、各プロセスで必要

な専門家と共に進める必要性がある。大切にすべき姿勢は、多様な組織の専門家・支援先などを巻

き込み、それぞれが持つ価値観や達成目標にも配慮しつつ、同じ方向を見ることができるように、

いつでディスカッションができるような「場づくり」にあると考える。 
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４．イノベーション・プロデューサーの担い手拡大に向けた取り組み 

４－１ イノベーション・プロデューサー候補者の選定方法と基準 

本事業における IP 候補者が所属する組織は全て、産学連携コーディネーターとしての企業や大

学の支援経験を有する者が所属している。そのため、産学連携コーディネーターとしての経験を有

する者をそれぞれの組織から推薦してもらった。 

 

４－２ 実施した教育・育成プログラムの内容とその実施意図 

AIR の IP 候補者を対象に、知的資産経営報告書の成り立ちの理解と作成プロセスを体験しても

らうことを目標とした。実際の企業とのミーティングやインタビューの際に、聞いた内容を人的資

産・構造資産・関係資産のどれに該当するのかを考えながら行うことにより、その後の提案を考え

る際により良いものができるようになることを体験してきたからである。 

IP 候補者に実務経験の差があるため、経験豊富なものには復習の意味合いも込めて、以下の様に

基礎的なことから順次座学を積み重ねていき、最後には事例として自社の知的資産経営報告書の作

成を体験してもらう計画とした。特に注意したことは、知財から事業計画を立てるという抽象的な

ことではなく、実際の特許を題材として具体的に考えてもらう体験を組み入れたことである。また、

単に「強み」としてとらえると自分基準になるため、業界や他社比較の視点も持つことと、普段は

あまり気にしない取引先や協業先との関係性、顧客の生の声も考えに含めていくことで、より客観

性が増すことに気付いてもらうことを意図した。 

① 7 月 8 日（月）知財全般：知財 4 法の概要、特許の要件 

② 7 月 22 日（月）Ｘ先生の特許を分析してみる 

③ 7 月 29 日（月）Ｘ先生の特許から事業計画を立ててみる 

④ 8 月 5 日（月）知的資産：知的財産と知的資産の違い 

⑤ 8 月 19 日（月）知的資産経営報告書の骨子 

⑥ 8 月 26 日（月）知的資産経営報告書策定の流れ 

⑦ 9 月 18 日（水）【実習】知的資産活用報告書を策定してみる：AIR 事例 

⑧ 11 月 28 日(木) 醗酵生産に関する講習・セミナー 

 

４－３ 育成活動の結果と評価 

○ 育成目標に対して、何が習得されたか、その判断基準。 
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知的資産の考え方を活用できるようになることが大きな目標である 9 月 18 日（水）【実習】に

ついて述べる。 

当日の資料は添付資料⑭にある。図３に示す手順に従って行った。当日の研修風景を図４５に、

IP 候補者がまとめた成果物を図５に示す。 

 

 

  

 

図３．知的資産のまとめ方 

図４．9月 18日（水）【実習】の様子 
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このプロセスにおいて、参加者にはいくつもの気づきがあったように見受けられた。具体的には、

強みの根源は様々な分野の専門家が集っていることにあり、そのメンバーが課題に応じて集められ

てプロジェクト形式で顧客に寄り添う活動を継続して成果を出し続けたことで信頼を獲得できてい

ること、それが口コミなどによって新たな仕事の依頼が増えていることである。これを言語化でき

たことは、メンバーの意識の変化につながるのではないかと考えられる。図６の「課題」の部分は、

今後の展開における重要な部分であるため社外秘としている事項であるが、今後成長に必要な課題

が浮き彫りにできたことも成果の一つである。 

判断基準は定性的ではあるが、会議・ディスカッションへの参加の積極性の変化であり、参加時

の発言量・ホワイトボードの前での行動量の変化である。習得した知識が活用できているからこそ、

行動量の変化につながったものと考えられるからである。 

 

技術的な視点の育成として、企業を支援するうえで必要な醗酵生産に関する技術知識を得るため、

11 月 28 日(木)にバイオに関する講習・セミナーを開催した。図６に示すように、京都市産技研の

山本氏と廣岡氏に講師になっていただいた。その後、質疑応答・ディスカッションを行った。その

後、京都市産技研が保有するバイオ系の分析機器類を見学して説明もいただいた。 

ここでの成果は、同日午後に開催した第二回定例会議の場で、技術視点のディスカッションがで

きていたことより、効果があったと考えている。 

図５．IP候補者がまとめた成果物 
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